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第一章 本論文の目的と構成 

 

第一節 本論文の目的 

 

自動車は、現代において日常生活に不可欠な移動手段であり、生活の利便性向上だけで

なく、経済や産業の発展にも寄与している。しかし、モータリゼーションの進展に伴い、

自動車は様々な社会問題をもたらしており、その中でも最も代表的なものが交通事故1で

ある。 

交通事故による人身被害は特に深刻である。世界保健機関（WHO）の統計によれば、

2018 年の全世界における交通事故死亡者数は 135 万人にのぼる2。被害者が死亡に至らな

かった事故の件数は、さらに膨大なものとなろう。事故による傷害や死亡は、被害者やそ

の家族に深刻な影響を及ぼす。治療に要する医療費等はもちろん、怪我の程度によっては、

被害者は治療の間働くことができず収入が絶たれる、後遺症により従前の仕事へ復帰でき

なくなるといった事態が生じ得る。また、経済的負担だけでなく、長期にわたる治療、リ

ハビリテーションや介護等が、生活に大きな制約をもたらすことによる、精神的負担も無

視できない。とりわけ死亡事故の場合、被害者の家族など周囲は大きな衝撃を受け、喪失

感や悲しみに苛まれることになる。 

これらは、被害者と加害者間の人身被害や財産損害の問題であるだけでなく、社会や経

済全体へも波及的影響を及ぼし、交通事故による損失を国全体で総計すると膨大な金額に

のぼる。交通安全の確保は、健康で文化的な市民生活の前提であり、交通事故の多発はそ

の前提を揺るがすことから、各国において交通事故は深刻な社会問題として位置づけられ、

交通法規の整備を根幹として、交通安全のための様々な対策が講じられている。 

交通事故を法的側面から着目すると、民事責任、刑事責任、行政責任を含む多方面の法

律問題が同時に関連している。これら３つの責任の中でも、民事責任は加害者の負担によ

 

1 交通事故とは、あらゆる交通機関（自動車、飛行機、船などを含む）による事故を指す場

合と、狭義の道路交通事故、すなわち自動車を中心として起きた事故を指す場合とがある

が、本論文における交通事故とは自動車による交通事故をいう。 

2 世界保健機関（WHO）のサイトに掲載された「交通安全に関するグローバル・ステータス・

レポート 2018」（Global status report on road safety 2018） 

（https://www.who.int/publications/i/item/9789241565684、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

https://www.who.int/publications/i/item/9789241565684
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り被害者の損害を填補することに焦点を当てており、被害者が適切な経済的補償を得る基

本的なフレームワークを提供している。換言すれば、被害者を経済的に交通事故発生前の

状態に復元し、通常の生活に復帰させる機能を担っていることになる。したがって、交通

事故民事紛争の解決においては、被害者に対する迅速かつ効果的な補償をどのように実現

するかが、万国共通の課題である。 

日本では、戦後急速な経済発展に伴い、自動車は個人の生活や企業の経済活動等に欠か

せないものとして、広範かつ急速に普及した。それに伴い、交通事故件数や交通事故紛争

も増加傾向にあった。しかし、交通事故の撲滅に向けた社会全体の様々な活動や政策が、

交通事故件数の減少に顕著な効果を上げている3。また、交通事故被害者の保護の面では、

自動車損害賠償保障法（以下「自賠法」という）4等の法律が制定され、保険事業（強制

保険、任意保険を含む）を発展させるとともに、交通事故紛争の解決の面では、民事訴訟

に加え、ADR制度の拡充が重要な役割を果たしてきた。 

これに対し、中国の状況に目を転ずると、経済発展は日本より遅れていたため、1980

年代前半までは、民間用自動車の保有台数はまだ少なく、私人用車（いわゆるマイカー、

自家用自動車）の台数はさらに少なかった5。しかし、改革開放以降、著しい経済成長に

より、市民の所得が増加し生活が豊かになるにつれ、マイカー所有の意識も高まり、自動

車普及率は急増している6。それに伴い、交通事故の増加が大きな社会問題となり、交通

 

3 2023年の警察白書の統計資料に、1970年から 2022年の交通事故発生件数が掲載されてい

る。当該資料によれば、2004年に交通事故発生件数が最も多く、952、720件となった。その

後、発生件数は減少する傾向にあり、2022年の交通事故発生件数は 300、839件であった。約

20年弱で、交通事故の発生件数は３分の１以下に激減した。

（https://www.npa.go.jp/hakusyo/r05/data.html、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

4 「自動車損害賠償保障法」は、1955年 8月に部分施行され、1956年 2月までに全文施行さ

れた。 

5 ここでいう民間用自動車とは、公安機関に登録され、いわゆるナンバープレートが発行さ

れている自動車のうち、軍用車両や警察車両等を除いた自動車を指している。中国統計年鑑

のデータによれば、1978年に民間用自動車の保有台数は 135.84万台であり、1980年は 178.29

万台、1985年は 321.12台である。一方、私人用車の場合、1985年の保有台数は 28.49万台で

ある。中国法律年鑑編集部『中国法律年鑑(2023年)』（中国統計出版社、2023年）533頁、535

頁。 

6 中国の公安交通管理局の統計によれば、2023年 9月末時点の全国における自動車保有台数

は、4.3億台である。中華人民共和国公安部公式サイト「全国机動車達 4.3億輛 駕駛人達

5.2億人 新能源汽車保有量達 1821万輛」 

（https://www.mps.gov.cn/n2254098/n4904352/c9244719/content.html、最終閲覧 2023年 12月

https://www.npa.go.jp/hakusyo/r05/data.html
https://www.mps.gov.cn/n2254098/n4904352/c9244719/content.html、
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事故紛争に起因する訴訟件数も増加の一途をたどっている7。 

中国における交通事故損害賠償紛争の解決手段を歴史的に概観すると、改革開放以前は

法制度が成熟しておらず、公安機関などの行政機関が介入して処理する行政的方法が主に

用いられていた8。しかし、1987 年 1 月 1 日に民事法律関係の基本法である民法通則が施

行されたのを皮切りに、民事訴訟法、民法典等、民事諸法の整備が進展するに伴い、現在

では民事訴訟が交通事故紛争の主要な解決手段となっている9。 

交通事故損害賠償請求訴訟の件数の増加は、裁判所の民事訴訟件数全体の増加とも相ま

って、訴訟遅延を生じさせ、被害者が損害賠償による救済を迅速かつ効率的に受けること

を困難にしている。よって、交通事故紛争の解決の迅速化や効率化が急務であるが、その

ためには民事訴訟の制度や運用の改善だけでなく、ADR（裁判外紛争解決手続）を拡充し、

ADR に適した事案は裁判外での解決を図ることによって、当事者や裁判所の負担を軽減す

る必要がある。現に、交通事故の損害賠償紛争を迅速に解決するため、さまざまな交通事

故 ADRが出現している。 

以上に述べたとおり、日中の経済発展、社会制度とイデオロギーなどの違いを背景に、

両国の交通事故損害賠償紛争の解決制度には差異が存在する。経済発展と法整備が比較的

遅れている中国にとって、日本の立法や法解釈、および長年蓄積された制度と実務経験に

は、参考にし得る点が多くあり、日中両国における交通事故損害賠償の紛争解決制度を比

較法的視点から研究することは、重要な意義があると考える。 

中国の交通事故損害賠償に関する日本での先行研究は、主に実体法について行われてお

 

15日） 

7 最高人民法院民事審判第一部の調査によれば、全国の公安機関が処理した道路交通事故の

件数は、2010年は約 390万件、2011年は約 422万件であった。そして、全国の裁判所が受理

した第一審における交通事故損害賠償事件は、2010年は約 61万件、2011年は約 74万件であ

った。この事件数は、前年度比で言えば、それぞれ約 32パーセント、約 22パーセント増加し

ている。また、2012年前半に、全国の裁判所が受理した新規の交通事故事件数は、約 40万件

であった。最高人民法院民事審判第一廷編著『最高人民法院関于道路交通損害害賠償司法解

釈理解与適用』（人民法院出版社、2015年）11頁参照。 

8 詳細については、本論文第二章第二節参照。 

9 交通事故損害賠償請求訴訟について、中国では、債務不存在確認訴訟が提起される事件は

殆どないことや、刑事訴訟制度に属する刑事附帯民事訴訟（刑事事件に附帯して提起するこ

とができる、被告人の犯罪行為によって生じた民事賠償請求の訴訟）が存在することなど、

手続上の独特性がある。本論文では、これらは研究の対象としない。 
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り、民事責任の帰責原則と損害賠償の範囲、保険制度などに関する論文が多数上梓されて

いる10。これらの研究は、中国の法制度や法体系を理解するための貴重な情報を提供する

資料であるが、交通事故損害賠償紛争の解決についての手続法の面からの研究は手薄であ

る。特に、責任主体のように、実体法と訴訟法の両面を持つ内容の研究は十分とは言えな

い。 

また、交通事故損害賠償紛争の解決においては、日中両国とも民事訴訟と ADRが重要な

役割を果たしているが、中国の交通事故損害賠償紛争の解決制度に関する日本での先行研

究は、高見澤磨の著書『現代中国の紛争と法』や韓寧の著書『中国の調停制度―日本・米

国との比較』のように、中国の民事紛争解決制度全般についての研究の中で簡潔に言及さ

れたものがあるにすぎない11。 

よって、民事手続法の観点から中国の交通事故損害賠償の紛争解決メカニズムを分析す

ることは、現在の学術研究の空白を埋めるだけでなく、日中間の紛争解決制度や事件処理

状況の相違を明らかにすることで、相互理解に裨益し得るものと考える。このような問題

意識に基づき、本論文は、中国における交通事故損害賠償紛争の解決制度について、民事

訴訟と ADRの両方に重点を置き、紛争解決メカニズムの変遷と現状、および問題点を明ら

かにした上で、日本の紛争解決制度との比較を通じて、中国の今後の制度改革の方向性を

論じるものである。その検討の過程では、交通事故損害賠償の実体法面の発展経過にも留

意しつつ、交通事故損害賠償紛争という類型に対するミクロの視点だけでなく、中華人民

 

10 日本における中国の交通事故損害賠償を研究する邦語文献としては、本井巽ほか「中国の

交通事故損害賠償制度と具体的事例〔含 討論の概要〕」交通 12号（1984年）226頁以下、野

村好弘＝于敏「中国における交通事故の損害賠償法」交通事故紛争処理センター編『交通事

故賠償の法理と紛争処理——（財）交通事故紛争処理センター創立 20周年記念論文集（上）—

—』（ぎょうせい、1994年）302頁以下、野村好弘＝段匡「中国における交通事故の損害賠償」

判タ 843号（1994年）38頁以下、粟津光世「中国自動車保険の諸問題」文研論集（生命保険

文化研究所）134号（2001年）185頁以下、岳衛「中国法における道路交通事故による人身損

害賠償———損害の範囲および算定に関する新しい基準の施行について」立命 295号（2004年）

177頁以下、岳衛「中国強制自動車責任保険制度における被害者の権利保護———日本法からの

示唆」立命 296号（2004年）119頁以下、趙銀仁「中国における交通事故賠償法の現状と課

題」法学研究論集（明治大学大学院）40号（2013年）231頁以下、粟津光世「道路交通事故

損害賠償事件に適用する法律のいくつかの問題に関する解釈」際商 41巻 4号（2013年）590

頁以下などがある。  

11 高見澤磨『現代中国の紛争と法』（東京大学出版会、1998年）155頁、韓寧『中国の調停

制度―日本・米国との比較』（信山社、2008年）214頁以下参照。 
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共和国成立以来の法制度の発展と変容というマクロの視点からも考察することにより、日

中両国の民事手続法制や紛争解決制度全般の相互理解の一助ともしたい。 

 

第二節 中国における交通事故損害賠償制度の全体像 

 

本論文の本題に入る前に、中国の法制度を理解するために、まず中国の交通事故損害賠

償制度の全体像について概観する。 

 

（一） 交通事故責任 

 

中国では、交通事故が起こった場合、加害者に対し、刑事責任、行政責任、民事責任が

発生する。刑事責任について、刑法12各論第２章には、重大交通事故罪（刑法 133条）、危

険運転罪（同法 133 条の１）、危険な方法による公共安全危害罪（同法 114 条）が定めら

れている13。また、行政責任は、主に「道路交通安全法」（以下「道交法」という）の第

７章に公安機関による行政罰として規定されている。交通事故が発生した後、公安機関は

加害者に警告、罰金や運転免許取り消しなどの行政処分を科すことができる（同法 88 条）

14。 

一方、民事責任は、交通事故の被害者の損害を、適時かつ十分な賠償により填補するこ

とを目的とする。現在、中国における交通事故民事責任の主な根拠法は、民法典15と道交

 

12 「刑法」は、1979年 7月 1日に第 5期全人代第 2回会議で採択され、1997年 3月 14日に

第 8期全人代第 5回会議において、それを全面改正し、1997年 12月 29日施行された。その

後、11回の刑法修正案により改正された。 

13 道路交通犯罪の詳細については、北川佳世子＝周舟「道路交通犯罪に関する日中比較研

究」比較法学 49巻第１号 (2015年)45頁以下、黎宏「中国における重大交通事故罪について

―最高人民法院の関連司法解釈を中心に―」同法 402号 70巻 5号（2019年）89頁以下を参

照。 

14 「道路交通安全法」は、全人代常務委員会により制定された。そして、2003年 10月 28

日に公布され、2004年 5月 1日から施行された。その後、2007年、2011年と 2021年に改正が

行われた。また、公安機関において、具体的に交通管理を担当する機構は、公安機関の交通

管理部門である。 

15 「民法典」は、2020年 5月 28日に第 13期全人代第 3回会議で採択され、2021年 1月 1

日から施行された。民法典は、総則編、物件編、契約編、人格権編、婚姻家庭編、相続編お

よび侵権責任（不法行為）編および附則の全７編 84章、1260条からなる。 
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法である。このほか、最高人民法院は「道路交通事故損害賠償事件の審理にあたって適用

される法律に関する若干の問題の解釈」と称する司法解釈（以下、「交通事故損害賠償司

法解釈」という）を公布・施行した16。 

民法典の第 7 編侵権責任（不法行為）において、1208 条から 1217 条までは、自動車交

通事故損害賠償責任に関する規定である。自動車交通事故により損害が生じた場合、加害

者は被害者に対し、道交法および民法典の関連規定に基づいて損害賠償責任を負う（民法

典 1208 条）。ここでの道交法の関連規定とは、主に同法 76 条を指している。同条には、

交通事故損害賠償の特殊帰責原則および財産損害が規定されている17。また、民法典の

1209 条から 1216 条は責任主体に関する規定であり、1217 条は好意同乗の場合の責任に関

する規定である。      

一方、人身損害に関する具体的な損害賠償の範囲は民法典に規定があり、医療費、看護

費、交通費、栄養補給費、入院食事補助費等の治療およびリハビリテーションのために支

出した合理的な費用、休業により減少した収入、後遺障害補助用具費用、後遺障害賠償金、

葬祭費および死亡賠償金（1179 条）、および精神的損害賠償（いわゆる慰謝料）（1183 条）

などが含まれる。さらに、交通事故損害賠償司法解釈では、交通事故損害賠償請求訴訟に

おける責任主体、賠償範囲、保険会社の責任負担と訴訟手続などの内容が明確に定められ

ている。 

 

（二） 交通事故損害賠償と保険制度 

 

保険制度は、交通事故による人身や財産への被害の補償において、重要な役割を果たし

ている18。日本では自賠法が 1955年に制定され、強制保険制度が確立した。また、損害保

険会社は「自家用自動車総合保険」などの任意保険を販売している。 

一方、中国における強制保険制度の確立は日本に比べて遅く、2004年 5月 1日から施行

 

16 「関於審理道路交通事故損害賠償案件適用法律若干問題的解釈」（原語）は、最高人民法

院により 2012年 9月 17日に公布され、2020年 12月 23日に改正された。粟津・前掲注（10）

590頁以下に日本語訳（2012年の司法解釈）がある。以下、本論文において引用する条文は、

上記の日本語訳を参照した。 

17 条文の規定などについて、第三章第四節で詳しく説明するため、第三章第四節を参照。 

18 日中両国の自動車保険の詳細については、野崎洋之『中国自動車保険市場・急成長市場へ

の参入と課題』（保険毎日新聞社、2012年）31頁以下を参照。 
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された道交法で強制保険制度の設立が謳われ、その後 2006 年 7 月１日の「自動車交通事

故責任強制保険条例」19の施行により制度として確立し、これ以降、自動車所有者は強制

保険への加入が義務付けられている。強制保険は、主に自動車による交通事故で第三者に

与えた人身損害と物的損害を補償するもので、交通事故の被害者が基本的な補償を受けら

れるようにするものであるが、自動車所有者は、より包括的な保険保護を受けるために、

任意保険に加入することもできる。任意保険は、車両自体の損害、第三者への対人・対物

損害、同乗者の傷害など、より幅広い補償が含まれる。中国にある損害保険会社各社は、

様々な任意保険（例えば、第三者責任賠償保険、車両保険、自動車搭乗者賠償責任保険、

車両盗難保険など）を販売し、自動車所有者ごとにカスタマイズが可能なオプションを提

供している 

 

（三） 交通事故発生後の手続 

 

中国において、交通事故後の手続は、主に道交法に基づいて行われる。まず、同法 70

条１項に基づき、交通事故の発生時に、人身被害がある場合は、当事者は直ちに公安機関

に通報する必要がある（110 番に電話などで通報する）。さらに、同条２項および３項は、

人身被害がなく、特に軽微な財産損害の場合は、公安機関に通報する必要はなく、当事者

間で紛争解決策を交渉できるとするが、交通事故により損傷した車両が移動不可能な場合

などでは、公安機関への通報が必要になる。 

公安機関である警察は、現場に到着した後、事故調査と事故処理などを行い、証拠とし

て交通事故認定書を作成する（同法 73条）。交通事故認定書には、交通事故の基本的な事

実、原因、当事者双方の責任を明記し、当事者双方に交付しなければならない。この認定

書は訴訟において強力な証明力を有しており、公安機関が判断し認定書に記載した当事者

の責任割合は、民事訴訟において、裁判所が過失相殺やその割合を判断する際の根拠とな

ることが通例である。 

 

第三節 本論文の構成 

 

 

19 「機動車交通事故責任強制保険条例」（原語）は、2006年 3月 21日に国務院により公布

され、2006年 7月 1日から施行された。 
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本論文は全八章で構成される。各章の概要は下記の通りである。 

第一章（本章）は、本論文の目的、中国における交通事故紛争の全体像と、本論文の構

成について述べる。 

第二章は、中国における交通事故損害賠償請求訴訟の史的展開を論じるものであり、３

節で構成される。第一節は、問題意識の説明である。すなわち、中国における現在の交通

事故訴訟制度は、交通事故紛争の解決に必ずしも十全に対応できていないという問題があ

り、将来の制度改革に向けた論点整理のため、中国における交通事故訴訟制度の変遷や傾

向を究明する必要性を述べる。第二節は、中国における交通事故損害賠償請求訴訟の変遷

を５つの時期に分けて論じる。すなわち、①「都市陸上交通管理暫行規則」施行期、②同

規則失効後「民法通則」施行まで、③「民法通則」施行から「道路交通事故処理弁法」施

行まで、④「道路交通事故処理弁法」施行以降、⑤「道路交通安全法」施行以降の各時期

について、法令の規定と手続の運用を詳しく紹介し、各時期の制度の違いや変遷の傾向を

整理する。第三節はこの章の内容を総括する。 

第三章は、中国の交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任について論じるものであ

り、６節で構成される。第一節は問題意識の説明である。すなわち、中国の交通事故損害

賠償請求訴訟における証明責任について、日本における証明責任論や、自賠法の運行供用

者責任をめぐる議論と比較しながら、理論および実務上の問題点を明らかにし、今後の中

国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の改革や、証明責任論の深化の一助となること

を企図する。第二節は、日本における証明責任について、証明責任の本質、証明責任の分

配基準、証明責任の転換を中心に概観する。第三節は、中国における証明責任について、

日中両国の相違、および歴史的経過を踏まえ、立法、司法解釈、学説という３つの側面か

ら現状を分析する。第四節は、前述の分析を受けて、交通事故損害賠償請求訴訟を題材に、

中国の個別の実体法規が、証明責任の裁判規範として公正適切か等について検討する。具

体的な事案類型として、日本の運行供用者責任（自賠法３条）の条文構造と証明責任の分

配などを概観した後、中国の民法典や道交法の規定の証明責任の分配や、証明責任の分配

が争点となった判例につき説明する。第五節は、日本法と比較しながら、中国における証

明責任と交通事故損害賠償請求訴訟の問題点を指摘する。第六節はこの章の内容を総括す

る。 

第四章は、中国における交通事故損害賠償の責任主体について論じるものであり、６節

で構成される。第一節は、本章の目的を説明する。すなわち、具体的な証明責任の問題は
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実体法の規定を離れて論じることはできないため、中国における交通事故損害賠償の責任

主体に関する立法・司法解釈、学説、判例などの分析を行う。第二節は、中国における立

法と司法解釈の内容について、現行法以前の立法と司法解釈等、および現行の交通事故損

害賠償司法解釈と民法典について論じる。第三節は、学説上の議論を二元説肯定説と二元

説否定説に分けて説明する。さらに、第四節は最高人民法院の指導性案例（判例）と地方

裁判例から、中国における判例の動向を明らかにする。第五節は、以上を踏まえて、中国

における交通事故損害賠償の責任主体の特徴と問題点を述べる。第六節はこの章の内容を

総括する。 

第五章は、交通事故 ADRの必要性について論じるものであり、３節で構成される。第一

節は、交通事故 ADRの必要性を論じる背景を説明する。第二節は、ADR一般について、ADR

の定義と紛争解決手続としての有用性を述べる。第三節は、交通事故損害賠償をめぐる紛

争の特徴を述べた上で、交通事故 ADRの必要性を明らかにする。 

第六章は、日本における交通事故 ADRについて論じるものであり、２節で構成される。

第一節は、日本における交通事故 ADRを民間型と司法型に分けて考察する。民間型につい

ては、①一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構、②公益財団法人交通事故紛争処理

センター、③財団法人日弁連交通事故相談センター、④そんぽ ADRセンター、⑤弁護士会

紛争解決センターという５つの ADR機関の設立経緯、業務内容、解決実績を説明する。そ

して、司法型 ADRである民事調停における交通事故の特別規定などを説明した上で、その

解決実績を明らかにする。第二節は、上記の考察を踏まえて、日本における交通事故 ADR

の特徴と課題を明らかにする。 

第七章は、中国における交通事故 ADRについて論じるものであり、４節で構成される。

第一節は、交通事故 ADRの前史として、道路交通安全法の施行までの状況を概観する。ま

た、第二節は、中国の交通事故 ADR の現状を、行政型 ADR、民間型 ADR、司法型 ADR の３

類型から考察する。そのうち行政型 ADRとしては、公安機関による調停制度について、ま

た民間型 ADRとしては、人民調停、業界調停、および仲裁について詳述する。そして、司

法型 ADRについては、全体像を概観した上で、特に交通巡回法廷と、全国法院道路交通事

故紛争訴前調停プラットフォームに焦点をあてて詳述し、近年の新しい動向も論じる。第

三節は、日本の交通事故 ADRと比較しながら、中国における交通事故 ADRの特徴と課題に

ついて考察する。第四節はこの章の内容を総括する。 

第八章は最終章であり、中国の交通事故損害賠償における紛争解決制度の改革を論じる。
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３節で構成され、第一節は、本論文を総括し、交通事故紛争解決制度の現状と問題点を述

べる。第二節は、紛争解決制度の改革の方向性について、４つの観点から提言を行う。第

三節は、残された課題や新たな課題を示した上で、今後の研究の方向性を述べる。
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第二章 中国における交通事故損害賠償請求訴訟の史的展開     

 

第一節 はじめに 

  

（一） 問題意識 

 

中国における民事訴訟制度は、改革開放20後、極端な職権主義から当事者主義へと転換

してきた。従来は、裁判所が強い権限をもち、全面的・客観的に証拠を収集し調査しなけ

ればならないとされてきたが、近時は、当事者に立証の権限を与え、裁判所の裁量を抑制

する方向で司法改革が進められている21。しかし、交通事故損害賠償請求訴訟制度におい

ては、こうした司法改革の基本的な方向性とは逆に、裁判所の裁量を拡張する傾向が見ら

れる。また、急速な経済成長とは反対に、交通事故損害賠償請求訴訟に関する法制度の整

備には、緩慢さが目立つ。現在の交通事故損害賠償請求訴訟制度では、交通事故紛争に十

全に対応できるとは言えない。社会の急速な変化とともに、交通事故紛争の内容はますま

す複雑になっており、従来の交通事故損害賠償請求訴訟制度の改革を検討することは不可

欠である。 

日本においては、中国の交通事故損害賠償に関する先行研究としては、実体法の観点か

ら中国の現況を論じた論文が散見される程度であり、訴訟法の観点から交通事故損害賠償

請求訴訟を論じた論文は、管見のおよぶ限りにおいては見当たらない22。そこで、先行研

究の空白を填補するため、また、将来の制度改革に向けて論点を整理するため、中国の交

通事故損害賠償請求訴訟制度はどのように変遷してきたか、どのような傾向があるかを究

明しなければならないと考える。そこで本章では、以上の問題意識に基づき、中国におけ

る交通事故損害賠償請求訴訟の史的展開を論ずる。 

 

20 改革開放とは、1978年 12月に開催された中国共産党第 11期中央委員会第３回全体会議

において提起され、それ以降、鄧小平の主導の下で推進された経済体制の改革および対外開

放政策の総称を指す。1979年以降、民商法や経済法の分野を皮切りに法整備が進んでいく。

國谷知史ほか『確認中国法用語 250』（成文堂、2011年）5頁〔石塚迅〕参照。 

21 中国司法制度の改革に関する文献としては、小嶋明美「中国民事訴訟の審理方式改革の比

較法的考察」吉村徳重＝上田竹志編『日中民事訴訟法比較研究』（九州大学出版社、2017年）

26頁以下を参照。 

22 日本における中国の交通事故損害賠償を研究する邦語文献について、第一章の注 10）を

参照。 
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（二） 本章の構成 

  

本章では、まず、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の変遷について、法令の

施行時期により５つの時期に分け、各時期の法令における実体法上の規定、手続法上の規

定およびそれらの規定に関する実務上の運用を振り返り、中国の交通事故損害賠償請求訴

訟制度がどのように変遷してきたかについて考察する。その上で、そのような変遷から看

取される、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の形成と発展の傾向を明らかにす

る。本章における考察は、中国の交通事故損害賠償請求訴訟制度の問題点とその改革を日

本法との比較の観点から検討するにあたっての準備的考察としての性格を有するものであ

る。 

 

第二節 中国における交通事故損害賠償請求訴訟の変遷 

 

 まず、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の変遷を振り返る。中国の交通事故

損害賠償請求訴訟制度は法令の制定とともに発展してきたが、それらの法令に着目すると、

主に 5 つの時期に分けられる。すなわち、①「都市陸上交通管理暫行規則」施行期、②

「民法通則」施行まで、③「民法通則」の施行から「道路交通事故処理弁法」の施行まで、

④「道路交通事故処理弁法」施行以降、⑤「道路交通安全法」施行以降である。 

 

（一） 「都市陸上交通管理暫行規則」施行期（1951年 5月から 1955年 9月まで） 

 

 1949 年 10 月 1 日に成立した中華人民共和国は、国民党により作られた法律制度を全面

的に廃止する一方で23、戦後経済の回復と社会秩序の保護などを目的として、次第に新た

な法律制度を確立してきた。交通事故による損害賠償の処理については、1951年 5月に、

全国に適用される規則である「都市陸上交通管理暫行規則」24（以下「暫行規則」という）

 

23 1949年 2月 22日、中国共産党中央委員会により「国民党六法全書を廃止し、解放区の司

法原則を確立することに関する指示（原語：関于廃除国民党的六法全書与確立解放区的司法

原則的指示）」が公布された。これにより、国民党政府の法律制度は廃止された。 

24 「城市陸上交通管理暫定規則」（原語）は、公安部により 1951 年 5 月 5 日に公布・施

行された。  
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が、公安部により公布・施行された。 

暫行規則は、中華人民共和国成立後、初めての交通規則に関する行政規章25として位置

づけられる。同規則は、交通秩序の維持および交通安全の保障に重要な役割を果たした26。

同規則の目的は、「全国における都市の陸上交通管理を統一し、交通秩序を維持し、安全

を保障する」ことであり（1条）、全88箇条、「総則」、「通則」、「車両」、「ラバと馬の車お

よびその他の車両」、「歩行者」、「家畜」、「道路」、「交通事故」、「附則」から成る全 9章で

構成された。 

交通事故紛争の処理については、第 8章に 8箇条の規定が設けられていた。そのうち、

80 条27が損害賠償責任に関する規定であり、同条によれば、損害賠償責任は無過失責任と

して定められていた。また、83 条28においては、損害賠償責任の適用範囲と責任主体につ

いて、暫行規則に規定された交通規則の違反により他人に損害を与えた場合にのみ、加害

者または車両の所有者などが損害賠償責任を負うと明確に規定されていた。 

さらに、紛争処理の手続に関しては、「公安機関は、交通事故損害賠償事件について、

真実を究明し、事故責任および是非を明らかにした上で、合理的な調停を行わなければな

らない。ただし、当事者の一方が調停に合意できない場合には、裁判所に移送しなければ

ならない」（85 条）と定められ、また、「交通事故に関する損害賠償事件において、合理

的な調停がおこなわれ、当事者が承認した場合であっても、調停結果に不服（原語：後悔）

がある場合には、当事者は、10日以内に訴訟を提起することができる」（86条）とされた。 

 以上の規定から明らかなように、この当時は、交通事故紛争を処理するに際し、公安機

 

25 中国においては、行政法規とは、最高国家行政機関である国務院により制定され、全国に

適用する国家行政管理に関する規制である。一方、行政規章とは、憲法、法律と行政法規な

どに従い、国務院の各部（日本の省に相当する中央政府機関）、または地方の人民政府により

制定され、各部または地方の行政機関が適用する具体的な規制である。 

26 任广業編『交通事故防范』（北京日報出版社、1989年）124頁、125頁参照。 

27 80条 故意または過失の有無にかかわらず、交通事故により他人の人身または財物並び

に公共交通設備（道路、橋梁、標識など）に損害を与えた者は、損害賠償責任を負わなけれ

ばならない。また、情状の程度に応じて規則違反、交通事故を起こした者を処分することが

できる。 

28 83条 自動車（原語：車両）が交通規則に違反して事故を起こしたこと（原語：違章肇

事）により、他人に損害を与えた場合、運転者は損害賠償責任を負うものとし、あるいは当

該自動車の所有者（原語：車主）あるいは関連する乗車人員は一部または全部の損害賠償責

任を負うものとする。 
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関に事故責任を認定する権限が与えられていた29。さらに、交通事故による損害賠償の紛

争について、当事者は、公安機関による調停制度と司法機関による民事訴訟制度の双方を

利用できるものとされていた。もっとも、調停制度の利用は、当事者の合意によって開始

されるものではなく、公安機関の権限によって開始されるものであった。さらに、当事者

が訴訟を提起できる機会も厳しく制限されていた。すなわち、当事者は、調停の結果に不

服がある場合にのみ、一定の期間内に限り交通事故損害賠償請求訴訟を提起することがで

きるとされた。これに対し、調停で合意が得られない場合には、当事者による訴訟の提起

ではなく、公安機関が、職権により裁判所に移送することとされていた。 

 このように、中華人民共和国の成立当初には、交通事故における損害賠償紛争の解決に

あたり、公安機関の職権が重視される傾向にあった。後述のように、こうした傾向は、そ

の後の中国の交通事故における損害賠償紛争の処理に重大な影響を与えることとなった。

さらに、以上に述べた暫行規則施行期は、交通事故損害賠償請求訴訟の提起が可能である

ことが明記されていた点が顕著な特徴であった。しかし、暫行規則は、後述する「都市交

通規則」30により 1995年 9月末で失効した。 

 

（二） 「民法通則」31施行まで（1955年 10月から 1986年 12月まで） 

 

 暫行規則が失効した 1955年 10月以降、交通事故損害賠償訴訟の提起について、法律上

の根拠がないという時期に入った。 

 その背景として、1952 年から中国は社会主義の建国期にあり、企業の公有化と農業の

集団化がおこなわれ、全生涯的な社会保障システムの下、個人は「単位」または「人民公

社」に属するものとされた32。この時期には、民法典（草案）が作成されたにもかかわら

 

29 管見のおよぶ限りにおいて、当該事故責任の性質と内容を示す説明は存在しない。 

30 「城市交通規則」（原語）は、公安部により 1955年 8月 19日に公布され、1955年 10月 1

日から施行された。 

31 「民法通則」は、第 6回全人代により 1986年 4月 12日に公布され、1987年 1月 1日から

施行された。その後、2009年 8月 27日に改正が行われた。また、2021年 1月 1日「民法典」

の施行により、失効された。 

32 単位とは、労働を媒介として全人民を組織化し、行政、経済、思想等のあらゆる面から管

理、支配する中国社会の基礎組織である。計画経済の下で、人々はいずれかの単位に所属

し、それらの単位からの分配と社会福祉に依存して生計を立てる。単位は、単なる「職場」

の枠を超えて、行政機関の末端として、直接、それぞれの単位の構成員の行動を統制、掌握
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ず、結局制定・公布には至らなかった33。そのため、交通事故の損害賠償に関する実体法

上の根拠についても、存在しない状況であった。もっとも、当時、国務院およびその所属

する行政機関が発する公文書のなかには法源となるものがあり34、行政機関は、道路管理

および交通事故処理に関する行政規章をいくつか公布し、施行していた。その後、1966

年から始まる文化大革命（1966 年 5 月から 1976 年 10 月まで）により、約 10 年の間、中

国の法律制度、とくに司法制度は機能不全に陥ることとなったが、文化大革命の最中にお

いても、行政機関は行政規章を施行することがあり、1972 年には「都市と公路交通管理

規則（試行）」35が施行された。 

しかし、詳しくは後述するが、こうした一連の行政規章においては、交通事故による損

害賠償の紛争解決手段（とくに訴訟制度の利用の可否）について、明確に規定されていな

かった。1978 年に改革開放を迎えると、十一期三中総会における「民主と法制の強化」

の指針に従い、司法制度は速やかに再建されたが、実体法、とくに交通事故における損害

賠償紛争の処理に関する立法は遅れていた。こうした立法の空白状況は、1987 年に「民

法通則」が制定されるまで続くこととなった。以下では、この時期における各行政規章の

内容と実務上の運用について紹介する。 

  

1 各行政規章の規定 

 (1) 「都市交通規則」  

 公安部の公布した「都市交通規則」（1955 年）は、「都市交通の管理を強化し、交通運

輸の便利を図り、交通安全を維持し、国家経済建設の要求に適応する」ことを目的とし、

「総則」、「交通指揮信号と交通標識」、「車両」、「歩行者」、「交通規則違反と交通事故の処

 

してきた。また、人民公社とは、農村の末端行政機構であると同時に、集団所有制の下に、

工業、農業、商業等の経済活動その他を営む「政社合一」の組織であった。人民公社の下

で、農民は、医療、教育、政治など生活の全てを行うようになった。しかし、人民公社間の

貧富の差の拡大、人民公社の非効率性、国家による干渉などの問題があり、1982年の憲法に

おいて従前の郷政府制が復活したことにより、人民公社から行政権能がなくなり解体した。

國谷ほか・前掲注（20）64頁〔河村有教〕、52頁〔河村有教〕。 

33 高見澤磨ほか『現代中国法入門（第９版）』（有斐閣、2022年）160頁〔宇田川幸則〕参

照。 

34 高見・前掲注（11）95頁、96頁参照。 

35 「城市和公路交通管理規則（試行）」（原語）は、公安部と交通部により 1972年 3月 25日

に公布・施行された。 
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理」と「附則」から成る全 6 章で構成された。交通事故紛争の処理については、「暫行規

則」の損害賠償責任に関する内容を削除し、行政処罰と刑事事件の移行のみを規定した

（55 条、56条）。また、同規則では、公安機関に交通事故紛争の処理権限を与えるものと

された（58 条）。そこで、損害賠償責任に関する内容が削除された理由が問題となるが、

その実態を知り得るような資料を得ていない。 

 (2) 「公路交通規則」36  

 また、1960 年には、交通部が「公路交通規則」を公布した。同規則の目的は、前述の

「都市交通規則」とほぼ同様で、「公路交通の管理を強化し、交通運輸の便利を図り、交

通安全を維持し、国民経済大躍進の要求に適応する」ことであった。同規則は全 7章で構

成され、「総則」、「車両とその運転者」、「非車両とその運転者」、「歩行者、乗車者および

公路沿線の住民」、「公路工程、保護部門およびその他の部門」、「規則違反と事故の処理」、

「附則」から成る。公路（幹線道路、自動車道路）で発生した交通事故に関しては、公安

機関、交通管理機関または地方人民政府により紛争を処理するとされた（53条）。 

 (3) 「都市と公路交通管理規則（試行）」 

 その後、文化大革命の期間にあたる 1972年には、「道路交通の管理を強化し、交通秩序

を維持し、人民の生命と財産の安全を保障し、社会主義事業の発展の要求に応じる」ため、

公安部と交通部が共同して「都市と公路交通管理規則（試行）」を公布した。交通事故紛

争の処理に関しては、同規則に違反した者と交通事故を起こした者に対して、公安機関ま

たは公路交通管理機関は、更生教育（原語：教育）という原則に従い、結果の軽重37、態

度の良し悪し、初犯者であるか何度注意しても改めない者かなどを考慮して、それぞれに

異なる処理をするとされた（28 条）。ただし、当該規章は、文化大革命の期間に公布され

たものであったため、実際には殆ど施行されることはなかったと言われている38。 

 以上３つの行政規章は、社会主義のメカニズムから生ずるニーズに応えることを目的と

して制定されたものであったが、これらの規章には、次のような２つの問題があった。第

１の問題は、交通事故紛争の処理機関の多重性である。前述した３つの行政規章の規定に

よれば、当時の交通事故紛争の処理は、一律に公安機関の権限とされていたのではなかっ

 

36 「公路交通規則」（原語）は、交通部により 1960年 8月 27日に公布・施行された。 

37 結果の軽重（原語：情節軽重）には、交通事故に起こされた結果の大小だけではなく、渋

滞の時間、処理の難易なども含まれていた。 

38 蘇志成主編『道路交通事故処理概論』（河北科学技術出版社、1996年）3頁。 
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た。交通事故による紛争の処理権限は、公安機関、交通部門、農業部門39などが有するも

のとされた40。しかし、各機関間の権限が明確ではなかったため、責任を他の部門に転嫁

するなどの不作為の問題が引き起こされた41。この問題は、1986 年の国務院の「道路交通

管理体制の改革に関する通知」により、全ての機関が 1986 年から次第に公安機関に変わ

るに伴って漸く解決された。 

 第２の問題は、交通事故紛争の処理に関する規定の簡略さである。たとえば、前記３つ

の行政規章においては、行政機関による交通事故の処理範囲は明確には規定されていなか

った。1982 年の資料によれば、その範囲には、現場調査、死体処理、責任鑑定、事後処

理（主に損害賠償）なども含まれており、非常に広範囲にわたっていたようである42。ま

た、交通事故処理の具体的な手続が規定されていなかったため、実務上の処理における行

政機関の裁量が大きくなった。実務においては、事件処理の効率性よりも、説得や教育な

どの方法を通じて当事者を納得させることが重視された43ため、処理の時間が無駄に引き

伸ばされたり、受理しても処理が開始されなかったりするなどの問題が生じた。なかには、

10 年以上損害賠償の処理をしない事案もあった44。さらに、これらの規則においては、

「暫行規則」と異なり、交通事故による損害賠償訴訟の提起については、一切言及がされ

ていなかった。そのため、実務上の処理は、主に行政機関の行政権限に委ねられるように

なっていった。 

 

39 当時、トラックによる事故の処理は、農業（農機）部門に委ねられた。国務院の 1986年

10月 7日に公布された「道路交通管理体制の改革に関する通知（原語：関于改革道路交通管

理体制的通知）」参照。 

40 この点については、歴史上の原因とも関係がある。中華人民共和国成立前、国民党政府は

交通監理所を設置し、郷と鎮、公路の交通は当該機関により管理するが、北京、南京などの

都市の道路交通は、国民党の警察機関により管理するものとした。そして、中華人民共和国

成立後、当該制度は引続き維持された。すなわち、都市の道路交通の管理は公安機関によ

り、その他の郷と鎮、公路の交通は交通部門により管理された。傅以諾主編『遇到糾紛怎麽

辨——如何避免和解决公安交通管理中的糾紛』（群衆出版社、1992年）2頁参照。 

41 前掲注（39）「道路交通管理体制の改革に関する通知」参照。。 

42 黒龍江省交通局監理処編『交通部交通監理干部培訓講義・交通事故及其予防』（广西交通

局管理所翻刻版、1982年）55頁以下。 

43 当時、紛争処理には説理・心服を重視する傾向があった。当該傾向について、詳細につい

ては、高見・前掲注（11）15頁以下を参照。 

44 中華人民共和国公安部交通管理局主編『道路交通事故処理教程』（安徽教育出版社、1988

年）239頁。 
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2 実務上の運用 

 この時期の交通事故紛争の処理においては、以上のような法令上の問題に加えて、実務

上も様々な問題が生じていた。 

 (1) 損害賠償義務者と賠償の範囲 

 まず、損害賠償の主体について、計画経済制度のもとでは個人が自動車を有することは

少なく、自動車は個人の所属する単位または集団の所有物であるとされたため、交通事故

による損害賠償責任は、理論上は、個人ではなく、個人の所属する単位または自動車を所

有する単位が負うこととなるはずであった45。しかし、実際には、純粋に運転手本人の過

失が損害を惹起した場合には、原則として運転手本人が責任を負い、運転手本人に賠償能

力がない場合には、自動車の所有者が賠償の責任を負うものとされていた。このときには、

所有者から運転手本人に求償することが認められていた46。さらに、1980 年代の改革開放

以降、経済発展とともに自動車の数が増え、それに伴って私有車の数も増加したため、私

有車の場合には加害者に損害賠償責任を負わせるが、賠償額を一括して支払えない場合に

は、加害者の所属する単位（車両の所有者）が加害者に代わって賠償額を支払い、その後

加害者の給料から差し引くことができるものとされた47。 

 また、賠償の範囲については、最高人民法院の復函・函と司法解釈48によれば、損害賠

 

45 1962年 12月 27日に公安部弁公庁の「交通事故による従業員の死亡救済問題に関する全

総生活弁公室への質疑応答（原語：関于職工因交通事故死亡撫恤問題復全総生活辨公室函」

により、従業員が交通事故により死亡した場合、その従業員が所属する単位が労働保険条例

に従って「救済（原語：撫恤）」をするほか、事故を起こした者は一般に全て一定の事故責任

を負うことから、事故を起こした者の所属する単位は負う責任の大小および死者の家族の生

活上の実際の困難に応じて、一定額の補償費を支払わなければならないものとされた。 

46 1958年 2月 12日に最高人民法院の「自動車運転手の過失による損害賠償責任問題に関す

る回答（原語：関于汽車司机因過失引起的損害賠償責任問題的批復）」による。 

47 沈陽軍区軍事法院編著『交通事故処理 100題問答』（遼寧人民出版社、1987年）158頁、

159頁参照。 

48 復函・函と司法解釈について、最高人民法院の「交通事故による従業員の死亡救済に関す

る質疑応答（原語：関于職工因交通事故死亡撫恤問題的復函）」（1962年 12月 24日）、最高人

民法院の「交通事故の救済問題に関する回答（原語：関于交通肇事撫恤問題的批復）」（1963

年 4月 28日）、最高人民法院弁公庁・公安部弁公庁の「交通事故の補償と救済に関する質疑応

答（原語：関于交通肇事的補償和撫恤問題的函）」（1965年 5月 26日）である。内容の紹介と

解説として、宇田川幸則「中国における精神損害に対する金銭賠償をめぐる法と実務(一)」北

法 47巻 4号（1996年）90頁、91頁、105頁注（72）を参照。ちなみに、司法解釈とは、最高
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償義務者は、補償費を支払わなければならないとされていたが、その具体的な項目と算定

方法については、法律上の規定がなかった49。 

 (2) 責任の鑑定 

 当時、交通事故が発生した後の責任の認定、行政処罰、刑事事件への移行などは、すべ

て行政機関が取り扱うものとされていた。行政機関は、事故発生地の現場検証をおこない、

目撃者の証言を収集し、当事者の陳述を聞き取り、各種の鑑定および実験をおこなうこと

で、交通事故の責任の所在を鑑定した。 

 具体的な責任の認定方法については、文化大革命以前は、責任の大きさに従って経済補

償額（損害賠償額）を判断していたとされる50。これに対し、1980 年代以降は、前述のよ

うに、自動車の数が増えるとともに、自動車による交通事故の件数も増加した51。また、

計画経済を基礎とする社会構造維持されていたものの、個人は単位または集団制度から次

第に解放され、権利、義務、責任などの意識が強くなってきた。そのため、個人またはそ

の所属単位に負わせる損害賠償をいかにして規範化・具体化するかが急務となった52。そ

こで、北京市公安局交通処事故課を中心に、「以責論処」（責任によって処理する）という

理念が提案され、各地方に普及した53。「以責論処」とは、交通規則に違反した個人の情

状およびその引き起こされた結果の大小から、当該個人が事故で負うべき責任を行政機関

が判断し、鑑定した責任の大きさに「比例」して、個人に刑事罰、行政処罰または損害賠

 

司法機関（最高人民法院と最高人民検察院を含む）が法律上与えられた職権にもとづいて、

法令の具体的な適用について、作り出す司法上の効力を有する解釈である。また、最高人民

法院の復函・函とは、最高人民法院が下級人民法院（主に高級人民法院）の提出した個別事

案に対する疑問への質疑応答である。司法解釈と違い、個別事案に対して指導的な意義を有

しているが、司法上普遍的な適用性がない。 

49 実務上、各地の地方政府に具体的な算定基準を制定する権限が委ねられていた。 

50 前掲注（45）公安部弁公庁の「質疑応答（原語：函）」参照。しかし、その判断基準を知

り得るような資料を得ていない。 

51 1975年には、交通事故の件数は約 9万件、1976年から 10万件を越え、約 10万件、1977

年約 11万件、1978年約 11万件、1979年約 12万件であった。80年代に入ると、交通事故の件

数はさらに増加し、1985年には 1975年から倍増した。それぞれの数値は以下のとおりであ

る。1980年約 11万件、1981年約 11万件、1982年約 10万件、1983年約 11万件、1984年約 12

万件、1985年約 20万件、1986年約 30件であった。以上のデータは、公安部交通管理局編

『全国道路交通事故統計資料集』（群衆出版社、1994年）4頁による。 

52 傅以諾＝王立輝「此責任任非彼責任」道路交通管理第 3期（2004年）33頁。 

53 高万云「『道路交通安全法』実施后交通事故処理模式評析」江蘇警官学院学報第 19巻第 3

期（2004年 5月）167頁。 
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償を負わせるという考え方である54。当時においては、交通事故の責任を鑑定によって全

部責任、主要責任、同等責任、次要責任、一定責任、無責任と 6段階の責任に分けるのが

一般的であった55。なお、ここで注意すべきことは、行政機関の責任鑑定においては、交

通規則違反の有無が判断の基準となっており、交通規則違反がない場合には、損害の事実

があっても加害者は損害賠償責任を負わないとされたことである。 

 以責論拠という理論は、当時の行政機関による処理の裁量を制限するものであり、また、

交通事故死亡者数の減少にも役立った。さらに、後述する「道路交通事故処理弁法」や現

在の交通事故損害賠償請求訴訟制度の内容にも大きな影響を与えた56。 

 (3) 交通事故損害賠償請求訴訟について 

 前述のように、交通事故損害賠償請求訴訟の提起の可否については、以上３つの行政規

章には明文規定が存在しなかったため、私人は損害賠償訴訟を提起することができるか否

かという問題が生じた。この問題について、文化大革命以前に、最高人民法院は交通事故

に関する復函・函と司法解釈57をいくつか出していた。それらの復函・函と司法解釈によ

れば、裁判所は、私人の提起した損害賠償請求訴訟を受理していたことがわかる。もっと

も、この場合の裁判所における審理は、法律上の根拠を欠くものであったため、法律に基

づいて裁判がおこなわれるのではなく、慣習や国家および共産党の政策に基づいて裁判が

おこなわれていたと言われている58。その後、文化大革命の時期には、司法機関が実質的

に廃止されたため、裁判所による損害賠償の紛争の解決もまた、同様に停止される状態と

なっていたと思われる。 

一方、改革開放後は、当事者が交通事故により損害賠償訴訟を起こしても、裁判所は、

「民事訴訟法（試行）」の 84 条59に基づき、行政機関が受理すべき紛争であることを理由

 

54 沈陽軍区軍事法院・前掲注（47）132頁参照。。 

55 広東省の「道路交通事故処理暫行条例」（1983年）、遼寧省の「道路交通事故処理暫行規

定」（1984年）は 6つの責任に区別される。公安部、交通部が共同して公布した「道路交通事

故処理規定」（征求意見稿）も同様である。沈陽軍区軍事法院・前掲注（47）188頁参照。 

56 傅以諾＝王立輝・前掲注（52）33頁参照。「道路交通事故処理弁法」は、1991年 9月 22

日に国務院により公布され、1992年 1日 1日から施行された。 

57 司法解釈等について、前掲注（46）、前掲注（48）参照。 

58 楊立新『道路交通事故責任研究』（法律出版社、2009年）7頁、于敏「論機動車損害賠償

責任」私法第 1期（2006年）204頁。ただし、実状を知るべき資料は乏しく、当時の受理状況

や裁判の実態は不明である。 

59 「民事訴訟法（試行）」は、1982年 3月 8日に全国人民代表大会常務委員会により公布さ
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に、事件を受理しないこととされた60。以上から明らかなように、この時期（とくに文化

大革命以降）の交通事故の損害賠償に関する紛争は、主に行政機関による処理に委ねられ

ていた61。 

 (4) 調停と裁決 

 当時、善後処理の重要な内容として、「経済補償」と呼ばれた手続は、主に損害賠償の

処理をするものであった62。すなわち、行政機関は、交通事故の調査を経て、事故の状況

と原因を調査し、責任の鑑定をした上で、調停の手続をおこなっていた。1980 年代以前

における調停の内容と手続は、資料の欠如のため確認できないが、1980 年代以降は、当

事者間の和解が否定され、行政機関が職権により自発的に調停をおこなっていたことがわ

かる63。調停は、会議の形式で行われた。行政機関の担当者は、当事者に事故の状況、原

因と責任を説明し、当事者間の合意を得た上で、調停書を作成する。調停書の記載内容に

は、事故の経過と状況、原因と責任の所在、損害およびその結果、善後処理の意見などが

含まれる。行政機関は、それぞれについて記入した上で、当該文書を当事者に交付する。

当事者間の合意が得られない場合には、行政機関は、裁決で経済補償を命ずることができ

る。当事者は裁決に不服がある場合、裁決書を受け取った後に上級管理機関に不服申立て

を行うことができる。 

 しかし、以上の行政機関による調停書や裁決の効力に関しては、法律上の根拠が存在し

なかったため、当事者が損害賠償義務を任意に履行しない場合に強制執行できるか否かと

いう問題が生じた。実務では、行政機関が強制執行の権限を有していなかったために、当

事者が義務を任意で履行しない場合には実効的な手段に欠ける事案が多かったようである。

 

れ、1982年 10月 1日から施行された。同法 84条１項は、治安管理処罰条例に違反する事件

については、公安機関に解決の申請をすることを原告に告知すると定め、２項は、その他の

行政機関に受理すべき争いについては、関連行政機関に解決の申請をすることを原告に告知

すると定めた。 

60 中華人民共和国公安部交通管理局・前掲注（44）239頁。 

61 楊立新・前掲注（58）7頁、于敏・前掲注（58）204頁、梁慧星「関于道路交通事故賠償

法的制定」法学研究 2期（1991年）37頁参照。 

62 善後処理とは、交通事故により起こされた死傷、物的損害などの経済損失に対して、交通

事故の処理に権限を有する行政機関は、誰か責任を負うべきか、その損失への経済補償がど

れぐらいかかるかなどの内容を裁決する手続である。李兵＝邵良節編著『交通事故的処理与

予防』（寧夏人民出版社、1985年）98頁参照。 

63 黒龍江省交通局監理処・前掲注（42）60頁。 
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そのため、公安機関の名誉が損なわれ、社会の安定に悪影響を生じたと言われている64。 

  

3 小括 

 ここまで、「暫行規則」失効後の交通事故紛争の処理について概観した。この時期の行

政規章の規定には、国の政策に追随する傾向があったり、内容が簡略すぎたり、交通事故

損害賠償請求訴訟の提起について言及がされていなかったりといった複数の問題が存在し

た。さらに、実務では、交通事故による損害賠償の紛争は、司法機関によって解決される

のではなく、交通事故処理の一環として、主に行政機関および行政手段による解決が図ら

れていた。こうした状況は、1987年に民法通則が施行されるまで続いた。 

 

（三） 「民法通則」の施行から「道路交通事故処理弁法」の施行まで（1987年 1月か

ら 1991年 12月まで） 

 

1 「民法通則」とその内容 

1987年の「民法通則」の施行により、同法 123条を実体法上の根拠として、私人は、交

通事故を理由とする損害賠償請求訴訟を提起することができるようになった。すなわち、

民法通則 123 条は、「高所、高圧の状態の下で、または燃焼しやすい物、爆発しやすい物、

劇毒、放射性物質、高速運輸用具などを使用して、周囲の環境に高度な危険を与える作業

に従事することにより、他人に損害を与えた場合、民事責任を負わなければならない。た

だし、当該損害が被害者の故意によって引き起こされたことが証明されれば、加害者は民

事責任を負わない」と規定した。自動車が、同条にいう「高速運輸用具」にあたるかどう

かについては、意見の対立があったが、多数説は、自動車を高速運輸用具として認めてお

り、この見解がほぼ定着している65。なお、民法通則 123 条は、無過失責任原則を採用し

たものと解されていた66。 

民法通則は、責任主体について明確な規定を設けていない。一方、損害賠償の内容につ

いては、民法通則 119条により、医療費、休業補償費、身障者の生活補助費、葬儀費、死

 

64 中華人民共和国公安部交通管理局・前掲注（44）239頁。 

65 民法通則の草案には、自動車に関する規定が設けられたが、公布された民法通則では削除

されている。公布後の学説上の対立につき、岳衛・前掲注（10）182頁以下、野村＝段匡・前

掲注（10）38頁以下参照。 

66 楊立新「我国道路交通事故責任帰責原則研究」法学第 10期（2008年）110頁参照。 
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亡者が生前に扶養していた者が必要とする生活費などが含まれるとされていた。 

 

2 「道路交通管理条例」67の公布 

第二節において前述した３つの行政規章は、1987 年以降、国務院の命令、行政法規、

行政法規解釈により随時失効することとなった68。その後、交通規則の規定は、1988 年に

国務院が公布した「道路交通管理条例」に準ずることになった。同条例には、交通規則の

違反に関する行政処罰が規定されたが、交通事故に関する規定は別に制定するものとされ

た。 

 

3 手続の構想 

 このように、民法通則 123条を根拠として、裁判所は交通事故に関する損害賠償請求訴

訟の審判権を有すると解されるようになった69。しかし、実務上は、依然として公安機関

に責任の鑑定権限、調停または損害賠償を命じる権限が認められていたため、公安機関の

処理と裁判所の審判の関係について、どのように取り扱うべきかという問題が生じた。そ

こで、交通事故紛争の処理について、司法機関の判断に委ねるか、または、従来の慣習を

維持したまま、行政機関の処理のみに委ねるかが議論された。 

当時の議論においては、公安機関の作成した調停書と裁決書に対して、当事者は訴訟を

提起する権利があるとする見解があった。また、公安機関は行政処罰権限のみを有し、損

害賠償の問題は裁判所による解決に委ねるとする見解もあった。しかし、前者の見解に対

しては、当事者の提起した訴訟が民事訴訟であるか行政訴訟であるかという問題があり、

また、公安機関の訴訟上の地位をどのように解すべきかについても問題があった70。他方、

 

67 「道路交通管理条例」は、1988年 3月 9日に国務院により公布され、1988年 8月 1日か

ら施行された。また、2004年５月１日に「道路交通安全法実施条例」の施行により、失効さ

れた。 

68 「公路交通規則」は 1987年国務院（国発 1987＜2＞号文件）により廃止された。また、

「都市交通規則」は、1988年 3月 9日「道路交通管理条例」の施行により、無効となった。

さらに、「都市と公路交通管理規則（試行）」は 1987年に公安部の行政法規解釈により失効さ

れた。1988年 7月 4日、公安部の「『中華人民共和国道路交通管理条例』の若干条項に関する

解釈（原語：関于『中華人民共和国道路交通管理条例』若干条款的解釈）」を参照。 

69 梁慧星・前掲注（61）37頁参照。 

70 梁慧星「関于中国道路交通事故賠償的法律制度」安徽大学学報（哲学社会科学版）第 6期

（1995年）45頁参照。 
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後者の見解についても、従来の実務上の運用を無視するものであり、すべての交通事故損

害賠償事件が裁判所の負担になると、既に負担過重にある裁判所が機能停止に陥るおそれ

があると批判された71。 

 一方、前述した強制執行に関する問題について、解決不能を痛感していた公安機関から

は、従来の調停制度を批判した上で、民事訴訟と行政訴訟（いわゆる司法判断）を否定し、

行政裁決のみで損害賠償を処理すべきであるという考え方が提案された72。この考え方に

よれば、損害賠償の処理に関しては、調停による解決は否定され、公安機関の裁決によっ

てのみ解決されることとなる。そして、公安機関は、強制執行通知書により、被害者に金

銭を引き渡すことを、損害賠償義務者である単位の取引銀行に命ずることができる。損害

賠償義務者が単位に所属しない場合には、公安機関は、「治安管理処罰条例」に基づき、

当該義務者の自動車などを差し押えるものとされた。 

 たしかに、このような考え方は、強制執行による問題の解決に有意義ではある。しかし、

民法通則などの民事私法が施行されたことにより、権利、義務、民事責任などの概念が明

確となり、損害賠償責任の法的性質が民事責任であることが確立された。さらに、社会シ

ステムの急激な変化に伴い、社会が複雑化し、個人の権利意識も高揚した。こうした社会

状況に照らせば、公安機関が従来の慣習を維持し、さらに行政権の強化により裁決を強行

するとする本提案は、妥当ではないと思われる。 

 

（四） 「道路交通事故処理弁法」施行以降（1992年 1月から 2004年 4月まで） 

 

1 「道路交通事故処理弁法」の公布 

 1992 年 1 月に、「道路交通事故処理弁法」（以下、「弁法」という）が国務院により施行

された。弁法は、従前の道路交通事故紛争の処理経験を総結し、事故原因の調査、責任の

認定、賠償項目、処罰、紛争解決などについて詳細に規定したものであり、行政法規では

あるものの、あたかも日本の自賠法、民法、刑法、道交法を寄せ集めた交通事故について

の総合法規の感がある73。さらに、弁法は、中華人民共和国が成立して以来、はじめて

「道路交通事故」を定義し、その紛争解決手続を具体的に規定した行政法規であり、中国

 

71 梁慧星・前掲注（70）45頁参照。 

72 中華人民共和国公安部交通管理局・前掲注（44）238頁以下参照。 

73 粟津・前掲注（10）185頁。弁法公布の詳細については、前掲注（56）を参照。 
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における交通事故紛争の処理の歴史において、重要な位置を占めるものである。 

 弁法の目的は、従来の行政規章と同様に、道路交通管理を強化し、交通秩序を維持する

とともに、交通の安全と円滑化を図り、現代的な社会主義構築のニーズに応えることにあ

る（同法 1 条）。ここから、改革開放初期においては、従来の法制思想が維持され、社会

管理を重視し、社会の安定性を維持することに重点が置かれていたことが窺われる。 

 

 2 実体法上の変化 

 (1) 帰責原則上の論争 

 弁法には、加害者が責任を負う場合についての一般的な帰責原則に関する規定は置かれ

なかったが、弁法の立案者である国務院法政局政法司および公安部交通管理局が作成した

注釈書では、過失責任の原則が適用されると説明されていた74。さらに、弁法 44 条75にお

いては、「自動車と非自動車ないし歩行者の間に交通事故が発生し、死亡または重傷を負

った場合、自動車側は、過失がなくても、10％の経済損失を支払わなければならない」と

定められていたため、原則として、過失責任の原則が採られているが、例外的に、無過失

責任原則が採用されていると解した裁判例もあった76。しかし、弁法が過失責任原則を採

用したと解する見解に対しては、民法通則の規定する無過失責任原則と抵触するとして批

判する見解も見られた77。 

 (2) 責任主体と損害賠償の範囲 

 責任主体について、弁法には、日本のような「運行供用者」の概念は存在しないが、弁

法の 31条においては、「交通事故責任者」を原則的な責任主体するものと規定されている。

すなわち、「交通事故責任者は、交通事故による損害に対して賠償責任を負わなければな

らない。損害賠償責任を負う自動車運転手に一時的に賠償能力がない場合、その運転手の

所属する単位または自動車の所有者が立て替える責任を負う。ただし、自動車の運転手が

 

74 国務院法政局政法司＝公安部交通管理局『道路交通事故処理弁法釈義』（中国政法大学出

版社、1991年）54頁、梁慧星・前掲注（70）43頁参照。 

75 弁法 44条 自動車と非自動車、歩行者の間に交通事故が発生し、死亡または重傷を負っ

た場合、自動車側は、過失がなくても、10％の経済損失を支払わなければならないとされた。

ただし、10％で計算した賠償額が交通事故発生地の 10ヶ月の平均生活費用を超えた場合、10

ヶ月の平均生活費を基準とする。 

76 楊秀清主編『交通事故損害賠償』（人民法院出版社、2000年）73頁、83頁。 

77 梁慧星・前掲注（70）43頁参照。 
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執務中に交通事故を起こした場合は、その運転手の所属単位または自動車の所有者が賠償

責任を負う。運転手の所属単位または自動車の所有者は、損害を賠償した後、運転手に一

部または全部の費用を求償することができる」と定めている。このような規定は、従来の

実務の運用を維持したものであると思われる。また、実務上、最高人民法院が作成した２

つの司法解釈と復函においては、①事故車両が盗難車であった場合、②事故車両が転々譲

渡されたが移転登記がなされていない場合、③所有権留保付き自動車割賦販売で買主が自

己の名義で貨物輸送業をして事故を起こした場合に関して、責任主体が明確に規定されて

いる78。いずれの司法解釈と復函においても、運行支配と運行利益（いわゆる二元説）と

いう理論が採用されていた79。 

 一方、損害賠償の範囲について、弁法の 37 条は、民法通則の規定よりも賠償の範囲を

拡充した。具体的には、医療費、休業補償費、入院食事補助費、看護費、身障者生活補助

費、身障者用具費、死亡補償費、被扶養者の生活費、交通費、宿泊費および直接的な財産

損害が賠償範囲に含まれるとする。その後、「民事権利侵害による精神的損害賠償責任の

確定に係る若干の問題に関する解釈」80と「人身損害賠償事件の審理における法律適用に

係る若干の問題に関する解釈」81の公布により、精神的な損害（すなわち慰謝料）につい

ても賠償が認められることとされ、さらに、整形費、栄養費、機能回復訓練費、機能回復

訓練介護費、後続治療費などの項目が設けられるとともに、各項目の算定基準も見直され、

 

78 最高人民法院の「盗難車が交通事故を起こした際、誰が損害賠償責任を負うかについての

回答（原語：関于被盗机動車肇事后由誰承担損賠賠償責任的批復）」（1999年 6月 18日）、最

高人民法院の「所有権留保付き自動車割賦販売で買主が自己の名義で貨物運送業をして事故

を起こした場合、売主は賠償責任を負わないことについての回答（原語：関于購買人使用分

期付款購買的車輌从事運輸因交通事故造成他人財産損失保留車輌所有権的出売方不應承担民

事責任的批復）」（2000年 11月 21日）、最高人民法院の「車輌が転々譲渡されたが移転登記が

なされていない場合は、もとの自動車所有者は交通事故について賠償責任を負うかについて

の質疑応答（原語：関于連環購車未辨理過戸手続原車主是否対机動車発生交通事故致人損害

賠償責任的復函）」（2001年 12月 31日）参照。 

79 関昇英主編『道路交通事故賠償糾紛』（法律出版社、2016年）132頁参照。 

80 「関于確定民事侵権精神損害賠償責任若干問題的解釈」(原語)は、最高人民法院により

2001年 3月 8日に公布され、2001年 3月 10日に施行された。また、2020年に民法典の施行に

伴う改正が行われ、2022年 1月 1日から施行された。 

81 「関于審理人身損害賠償案件適用法律若干問題的解釈」（原語）は、最高人民法院により

2003年 12月 26日に公布され、2004年 5月 1日から施行された。また、2020年に民法典の施

行に伴う改正が行われ、2022年 5月 1日から施行された。 
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損害賠償額は大幅に増額された。 

 

 3 手続法上の変化 

 (1) 交通事故責任と交通事故責任認定書の確立 

 弁法 35条には、「交通事故責任者は、交通事故責任に相応の損害賠償責任を負わなけれ

ばならない」（いわゆる「以責論処」である）との規定が置かれていた。前述した弁法の

注釈書によれば、ここにいう「交通事故責任」とは、司法機関による判断ではなく、行政

機関によって、交通事故の処理中に形成された判断であるとされる82。すなわち、公安機

関が、交通事故の原因を究明した後、道路交通管理の法規と規章に従い、当事者の行為が

規則に違反するものであるか（交通事故責任を負うべきかどうか）、責任の割合（過失割

合）はどのようなものかについて判断した結果、「認定」される責任をいう。同書では、

従来の「鑑定」から「認定」への変更理由について、次のように論じられている。すなわ

ち、鑑定の対象は具体的な物質であるが、認定の対象は具体的な物質と抽象的な関係であ

る。交通事故責任は抽象的な責任であり、交通事故と当事者間の関係性を反映する概念で

あるため、ここでは認定という言葉が使われるとされる83。このような説明によれば、い

わゆる交通事故責任は、実際上公安機関の交通事故責任と過失相殺に対する判断であるこ

とがわかる。さらに、交通事故責任は、全部責任、主要責任、同等責任、次要責任に分か

れている。 

 なお、交通事故責任認定書という制度も確立された。交通事故責任認定書とは、交通事

故発生後、公安機関が作成する文書のことで、交通事故責任の認定、因果関係84、損害賠

償に関する内容が記載され、加害者と被害者の間に拘束力が生じるとされる。認定書では、

民事・刑事を問わず、その事故における全体としての責任（いわゆる「交通事故責任」）

が判定されるため、認定書における記載は、交通事故の当事者が負うべき刑事責任、行政

責任、民事責任と密接な関連を有する85。そのため、訴訟実務で損害賠償責任の有無を判

 

82 国務院法政局政法司＝公安部交通管理局・前掲注（74）28頁参照。 

83 国務院法政局政法司＝公安部交通管理局・前掲注（74）28頁、29頁参照。 

84 当時、大多数の交通事故では、交通事故の当事者の交通安全法規違反行為と公安機関の認

定に際して、事故当事者の交通安全法規違反行為が交通事故の直接原因であるかどうかをま

ず認定し、それに基づいて責任を課すことが一般的であった。野村＝于敏・前掲注（10）310

頁参照。 

85 野村＝于敏・前掲注（10）310頁参照。 
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断する際には、「交通事故責任認定書」が重要な役割を果たした。 

しかし、この認定書の性質については、弁法には明確な規定がなく、条文の注釈書にお

いても言及がなかった。この点、一方で、1992 年に公布された最高人民法院と公安部の

「交通事故事件の処理に関する諸問題の通知」86には、「交通事故の被害者が損害賠償請

求のために民事訴訟を提起した場合であって、裁判所が審理の結果、公安機関が認定した

責任や後遺症障害等級を不当と認めるときは、これを採用せず、裁判所は、みずからが審

理して認定した事実を証拠とするものとする」との説明があった。この説明は、交通事故

責任認定書は証拠として取り扱われることを前提とするものであった。他方で、前述のと

おり、弁法 35条においては、「交通事故責任」を認定する機関は公安機関であるとされて

いたため、裁判所は、責任の認定判断および損害賠償額の算定を、公安機関が作成した交

通事故責任認定書に基づいておこなうとする解釈が導かれた。 

実務では、後者の弁法 35 条の解釈にしたがった運用が通例となり、認定書に著しい誤

りがない限り、認定書の内容と判決の結果にほぼ相違はないとの指摘もされるほどであっ

た87。したがって、行政機関が作成した認定書は、事実上、民事訴訟においても強い拘束

力を有するものとされた。しかし、交通事故責任認定書においては、刑事責任、民事責任、

行政責任の区別が明確ではなかった。規則違反から交通事故責任を判断するという解釈は、

損害賠償の面からみると、被害者の保護には妥当ではない。むしろ社会安定性の維持のた

めの仕組みであった。 

 (2) 裁決の否定 

 弁法の立法段階では、公安機関による調停ではなく裁決によって、交通事故による損害

賠償を処理すべきだとする意見が存在したようであるが、「当事者が調停内容を履行しな

いという状況下においては、損害賠償の性質が民事紛争に属することから、公安機関が裁

決を強行することは適切ではない」とされた88。「道路交通事故処理弁法」の公布により、

事実上、裁決による紛争解決の可能性は全面的に否定された。 

(3) 民事訴訟の提起と調停前置制度の確立 

 一方、弁法では、民事訴訟の提起に関する規定が明文化された。弁法 34 条によれば、

 

86 「関于処理道路交通事故案件有関問題的通知」（原語）は、最高人民法院、公安部より

1992年 12月 1日に公布・施行された。また、2013年 1月 18日に失効された。 

87 野村＝段匡・前掲注（10）43頁。 

88 国務院法政局政法司＝公安部交通管理局・前掲注（74）51頁参照。 
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調停合意が得られない場合、または調停書が発効した後、当事者の一方が義務を履行しな

い場合、民事訴訟を提起することができる。同規定は、前述した「暫行規定」とほぼ同じ

内容であり、当事者の民事訴訟を提起することができる場合を制約したものと見られる。

この点、民法通則が制定前の制度と比べると、損害賠償責任の判断を司法機関に委ねると

したのは、たしかに一歩前進である。しかし、前述のように、調停書や裁決書に定められ

た義務が不履行の場合、行政機関は強制執行をすることができないという問題があったた

めに、行政機関と司法機関との間の妥協の産物として、司法機関に委ねることにしたもの

であって、必ずしも被害者の権利の保護を目的としたものではなかった。 

 さらに、公安機関の裁決を否定する一方で、弁法は、公安機関による調停制度を維持し

た。また、従来の慣習と同様に、調停は当事者の合意によるのではなく、公安機関の職権

により開始するものとされた。さらに、前述した「交通事故事件の処理に関する諸問題の

通知」によれば、道路交通事故に起因して損害賠償請求訴訟を提起しようとする当事者は、

訴状とは別に、公安局の作成した調停書・調停不成立書、または、事故がどちらの当事者

の違反によって発生したものではない旨の顛末書を提出しなければならなかった（いわゆ

る行政調停前置制度）。当該制度について、実務は調停前置を肯定するものであったが、

反対する声もしばしばあった。調停前置を肯定する理由は、弁法 30 条に「当事者と関係

者を集めて損害賠償を調停しなければならない」との規定があり、公安機関が専門知識を

有し、紛争の迅速な解決による訴訟経済に資するとするものであった89、また、前述した

弁法の注釈書の説明によれば、調停前置は、従来の交通事故処理の慣習と裁判所の案件受

理能力の現状によるとされた90。一方、反対する理由は、当該制度が民事訴訟法の基本的

精神（訴訟を提起する権利）に反して当事者の権利保護を害すること、また、適時・迅速

な紛争解決にとっても不利益であることであった91。 

  

4 小括 

 ここまで、弁法制定後の実体法上の規定と手続法上の規定の変更について説明してきた。

 

89 周強「道路交通事件致人身損害賠償案件的審理」法学第 8期（1994年）32頁。 

90 国務院法政局政法司＝公安部交通管理局・前掲注（74）51頁、52頁参照。 

91 呂玉宝「公安机関調解不應作為交通事故賠償訴訟的前置程序」人民司法 8期（1998年）

50頁、劉道清＝周振義＝別志勇「『道路交通事故処理弁法』不應作為法院立案的前置条件」人

大建設 6期（1998年）26頁参照。 
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この時期における最も顕著な変化は、従来の行政権による損害賠償紛争の処理から司法機

関の判断へと変わってきたことである。また、行政機関の手続にも具体的な規定が設けら

れたことにより、従来の裁量性が部分的に克服され、処理の規範化もある程度は進んだ。

ただし、弁法は、新しい制度の設立よりも、従来の経験の総括と確立に重きを置くもので

あり、従来の運用上の問題を修正したにとどまっている。行政法規である弁法は、公法と

私法を区別せず、公法の性質を有する規範と私法の性質を有する規範を合わせて規定する

という従来の伝統92を維持しており、交通事故紛争の処理を行政権に委ねる傾向について

は、実質的な変化はなかった。 

 

（五） 「道路交通安全法」93施行以降（2004年 5月から現在） 

 

 1 「道路交通安全法」など法律の施行 

 以上のような行政化した制度は、被害者保護や裁判所の裁量権の観点からみて問題があ

ると考えられ、2004 年には、「道路交通安全法」（以下、「道交法」という）およびそ

の実施細則である「道路交通安全法実施条例」94が施行された。弁法とは異なり、道交法

の目的には、人身の安全、市民、法人およびその他の組織の財産ならびにその他の法益の

保護が含まれる（同法 1条）。 

 また、2010 年には、「侵権責任法」95（日本の不法行為法に相当する）が公布された。

同法の目的は、民事主体の適法な権益を保護し、権利侵害責任を明確にし、権利侵害行為

を予防し、かつ、制裁し、社会の和諧・安定を促進することである（同法 1 条）。同法は、

自動車交通事故の損害賠償責任に関する実体法上の規定を設けており、第 6 章では、5 つ

の事故類型について、責任主体の範囲を具体的に定めている96。また、同法は、懲罰的損

害賠償制度を導入する（47 条）ほか、権利が侵害された場合の救済方法を幅広く規定

 

92 梁慧星・前掲注（70）46頁参照。 

93 公布、改正の詳細については、前掲注 14）を参照。 

94 「道路交通安全法実施条例」は、国務院により 2004年 4月 30日に公布され、2004年 5月

1日から施行された。その後、2017年 10月 7日に国務院の「行政法規の一部改正に関する決

定（原語：関於修改部分行政法規的決定）」により改正された。 

95 「侵権責任法」（原語）は、2010年 7月 1日から施行され、2021年 1月 1日「民法典」の

施行により、失効された。 

96 5つの類型の詳細については、第四章第二節を参照。 



 31 

（同法 15条）し、精神的損害賠償を明記（同法 22条）するなど、個人の権利をこれまで

以上に厚く保護している。 

 さらに、2012 年には、「道路交通事故損害賠償事件の審理にあたって適用される法律に

関する若干の問題の解釈」（以下、「交通事故損害賠償司法解釈」という）97が施行された。

同司法解釈においては、責任主体の範囲および損害賠償の範囲に関する実体法上の問題と、

訴訟手続に関する訴訟法上の問題の両方について、従来よりも明確な判断基準が設けられ

た。 

 その後、2021 年 1 月 1 日に「民法典」98が施行された。同法の第 7 編侵権責任（不法行

為）は、従来の侵権責任法に当たる部分である。そして、1208 条から 1217 条までは、自

動車交通事故損害賠償責任に関する規定である。侵権責任法の規定と比べると、民法典に

は、窃盗者、強取者又は強奪者と自動車の使用者が同一人物でない場合、窃盗者、強取者

又は強奪者と使用者が責任主体として損害賠償責任を負う（1215 条）という内容が新し

く定められた。そして、2012年の交通事故損害賠償司法解釈に規定された責任主体の 2条

と 3条の内容が明文化された。さらに、好意同乗者の損害について、自動車の使用者に故

意または重大な過失がある場合を除き、その責任を軽減することがはじめて規定された。 

 

2 実体法上の変化 

 (1) 帰責原則 

 前述のように、この時期において、交通事故に起因する損害賠償責任を定めた実体法上

の規定として、道交法と侵権責任法、民法典が存在する。もっとも、侵権責任法の第 6章

では、「自動車による交通事故で損害が発生した場合、道路交通安全法の関連規定に基づ

き、賠償責任を負う」（48 条）と規定されており、民法典では「自動車により交通事故が

発生し、損害をもたらした場合は、道路交通安全法および本法の関連規定に従い賠償責任

を負う」（1208 条）と定められているため、交通事故における民事損害賠償責任を定めた

主要な規定は、道交法76条99となっている。2007年以前の道交法の帰責原則は、自動車間

で交通事故が発生した場合は過失責任原則を採用し、自動車と非自動車または歩行者との

間に交通事故が発生した場合は無過失責任原則を採用するものであった。その後、2007

 

97 公布、改正の詳細については、前掲注（16）を参照。 

98 公布、施行の詳細については、前掲注（15）を参照。 

99 道交法 76条の詳細については、第三章第四節を参照。。 
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年に改正された道交法においては、前者については過失責任を維持する一方、後者につい

ては主に過失推定原則と 10％以内の無過失責任原則100を採用した。また、条文の文言が

「責任」から「賠償責任」に変更され、自動車と非自動車または歩行者との間の交通事故

に関しては過失相殺の規定も置かれた。上述の帰責原則は、多元的帰責原則と言われるも

のであり、日本法とは異なる中国に固有の原則である。 

 (2) 責任主体と賠償範囲 

 道交法では、責任主体に関して、はじめて「一方の自動車側」（原語：機動車一方）と

いう法律用語が使われた。しかし、当該用語によって定められる責任主体の範囲について

は、法令・学説上明確な定義が存在しない。こうしたなか、中国では、法令や司法解釈に

個別的な規定を置くことで、責任主体の範囲を特定してきた。すなわち、侵権責任法は、

交通事故に基づく損害賠償責任を負うべき場合として、5 類型を規定し、「交通事故損害

賠償司法解釈」は、13類型（2020年の改正により 10類型に変更した）を明らかにした。

また、民法典には、８類型の責任主体を規定した。 

しかし、このように個別に規定する方法では、全ての「一方の自動車側」を包含するこ

とは到底できない。交通事故が多発する現代社会においては、様々な新しい事情が発生す

るから、それを事前にすべて予測することは不可能である。そのため、法令・司法解釈に

規定が存在しないケースにおいて、裁判所がどのような基準で判断するかが問題になる。

前述のように、中国では、原則として自動車の運行支配と運行利益を享有する者に賠償責

任を負わせる見解（いわゆる二元説）を採用してきた。立法者の示した解釈においても、

二元説を基準としつつ、具体的な事例ごとに、交通事故の責任主体を確定するものとされ

ている101。具体的には、車両の所有者または管理者がこれに当たり、その態様として、借

用、譲渡、貸与など他人所有の車両を使用して事故を発生させた場合がある102。 

 なお、賠償範囲について、「交通事故損害賠償司法解釈」によれば、交通事故によって

発生した損害には、人的損害と財産的損害が含まれる。人的損害とは、自動車による交通

 

100 10％以内の無過失責任原則とは、一方の自動車側に過失がない場合、自動車の運転者が

10％以内の損害賠償額を負うべきとする帰責原則である。 

101  全国人大常委会法制工作委員会民法室編「『中華人民共和国侵権責任法』条文説明、立

法理由及相関規定」（北京大学出版社、2010年）207頁参照。 

102 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（7）13頁参照。当該内容の詳しい説明は、粟

津・前掲注（10）593頁注 3参照。 
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事故が発生した場合に、被害者の生命や身体などの人身上の利益に生じた損害をいい、侵

権責任法 16条103と 22条104、さらにのちに施行された民法典 1179条105と 1183条１項106が規

定する各種の損害を含む。他方、財産的損害とは、自動車による交通事故が発生した場合

に、被害者の財産上の利益に生じた損害をいう107。 

  

3 手続上の変化 

 (1) 交通事故責任認定書から交通事故認定書へ 

 前述した「交通事故責任認定書」は、「交通事故認定書」に名称が変更され、証拠とし

て取り扱うことが道交法に明記された。しかし、交通事故認定書の性質について、具体的

行政行為に該当するか否か、また、認定書の判断の是正を求めて行政訴訟を提起できるか

否かという議論があった。実務の対応は分かれており、当事者が行政訴訟を提起した場合

に、これを受理した裁判所もあれば、受理しなかった裁判所もあった。こうしたなか、法

律を全国的に統一して適用するため、全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会は、

「交通事故責任認定行為が具体的な行政行為であるか、また行政訴訟の受理範囲に属する

かに関する意見」（2005 年）108を発表した。同意見においては、「道路交通安全法 73 条

に基づく交通公安管理機関の作成した交通事故認定書は、交通事故事件を解決するための

証拠として取り扱う。したがって、交通事故責任認定は具体的な行政行為ではなく、これ

 

103 16条 他人を侵害して人身傷害を生じさせた場合には、医療費、看護費、交通費等の治

療およびリハビリのために支出する合理的な費用ならびに休業により減少した収入を賠償し

なければならない。後遺障害が生じた場合は、更に後遺障害生活補助具費用および後遺障害

賠償金を賠償しなければならない。死亡させた場合には、更に葬式費用および死亡賠償金を

賠償しなければならない。 

104 22条 他人の人身権益を侵害し、他人に重大な精神的損害を生じさせた場合には、被権

利侵害者は、精神的損害賠償を請求することができる。 

105 1179条 他人を侵害して人身損害をもたらした場合は、医療費、看護費、交通費、栄養

費、入院食事補助費等の治療およびリハビリテーションのために支出した合理的な費用なら

びに休業により減少した収入を賠償しなければならない。後遺障害が生じた場合は、更に補

助用具費用および後遺障害賠償金を賠償しなければならない。死亡した場合は、更に葬祭費

および死亡賠償金を賠償しなければならない。 

106 1183条１項 自然人の人身的権利利益を侵害して重大な精神的損害をもたらした場合

は、被侵害者は、精神的損害賠償を請求する権利を有する。 

107 交通事故損害賠償司法解釈 11条２項参照。 

108 「全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会関於交通事故責任認定行為是否属于具体行

政行為、可否納入行政訴訟受案範囲的意見」（原語）法工弁复字〔2005〕1号。 
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をもって裁判所に行政訴訟を提起することができない。交通事故認定書に関連する民事賠

償に不服がある当事者は、裁判所に民事訴訟を提起することができる」と定められた。す

なわち、全人代は、交通事故認定書は単なる証拠にすぎず、認定書における行政機関の判

断を争うために行政訴訟を提起することはできないことを明らかにした。しかし、当該意

見には、法的拘束力が認められないため、実務は依然として混乱している状況にある109。 

 (2) 調停前置制度の廃止と紛争の自己解決 

道交法の施行と同時に、行政調停前置制度も事実上廃止された110。その理由は、調停は

当事者の合意による手続であり、公安機関の職権による手続ではないからである111。立法

者は、行政調停制度を当事者の合意による紛争解決方式の一つと位置付け、行政機関の職

権を排除したのであった。 

 さらに、人身傷害を伴わない交通事故が発生した場合であり、かつ、当事者双方に、事

実と事故の原因にほとんど争いがないような事案においては、物的財産損害の回復は、相

手方との直接交渉によっておこなわれるものとされた112。交渉後、双方が紛争解決の合意

に至ったときは、道路交通事故損害賠償協議書を作成し、これに署名することによって解

決される。このことは、当事者間に争いのない事件については、当事者に訴訟外和解の権

限が与えられたことを意味する。従来の調停前置制度の下では、当事者間に争いのない事

件についても訴訟外和解の権限がなく、そのために交通事故処理の効率を阻害する大きな

要因となっていたが、そうした問題が克服されることになった113。 

 ここまで、道交法が施行後、実体法と手続法上の変化を詳しく説明してきた。この時期

における最も顕著な特徴は、立法の目的として、被害者保護と紛争解決の効率性が強調さ

れたことである。また、「道交法」、「侵権責任法」、「民法典」、司法解釈の公布により、帰

責原則、責任主体、賠償範囲などの規定が設けられ、交通事故損害賠償請求訴訟の審理に

 

109 余凌雲「道路交通事故責任認定研究」法学研究第 6期（2016年）131頁。 

110 当時、「交通事故事件の処理に関する諸問題の通知」はまだ有効であり、2013年、最高

人民法院の「1980年 1月 1日から 1997年 6月 30日まで公布した一部の司法解釈および司法

解釈性質文書(第 9組)の廃止に関する決定」により失効した。しかし、「道交法」の規定によ

り、事故当事者は公安機関に調停の申立てをすることができるほか、直接に訴訟を提起する

こともできるため、実際上調停前置制度が廃止された。 

111 郎勝主編『中華人民共和国道路交通安全法釈義』（法律出版社、2003年）166頁参照。 

112 道交法 70条参照。 

113 郎勝・前掲注（111）158頁参照。 
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法律上の根拠が与えられることとなった。さらに、従来型の行政権への依存傾向も、法律

の整備に伴って低下することになった。なお、調停前置制度の廃止と紛争の自主的解決手

段の確立は、当事者の私的自治を重視するものでもある。 

 

（六） 小括 

  

ここまで、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の変遷を紹介してきたが、最後

に、その変遷の傾向を整理しておきたい。 

 まず、各時期の立法の目的を着目すると、中国では、従来の紛争解決の目的は、社会の

安定性を維持することにあるとされた。この目的は、道交法が施行されるまで、重要な位

置を占めていた。しかし、改革開放後、経済発展とともに、法律制度が次第に整備された

中国社会では、国民の権利意識が高揚し、社会の安定性よりも被害者保護に対する要求が

強まった。そこで、道交法などの現在の法律、司法解釈においては、被害者保護、さらに、

その保護の効率性が重視するようになっている。  

 次に、交通事故損害賠償請求訴訟制度の変容を着目すると、従来の交通事故損害賠償の

処理においては、行政権への依存傾向が強かったことがわかる。すなわち、「暫行規則」

が失効した後は、交通事故紛争を解決する権限は事実上行政権によって独占されていた。

こうしたなか、民法通則の施行を契機として、司法機関が交通事故損害賠償の処理の権限

を有するようになり、さらに弁法の制定により、行政権の裁量権は大きく制限されること

となった。現行制度の下では、行政権の影響力はさらに低下する一方、裁判官の裁量を拡

大する方向へ進んでいる。 

 さらに、当事者の紛争解決手段という視点からすれば、従来は行政機関の職権に従わな

ければならなかったが、制度の変容に伴い、今日では、民事訴訟の提起の保障、訴訟外和

解権限の付与などの法律規定の充実により、当事者の私的自治および処分権が、従来と比

べて保障されるようになっている。 

 

第三節 本章の総括 

 

 本章では、歴史的観点から、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の変容を概観

した。中国では、経済の急速な発展とは裏腹に、交通事故損害賠償請求訴訟制度に関する
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法整備は遅れていることがわかる。かつては、交通事故における損害賠償の紛争は、行政

機関により処理されていたが、1987 年の民法通則の制定により交通事故損害賠償請求訴

訟が提起できるようになった。その後、今日に至るまでの間に、様々な交通事故損害賠償

請求訴訟に関する行政法規、法律、司法解釈が公布されており、被害者の保護と紛争解決

の効率性がより一層重視されるようになってきている。 

しかし、現行の中国の交通事故損害賠償請求訴訟制度には、旧制度の影響が依然として

強く残っている。そのため、社会の安定性を重視する傾向が強い一方で、被害者保護の見

地はないがしろにされている面がある。さらに、理論的な研究も不十分であり、交通事故

損害賠償請求訴訟の円滑な運営の妨げとなっている。今後は、被害者の救済および紛争解

決の効率性という現在の立法理念を基本的に維持しつつ、日本の諸制度を参考にしながら

理論的な研究を進め、中国の交通事故損害賠償請求訴訟制度の改革にあたって適切な方策

を論じていく必要があると考える。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 37 

第三章 中国の交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任 

 

第一節 はじめに 

 

（一） 問題意識 

 

 現代の民事裁判において、証明責任は非常に重要な理論である。訴訟の最終段階に至っ

てもある事実が真偽不明（ノンリケット）になった場合、裁判官は裁判を拒絶することが

できないため、証明責任はそれに対処するための手段である114。 

また、裁判官の認識能力に限界があると認めた場合、証明責任の問題は必ず生じうる115。

その意味で、証明責任の本質は結果責任である。さらに、証明責任は実体法と訴訟法の接

点をなす中間領域を構成していると理解されている116。 

中国では、証明責任に対する研究も民事訴訟法上重要な課題の一つである。しかし、証

明責任に対する理解および呼び方は時代とともに変化してきた。従前、証拠提出責任とし

て認められた証明責任は挙証責任とも呼ばれたが、その後、司法解釈117により、行為責任

（証拠提出責任）と結果責任（客観的証明責任）が統合され、挙証責任または挙証証明責

任と呼ばれるようになった。また、この挙証責任または挙証証明責任をめぐり、抽象的な

理論を中心に議論が行われたが、近年、民訴法学界と司法実務は結果責任と法律要件分類

説（規範説）に対して一層重視されるようになってきたと見える。 

ところが、このような変化は具体的な訴訟類型にどのような影響を与えたか、また実体

法を基礎とした証明責任が裁判規範として公正適切であるかなどの問題に対して、中国の

民事訴訟法学者たちはそれほど関心を持っていない。特に、交通事故損害賠償請求訴訟118

と証明責任の問題に関する研究は中国国内ではほとんどなされていない。管見の限り、日

 

114 三木浩一ほか『民事訴訟法（第 4版）』（有斐閣、2023年）266頁〔三木浩一〕。 

115 ローゼンベルク（倉田卓次訳）『証明責任論』5頁（判例タイムズ社、1972年）、中野貞

一郎ほか『新民事訴訟法講義（第 3版）』（有斐閣、2018年）395頁〔青山善充〕。 

116 小林秀之「証明責任の意義と分配（上）」判タ 39巻 16号(1988年)4頁。 

117 中国では、法律の規定が簡潔しすぎるという問題があり、実務上法条文の適用を指導す

るため、最高人民法院は大量な司法解釈が制定し、公布した。司法解釈の定義について、前

掲注（48）を参照。 

118 交通事故損害賠償請求訴訟について、物的損害と人的損害に関する損害賠償訴訟はある

が、本章では、特別な説明がない場合、人的損害を研究の対象とされる。 
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本では、この分野に触れている論文は見当たらない。したがって、本章では、この研究の

空白を埋めるため、中国の交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任と題して、研究し

たい。また、本研究は具体的な訴訟類型である交通事故損害賠償請求訴訟の観点から中国

の証明責任を研究することで、手続運営の面から中国の民事訴訟法に対する課題を詳細に

捉えることができると期待している。 

 

（二） 本章の構成 

 

中国の交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任を分析するためには、証明責任の内

容を説明する必要がある。本章では、まず、中国における証明責任に対する理解を深める

ため、日本法における証明責任の内容を概観する。その上で、日中両国の違いを説明し、

立法、司法解釈、学説という３つの側面から中国における証明責任の現状を分析する。そ

して、証明責任の内容を理解した上で、日中両国における交通事故損害賠償請求訴訟の証

明責任に関する具体的な内容を説明し、日本法を参照しながら、中国法上の問題点を指摘

する。 

 

第二節 日本における証明責任について 

 

まず、日本における証明責任の内容を概観したい。これは、中国における証明責任に対

する理解を深め、両国の証明責任に対する理解を比較するためである。 

日本法において、証明責任は裁判に必要不可欠な概念である。しかし、民訴法では、証

明責任やその分配を正面から定めた規定がない119。 

また、歴史上、証明責任は行為責任であり、当事者が事実を証明すべきものであると解

された時期があった120が、現在では、「ある事実が真偽不明（ノン・リケット〔non 

 

119 三木ほか・前掲注（114）266頁〔三木〕。 

120 三木ほか・前掲注（114）266頁〔三木〕参照。また、1980年代から、客観的証明責任を

否定し、証明責任が行為責任でなければならない見解が提唱されてきたが、学説上多くの疑

問があるため、証明責任の本質が結果責任であるという見解に揺らぎは生じない。行為責任

の議論について、詳細にについては、佐上善和「立証責任の意義と機能」井上治典ほか『こ

れからの民事訴訟法』（日本評論社、1984年）139頁以下、松本博之「証明責任の意義と作

用」伊藤眞＝山本和彦編『新・法律学の争点シリーズ 4 民事訴訟法の争点』（有斐閣、2009
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liquet〕ともいう）の時に、その事実の存在または不存在が仮定されて裁判がなされるこ

とにより当事者の一方が被る危険ないし不利益」121と定義され、証明責任の機能は主に審

理を終結した後の判決段階に果す122と理解されているため、証明責任の本質は結果責任で

あり、客観的証明責任とも呼ばれている123。このように、結果責任である証明責任は、機

能としてその所在が事前に定まっているので、当事者にとって事前に予測することが可能

できる。なお、弁論主義のもとで証明責任の対象となる事実は主要事実124に限り、特定の

事実について一方の当事者のみが証明責任を負うものであるとされる。 

さらに、証明責任の分配について、明文の規定がある場合は少ない125が、大多数の場合

においては、明文の規定がない。そのとき、証明責任を分配する基準は何であるかについ

て、学説を正確に分類することは難しい状況にあるという指摘がある126。しかし、考え方

 

年）180頁以下などを参照。 

121 高橋宏志『重点講義民事訴訟法上（第 2版補訂版）』（有斐閣、2013年）518頁。 

122 小林・前掲注（116）4頁。 

123 証明責任の理解について、法規不適用説と証明責任規範説はある。法規不適用説は、ド

イツのローゼンベルクにより提唱された学説であるが、「証明責任の問題では、真でないこと

は偽であることと同義、つまり法規の適用を排斥するからである」と説明された。本説によ

り、ある事実が真偽不明な場合において、その事実を要件とする法規が適用できないことに

なるので、証明責任は真偽不明により生じる不利益であり、当事者がその証明責任を負うこ

とになるとされる。一方、実体法規はその法律効果の要件に該当する事実が証明された場合

にのみ適用されるという理解を前提とした前者の考え方を批判した上で、証明責任規範説

は、実体法規は法律要件に該当する事実の証明ではなく、法律要件の存否それ自体に法律効

果を結びつけていると解される。そのため、実体法規範とは別に証明責任規範が存在し、こ

の証明責任規範が法規の適用または不適用を指示するものであるとする。両説に対して、そ

れは説明の問題に過ぎないと評価され、証明責任規範を論ずる意義は希薄であると言われ

る。新堂幸司『新民事訴訟法（第 6版）』（弘文堂、2019年）604頁参照、三木ほか・前掲注

（114）266頁〔三木〕参照。 

124 ここの主要事実について、それは要件事実であるか、要件事実と区別しているかについ

て、見解が分かれている。中野貞一郎は二つの見解と別れた。一つ目は要件事実が（法律で

定められた）権利の発生・障害・消滅などの法律行為を生ずるための法律要件を構成する事

実であり、主要事実は（訴訟で出てくる）各要件事実に該当する具体的事実であると解され

ている。また、二つ目の見解は、主要事実が要件事実そのものである。後者は司法研修所な

どがとっている見解である。中野貞一郎「（特別講義）要件事実の主張責任と証明責任」法教

282号（2004年）34頁。 

125 明文の規定について、民法 117条 1項、自動車損害賠償保障法 3条但書き、製造物責任

法 4条などが例として挙げられる。 

126 宇野聡「証明責任の分配」伊藤＝山本・前掲注（120）184頁。 
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として、主に３つにまとめることができると考える。それぞれは、法律要件分類説、利益

衡量説、修正法律要件分類説である。 

法律要件分類説は、実体法上の法規を分類することにより、実体法規の相互の論理的関

係に基づき自己に有利な規定をそれぞれ当事者に負担させる考え方である。本説により、

実体法規は主に、①権利根拠規定、②権利障害規定、③権利消滅規定、④権利阻止規定に

分類することができる（ここの権利は法律効果を指している）。したがって、ある権利を

主張する者は、①の法律要件に相当する「権利根拠事実」の証明責任を負う。そして、そ

の相手方は②③④の法律要件に相当する「権利障害事実」、「権利消滅事実」、「権利阻止事

実」の証明責任を負うと理解されている。また、法律要件分類説には、規範説とよばれる

考え方があり、各個の法条の表現形式を特別に重視する見解である。例えば、本文と但し

書きとかき分けていると時は、但し書きに相当する事実は、その本文に書かれた法律効果

の発生を争う側が証明責任を負うとされる127。ただし、日本における法律要件説が規範説

を受け入れながらも、訴訟追行上の当事者の公平・紛争の迅速な解決、政策等の実質的考

慮をしながら規範説と結果として同じようなことを説いたという特色があると言われてい

る128。 

そして、利益衡量説は、具体的な事案に応じて、当事者間の公平の観点から、証拠との

距離、立証の難易、事実の蓋然性という基準で証明責任の分配を判断すべきであるとする

129。このような考え方は、立法者が常に証明責任の所在を考慮しながら法律をつくるとは

いえないし、法律要件分類説による証明責任の分配は実際上不都合が生じる場合があると

いうような批判を前提に提唱された。しかし、法律要件分類説と比べると、上記の分配基

準は裁判官の裁量に委ね、判断の基準は事案ごとに変更することがあるため、当事者にと

 

127 本説はドイツのローゼンベルクにより提唱された説である。詳細にについては、ローゼ

ンベルク（倉田訳）・前掲注（115）98頁以下。 

128 竜奇喜助『証明責任論――訴訟理論と市民』（有斐閣、1987年）169頁参照、高橋・前掲

注（121）541頁参照。 

129 高橋宏志は、石田説と新堂説の見解をまとめて利益考量説と説明した。しかし、伊藤滋

夫により、「現在の新堂説の見解は、かなりの程度に修正法律要件説でいわれる考え方を取り

入れており、石田説とはかなり趣を異にする」と論じ、「現在はあまり有力であるとは言えな

い」と説明した。伊藤滋夫『要件事実の基礎（新版）』（有斐閣、2015年）265頁以下。高橋宏

志の説明について、詳細にについては、高橋・前掲注（121）546頁以下を参照。石田説につ

いて、石田穣『民法と民事訴訟法の交錯』（東京大学出版会、1979年）48頁以下を参照。新堂

説について、新堂・前掲注（123）612頁以下を参照。 
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って事前に予測することが不可能であるという問題点があると考えられる。 

さらに、修正法律要件分類説は、利益衡量説の批判を受け、基本的に法律要件分類説に

従うが、実際上不都合が生じる場合、実質な考慮を入れて部分的に修正するという考え方

である。しかし、上述したように、日本法上の法律要件分類説が規範説と違い、実質的考

慮を排除しないという特色があるという点を考えると、この修正法律要件分類説と法律要

件分類説は「単なる言葉の問題にすぎない」という指摘130を支持すべきである。実務上は、

法律要件分類説ないし修正法律要件分類説を前提にした、「要件事実」論が確立している

状況にある。 

最後に、証明責任に関連する概念には、「証明責任の転換」がある。証明責任の転換は、

一般的な証明責任の分配に従うと不公平が生じる場合、反対事実について相手方に証明責

任を負わせることである。自動車損害賠償保障法（以下「自賠法」という）の 3条はその

典型的な例である。証明責任の転換は、立法により証明責任を分配する法技術であるが、

それは本来の証明責任の分配と同様の立法政策の問題である131。 

 

第三節 中国における証明責任について132 

 

（一） 日本法との違い 

 

 前章では、日本における証明責任の内容を概観した。次に、中国における証明責任を説

明したい。ただし、それを論じる前に、日本法との違いを明らかにする必要があると考え

る。 

まず、中国法上、証明責任に関連する規定は立法・司法解釈に基づいて正面から明文化

される傾向がある。 

 

130 三木ほか・前掲注（114）274頁〔三木〕。 

131 新堂・前掲注（123）617頁 3参照。 

132 中国における証明責任の研究する先行研究について、馬愛萍「中国民事訴訟法における

証明責任について（1）〜2・完）」立教大学大学院法学研究 27号（2001年）1頁以下、28号

（2001年）1頁以下、馬愛萍「中国における証明責任の意義と分配−―日本との比較研究を中

心として−―」立教大学大学院法学研究 29号（2002年）1頁以下、白迎春『中国民事訴訟にお

ける「挙証責任」』（早稲田大学出版部、2012年）、田川「中国の民事訴訟法における証明責任

の問題点」一法 10巻第 1号（2011年 3月）265頁以下などがある。 
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そして、日本法では、結果責任こそが証明責任の本質であるという認識に基づいて、証

明責任論（証明責任への理解と証明責任の分配などを含む）が展開されている。しかし、

それとは違い、後述する中国法の現況から分かるように、中国では、証明責任に対する理

解について、実務にも、学説にも、主に証明責任は行為責任であるか、結果責任であるか、

あるいは両者の結合であるかをめぐり議論されている。 

このような影響を受け、証明責任分配の問題は非常に曖昧なものとなり、上記の議論に

従属する形となっている。そのため、日本では多くの見解や議論があるのとは対照的に、

中国では証明責任の分配について活発な議論が行われていないとみえる。 

 

（二） 歴史の展開 

 

歴史からみると、1949 年に中華人民共和国が成立した後、長い間、イデオロギーと政

治的な原因により、証明責任は民事訴訟法研究のタブーとなっていた133。1982年の民事訴

訟法（試行）134が公布された後、証明責任は研究課題として中国の民事訴訟法学者と実務

家の関心を集めた135。本法 56 条 1 項には、「当事者が自己の提出した主張に対して、証拠

を提出する責任がある」と規定された。それは、証拠提出責任（学説では、一般的に「挙

証責任」と呼ばれるが、下記の 2001 年の司法解釈に規定されていた「挙証責任」と区別

するため、以下「証拠提出責任」という）であり、当事者双方が証拠提出責任を負うべき

であると理解された136。ただし、当事者が証拠を提出しなくても、なんの不利益も生じず

137、「当事者に主張・立証を強制する法的手段が予定されていなかった」138。一方、本条 2

項では、人民法院の職権により証拠収集権限は広く認められた。その結果、実務では、客

観的真実139を重視しすぎるため、「法院は当事者に証拠を提出するように要求しているが、

自ら証拠調査と収集の方を重視し、案件にかかわる大多数の証拠材料は法院が調査し、収

 

133 李浩『民事証明責任研究』（法律出版社、2003年）14頁。 

134 施行と廃止の詳細については、前掲注（59）を参照。 

135 陳剛『証明責任法研究』（中国人民大学出版社、2000年）57頁。 

136 法学教材編輯部『民事訴訟法教程』編写組『民事訴訟法教程』（法律出版社、1983年）

213頁以下〔石宝山〕。 

137 石宝山＝郭学貢『民事訴訟法』（吉林大学出版社、1985年）152頁以下〔石宝山〕。 

138 王亜新『中国民事裁判研究』（日本評論社、1995年）17頁。 

139 王亜新・前掲注（138）18頁。 
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集している」という現象が生じた140。この現象は、「挙証責任の倒錯」と呼ばれている141。 

その後、改革開放により社会環境の変化などに伴い、人民法院の負担を軽減するため、

中国では職権主義から当事者主義に転換しようとした民事裁判改革が行われた142。証明責

任問題は、改革の一環として、重要な役割を果たした143。その結果、人民法院の証拠収集

権限は大幅に制限され、当事者の証拠提出責任が前面に押し出されることになった。この

ような背景のもとで、証明責任は証拠提出責任（挙証責任）として従前より一層強く認識

された。 

以上のような状況を踏まえて、下記では、従来と対比しながら、証明責任に関する現行

民事訴訟法、司法解釈と学説の現状を論じたい。 

 

（三） 現行民事訴訟法の規定 

 

現行の民事訴訟法は、1991年に制定されて以降、５回の法改正が行われた144。最も近い

のは、2023 年の法改正である。しかし、これらの法改正において、証明責任に関連する

内容は変更されず、現行法の 67 条 1 項に規定されたままである。本項には、民事訴訟法

（試行）56 条 1 項の規定と全く同じような文言が使われており、「当事者が自己の提出し

た主張に対して、証拠を提出する責任がある」と定められている。そして、それが「主張

 

140 江偉＝李浩＝王強義『中国法学全集 5・中国民事訴訟法の理論と実際』（成文堂、1997

年）93頁。 

141 江偉＝李浩＝王強義・前掲注（140）89頁以下。 

142 この点について、白迎春はその背景と改革の内容を詳細に論じた。白迎春・前掲注

（132）34頁以下を参照。 

143 王亜新・前掲注（138）20頁。 

144 5回の法改正は、2007年改正、2012年改正、2017年改正、2021年改正、2023年改正で

ある。2007年改正案には全部 19箇条があり、執行手続の変更、破産手続の削除などに関する

内容である。また、2012年改正案には全部 60箇条があり、誠実信用原則（日本民訴法上の信

義則に相当する原則）、電子データ、訴訟上の調解（日本法上の「訴訟上の和解」に相当する

制度）などの改正が注目を浴びた。また、2017年改正案には一箇条しかなく、検察機関に公

益訴訟（日本法上の公害訴訟に近い訴訟類型である）の提起する権限を与えたものである。

2021年改正案には 16箇条があり、主に簡易訴訟手続、少額訴訟手続、送達手続について法改

正が行われた。さらに、2023年改正案には 26箇条があり、第 4編の「渉外民事訴訟手続に関

する特別規定」を中心に、調整が行われた。また、2023年改正案は、2024年 1月 1日に発効

することを主席令第 11号で公示した。 
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すべき者が挙証すべきである」（原語：誰主張、誰挙証）と理解されている145。また、立

法の趣旨からみると、これは行為責任としての証明責任であり、証拠提出責任と解釈され

る146。なお、上述した通り、民事訴訟法（試行）の規定において、当事者が証拠を提出し

なくても、なんの不利益も生じないと理解されているが、本項の規定においては、当事者

は自分の主張に対して挙証されなかったときは、不利な結果を負うべきであると解されて

いる147。ただし、このような規定は、行為としての意義の証明責任にすぎず、結果として

の意義の証明責任、真偽不明の場合の裁判基準を提示するものではないと指摘されている

148。 

一方、「主張すべき者が挙証すべきである」は証明責任の分配基準でもあると理解され

ている149。この基準により、原告、被告は自らの提出した主張に対して、証拠を提出しな

ければならない150。しかし、このような分配基準は、客観的であり明確でなければならな

いが、本法が公布された後、その不明確さから実務上裁判の混乱が生じた151。さらに、一

部の学者からは、当事者の「主張」とは一体何を指しているかが不明確であり、実務への

指導には有意義ではないなどと強く批判を受けた152。 

 

145 陳剛・前掲注（135）228頁以下。また、「誰主張、誰挙証」という表現はわかりやすく

リズムに富んでいるため、スローガンとして中国社会に大きな影響を与えている。一般の人

でも、このスローガンをよく知っている。 

146 立法当時、行為責任だけではなく、結果責任も法律上規定しなければならないという主

張もあったが、結局結果責任ついて立法に至らなかった。常怡主編『民事訴訟法学』（中国政

法大学出版社、1994年）165頁以下〔常怡〕。 

147 柴発邦ほか『中国民事訴訟法学』（中国人民公安大学出版社、1992年）331頁。常怡・前

掲注（146）165頁以下〔常怡〕。 

148 吉村＝上田・前掲注（21）244頁〔小嶋明美〕。 

149 柴発邦ほか・前掲注（147）331頁。袁中華「証明責任分配的一般原則及其適用――『民

事訴訟法』司法解釈第 91条之述評」法律適用第 8期（2015年）47頁。 

150 柴発邦ほか・前掲注（147）331頁。 

151 実務上、当事者の「主張」は不明確（王宝発編著の資料には「真偽不明」という言葉は

使われているが、筆者の理解では、ここの「真偽不明」は「主張」の不明確であると解する

方が適切である）である場合、各人民法院の対応は必ず統一されていなかった。裁判せず

に、調停（原語：調解、日本法上の「訴訟上の和解」と類似する制度）により解決すること

もあり、訴訟を中止することもあった。また公平原則を用いて裁判することもあった。王宝

発編著『最高人民法院関於民事訴訟証拠的若干規定釈義』（法律出版社、2002年）14頁。 

152 陳剛・前掲注（135）229頁。また、「基準としては漠然としており、同一の事項につい

て、一方が肯定する事実を主張し、他方が否定する事実を主張する場合には判断することが

できない。」という指摘もあった。吉村＝上田・前掲注（21）244頁〔小嶋明美〕。 
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後述するように、司法解釈（実務）と学界における証明責任に対する認識は深化してい

るが、現在本条の規定は据え置かれたままの状態となっており、今後本項は改正される可

能性が高いといえよう153。 

 

（四） 最高人民法院の司法解釈について 

 

最高人民法院の公布した司法解釈の中に、証明責任に最も関連するものは、「民事経済

審判方式改革問題に関する若干規定」154、「民事訴訟証拠に関する若干規定」155（以下

「証拠規定」という）と「『中華人民共和国民事訴訟法』の適用に関する解釈」156（以下

「民訴法司法解釈」という）がある。「民事経済審判方式改革問題に関する若干規定」の

3 条は結果責任を明文化した規定であると位置づけられる157が、本司法解釈の適用範囲は

民事経済事件に限られているため、全ての民事事件に適用できないという制限があり、学

界と実務から重視されていなかった。したがって、最も重要な証明責任に関連する司法解

釈は、「証拠規定」と「民訴法司法解釈」である。この二つの司法解釈の説明を通じて、

中国の司法実務の証明責任に対する理解の変化を窺うことができる。以下では、司法解釈

の内容を概観する。 

 

１ 2001年の証拠規定 

現行の「証拠規定」は 2019 年に修正された司法解釈である。しかし、2001 年の「証拠

規定」が長い間司法実務に多大な影響を与え、後述する 2015 年の民訴法司法解釈も一部

これを引き継いでいるため、本章では、まず 2001年の証拠規定を説明する。 

最高人民法院は、人民法院が公正かつ効率的な民事事件の審理を指導するため、実務経

 

153 陳剛は本項の内容を削除すべきであると主張している。陳剛・前掲注（135）232頁。 

154 「関於民事経済審判方式改革問題的若干規定」(原語)は、最高人民法院により 1998年 7

年 6日から施行され、2019年 7月 20日に廃止された。 

155 「関於民事訴訟証拠的若干規定」(原語)は、最高人民法院により 2001年 12月 6月に公

布され、2002年 4月 1日から施行された。また、2019年 10月 14日に改正され、2020年 5月

1日から施行された。 

156 「関於適用『中華人民共和国民事訴訟法』的解釈」（原語）は、最高人民法院により

2015年 2月 4日から施行された。また、2020年改正と 2022年改正を経て、最新の司法解釈は

2022年に 4月 10日から施行された。 

157 王宝発・前掲注（151）13頁。 
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験をまとめ、2001 年に証拠規定を制定した。証拠規定には、全部 83 条の条文があるが、

証明責任に関連する規定は、2条から 7条までである。 

2 条 1 項に「当事者は、自己の主張の根拠となる事実を証明するため、または相手方の

主張の根拠となる事実に反論するために、証拠を提出する責任を負う」という行為責任が

規定されていた。また、2 項に「証拠がない、または証拠が当事者の主張を証明するに足

りない時は、挙証責任を負う当事者が不利な結果を負う」という結果責任が定められてい

た。ここで注意しなればならないのは、民事訴訟法の規定と違い、本条は「挙証責任」と

いう用語を明文化した規定である。そして、この挙証責任は行為責任（原語：行為意義上

の挙証責任）と結果責任（原語：結果意義上の挙証責任）の二重的な意義を有すると司法

解釈の立案者が説明した158。ここの行為責任は、主観的証明責任、形式上の挙証責任とも

理解され、従来の「主張すべき者が挙証すべきである」の強調であり、当事者の間に転換

する挙証責任であると解されている159。一方、結果責任について、一方の当事者が主張し

た事実が存否不明の場合において、それはどちら側の当事者が不利な結果を負担すべきか

を定める内容であり、その事実が真偽不明であることを条件とした規定であると説明され

ている160。ただし、挙証責任の分配について、立案者は法律要件分類説の基本的な観点を

参考にしたと説明しつつ、挙証責任分配の一般的な基準が 2条 1項に規定されている行為

責任であると明言した161。 

また、3 条に当事者の全面、正確、誠実な挙証を確保するため、人民法院に説明義務が

つけられたほか、客観的な原因により自ら証拠を収集できない場合、当事者は人民法院に

より証拠収集の申し込みをすることができると定められた。さらに、4 条（不法行為訴訟

（原語：侵権訴訟））、5条（契約訴訟）、6条（労働訴訟）について、３つの訴訟類型にお

ける証明責任の分配を個別的においている。5 条の契約訴訟に関する規定について、法律

要件分類説が適用されたものであると評価されている162。 

 

158 最高人民法院民事審判第一廷『民事訴訟証拠司法解釈的理解与適用』（中国法制出版社、

2002年）15頁。 

159 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（158）15頁以下。 

160 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（158）17頁以下。 

161 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（158）23頁以下。 

162 王亜新「民事訴訟中的挙証責任」証拠科学第 22巻第 1期（2014年）122頁。また、証拠

規定 5条の内容は、下記の通りである。 

 5条 契約紛争事件においては、契約関係の整地つと効力の発生を主張する当事者は、契約
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最後に、7 条には、「法律に具体的な規定がない場合、司法解釈によっても証明責任の

所在を確定できない場合、人民法院は公平の原則と信義誠実の原則に基づき、当事者の挙

証能力などの要素を総合して挙証責任を確定することができる」とされているため、人民

法院に挙証責任を分配する権限を与えた根拠となった。 

民事訴訟法の規定と比較すると、2001 年の証拠規定は明らかに結果責任を明示してい

ることがわかる。また、司法実務においても、法律要件分類説について一定の認識が得ら

れていると理解することができる。しかし、挙証責任の分配基準が行為責任に基づいてい

ることからわかるように、司法解釈の立案者は依然として、証拠提出責任（行為責任）を

重視して理解していることを指摘しなければならない。また、このような理解の問題点は、

挙証責任の分配が依然として曖昧であり、結果責任が行為責任に劣後してしまうことであ

る。人民法院は、単に当事者に証拠の提出を求め、もし当事者が証拠を提出できない場合、

人民法院は 4条、5条、6条に定める具体的な分配基準に加えて、7条の規定に従って衡平

の観点から挙証責任を分配することができる。その結果、結果責任としての挙証責任は実

質的には対応する役割を担っていない。本司法解釈の制定時期は 21 世紀初頭にあり、当

時の中国における実体法体系はまだ健全ではなかったため、最高人民法院は 7条を定めた

のは明らかに時代の特徴を帯びていると考えられる163。しかし、公正原則などの適用は裁

判官の裁量に委ねられることであるため、相当な制限がなければ、一定の恣意性を伴う恐

れがある。実務においては、裁判官は判決書に本司法解釈の 7条を直接に引用し、公平原

則などを適用して総合的に判断することがよく見られる。そのため、証明責任の理論は形

骸化し、7 条の規定が裁判官の判断を「正当化」するものとなってしまったと言っても過

言ではない。この問題は、「証明責任を負わされた者は、必ず敗訴する」（原語：証明責任

之所在、敗訴之所在）とまで言われている164。 

 

の締結と効力の発生の事実について挙証責任を負う；契約関係の変更・解除・終了・取消し

を主張する当事者は、契約関係の変動を生じさせた事実について挙証責任を追う。 

 契約の履行について争いが生じたときは、履行義務を負う当事者が挙証責任を負う。 

 代理権について争いが生じたときは、代理権を有するうと主張する当事者が挙証責任を負

う。 

163 民法を例にすると、2001年証拠規定が公布された時点で、物権法（2007年）と不法行為

法（原語：侵権責任法、2010年）はまだ制定されていなかった。 

164 翁曉斌＝鄭雲波「『民法典』編纂背景下的証明責任分配規範配置」浙江社会科学第 11期

（2019年）38頁注釈①。 
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そこで、このような問題を解決するために、最高人民法院は結果責任とその分配基準の

客観化をより重視することが必要であると意識してきた。2015 年の民事訴訟法司法解釈

はこのようなニーズに基づき、作られたものである。 

 

２ 2015年の民訴法司法解釈 

2015 年に最高人民法院の公布した民訴法司法解釈には、証明責任と証明責任の分配を

明文化した。 

本司法解釈の 90 条165の規定は、基本的に 2001 年の「証拠規定」2 条の規定を踏襲して

おり、行為責任と結果責任の内容が定められている。ただし、従来の「挙証責任」という

用語が使用されず、「挙証証明責任」という用語がはじめて使われるようになった166。立

案者は、この「挙証証明責任」は行為責任と結果責任という二重的な性質を持つことを説

明した上、両者の関係について、行為責任は表面的な現象に過ぎず、結果責任が挙証証明

責任の本質であると強調された167。また、91 条168に挙証証明責任の分配基準が明白に規定

 

165 90条 当事者は、法律に別段の定めがある場合を除き、自己の主張の根拠となる事実を

証明するため、または相手方の主張の根拠となる事実に反論するために、証拠を提出しなけ

ればならない。 

判決が下される前に、当事者が証拠を提出せず、事実上の主張を証明するのに十分な証拠

がない場合、挙証証明責任を負う当事者は不利な結果を負わなければならない。 

166 本司法解釈の立案者は、「挙証証明責任」という用語を使用した理由について、下記のよ

うに説明した。「本条では、挙証責任や証明責任という概念を採用せず、挙証証明責任という

表現を使用したが、その趣旨は次のとおりである。（1）民事訴訟において当事者が証拠を提

出する行為責任を負う。当事者は、訴訟において自己に有利な主張を提出するときは、常に

証拠を提出しなければならない。（2）当事者が証拠を提出する行為責任は、自己の主張の根

拠となる事実、または相手方の主張の根拠となる事実に反論するための事実を中心に展開さ

れるものとする。（3）事実の存否を証明できなければ、当事者は相応の不利な結果を負担し

なければならない。また、具体的な内容では、挙証証明責任は、挙証責任、証明責任の内容

は一致している。」最高人民法院修改後民事訴訟法貫徹実施工作領導小組編著『最高人民法院

民事訴訟法司法解釈理解与適用（上）』（人民法院出版社、2015年）309頁以下。 

167 最高人民法院修改後民事訴訟法貫徹実施工作領導小組・前掲注（166）309頁以下。 

168 91条 人民法院は、法律に別段の定めがある場合を除き、以下の原則に従い挙証証明責

任の負担を確定するものとする。 

(一) 法律関係の存在を主張する当事者は、当該法律関係発生の基本的事実について挙証証

明責任を負わなければならない。 

(二) 法律関係の変更・消滅または権利が妨げられたことを主張する当事者は、法律関係の

変更・消滅または権利の妨げとなる基本的事実について挙証証明責任を負わなければならな
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されている。本条文により、法律に別段の定めがある場合を除き、法律関係発生の基本的

事実を主張する当事者がその証明責任を負い、法律関係の変更、消滅または権利の妨げと

なる基本的事実を主張する当事者がその証明責任を負うとされた。このような規定は、前

述した日本法上の法律要件分類説の考え方とほぼ一致している。さらに、立案者は、「本

条の理論根拠は法律要件分類説における規範説に基づいて規定したものである」169と明言

した。そして、条文に記載されている「基本的な事実」は「要件事実」と同義であり、権

利や法律関係の構成要件が根拠となる事実を指していると説明された170。さらに、挙証証

明責任の分配は法定されているものであり、裁判官は挙証証明責任を配分することはでき

ず、実体法規の適用に従わなければならないと強調された171。 

以上のように、中国の実務では、証明責任に対して相変わらず二重的な性質（行為責任

と結果責任）を有するものであるという理解が維持されている。しかし、2001 年の証拠

規定と比べると、最高人民法院の理解は結果責任と法律要件分類説（規範説）に重点を置

くことがわかるようになる。 

 

３ 2019年証拠規定 

2019 年に新たに改正された証拠規則には、2001 年証拠規定に定められた 3 条を除き、2

条から 7条の規定がすべて削除された。最高人民法院の副院長である江必新が記者会見に

おいて、上記の規定が削除された理由について積極的に答えず、民事訴訟法の司法解釈で

既に規定されているものは原則として本司法解釈に規定しないと簡単に説明した172。 

しかしながら、上記の証拠規定の改正から、以下のように分析することができよう。 

まず、2条の規定は民訴法司法解釈の90条とは用語表現は異なるものの、内容がほぼ一

致しているため、削除する必要があると考えられる。また、民訴法司法解釈の 91 条は挙

証証明責任の分配基準を明白に定めているため、証拠規定の 4条から 7条までの規定が不

要であると思われる。この点から考えると、民訴法司法解釈に規定されている挙証証明責

 

い。 

169 最高人民法院修改後民事訴訟法貫徹実施工作領導小組・前掲注（166）316頁。 

170 最高人民法院修改後民事訴訟法貫徹実施工作領導小組・前掲注（166）316頁以下。 

171 最高人民法院修改後民事訴訟法貫徹実施工作領導小組・前掲注（166）317頁。 

172 江必新「『最高人民法院関于修改「関于民事訴訟証拠的若干規定」的決定』新聞発布

稿」、最高人民法院民事審判第一廷編著『最高人民法院新民事訴訟証拠規定理解与適用

（上）』（人民法院出版社、2020年）64頁。 
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任に対して、司法実務はさらに肯定的な態度をとっていると推測することができる。また、

証拠規定 7条が削除されたため、裁判官が証明責任を分配する権限の根拠がなくなるため、

結果責任と法律要件分類説（規範説）による挙証証明責任の分類基準に重点を置いている

ことが考えられる。今後、中国の実務は、このような理解に導かれることも予想されうる。 

 

４ 小括 

以上では、中国の司法解釈から、司法実務は証明責任に対する理解の変遷を説明した。

2001 年の証拠規定には、結果責任が明確にされながらも、行為責任が中心とされている

ため、その分配基準も曖昧で不明確であった。しかし、2015 年の民訴法司法解釈と証拠

規定の改正からわかるように、実務において、結果責任は従来行為責任の付随という認識

がますます変わってくるし、結果責任ないし法律要件分類説（規範説）に対して、一層重

視するようになったと見える。このような変化は、今後中国の司法実務にどのような影響

を与えるかは、さらに詳細な検討が必要であろう。しかし、少なくとも明らかなのは、今

後司法実務において、実体法および実体法の論理関係がより重視されるようになることで

ある。 

 

（五） 学説について 

 

 前節では、立法と司法解釈から証明責任の現状を説明し、分析した。以下では、学説の

現状を説明したい。 

中国では、長い間、ソ連法の影響をうけていたため、学説上、証明責任は証拠提出責任

と理解された。1980 年代以降、証明責任の問題は徐々に学界の注目を集め、証明責任に

対する研究が多くなってきた。そして、用語について、学説上、行為責任と結果責任を区

別するため、行為責任を指す場合、「挙証責任」と呼ばれ、結果責任を指す場合、「証明責

任」と言われている173。 

中国の学説では、証明責任に対する理解は、主に行為責任説、二重意義説、危険負担説

という３つの説に分けられる。 

行為責任説は、当事者が証拠を提出する責任を負うべきであると主張している。1990

 

173 李浩「民事判決中的挙証責任分配――以『公報』案例為様本的分析」清華法学第 6期

（2008年）25頁注（1）参照。 
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年代の主要な教科書に本説がとられて、当時の通説とは言えよう174。しかし、行為責任説

の問題点は、当事者の証拠提出義務を強調する一方で、事実の真偽不明な場合について想

定していない点である。 

また、二重意義説は李浩によりはじめて提唱された学説である175。李浩により、証明責

任は行為責任と結果責任という二重の意義がある。行為責任とは、当事者が主張した事実

に対して証拠提出責任である。そして、結果責任とは、ある事実が真偽不明の状態となっ

た場合、その事実を主張した当事者の負うべき訴訟上の不利益である。また、結果責任と

行為責任の関係について、結果責任は行為責任を負う原因であり、当事者が行為責任に要

求される証拠提出義務を履行する目的は結果責任を回避するためである。しかし、その後、

李浩と違う理解の二重意義説が提唱された176。後者は行為責任の理解は前者と一致してい

るが、行為責任を重視するため、結果責任は当事者が証拠提出しない、あるいは証拠提出

しても証明できない時に、不利益を負うべきものであると主張した177。 

最後に、危険負担説（結果責任説、客観的証明責任説とも言われている）は証明責任が

結果責任であり、ある事実が真偽不明に終わった場合に、当事者の一方が負う敗訴リスク

であると解されている。この説にすれば、証明責任の所在は事前に法律、司法解釈などに

より定まったので、当事者が予測することができるというメリットがあるため、支持すべ

きである。現在では、危険負担説は通説となっているといえよう178。 

一方、証明責任の分配について、学説上多様な論争がなく、一般的に法律要件分類説に

 

174 法学教材編輯部『民事訴訟法教程』編写組・前掲注（136）213頁以下〔石宝山〕、柴発

邦ほか・前掲注（147）331頁、常怡・前掲注（146）165頁以下〔常怡〕参照。 

175 李浩「我国民事訴訟中挙証責任含義新探」西北政法学院学報第 3期（1986年）43頁以

下。 

176 梁書文＝回滬明＝楊栄新主編『民事訴訟法及配套規定新釈新解』（人民法院出版社、1996

年）195頁、王懐安主編『中国「民事訴訟法」講義』（人民法院出版社、1988年）127頁参

照。 

177 陳剛は、前者（李浩）の二重意義説を「証拠提出責任と証明責任を区別する二重意義

説」（原語：提供証拠責任与証明責任相区別的双重含義説）とし、後者を「証拠提出責任一元

論の二重意義説」（原語：提供証拠責任一元論的双重含義説）と定義した。陳剛・前掲注

（135）39頁。 

178 張衛平『民事訴訟法（第 5版）』（法律出版社、2019年）246頁。二元意義説を提唱した

李浩も近年の発表した論文において、危険負担説（客観的証明責任説）が通説であると認め

た。李浩「証明責任的概念――実務与理論的背離」当代法学第 5期（2017年）4頁。 
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支持している179。厳密にいうと、ここの法律要件分類説は規範説を指している。法律要件

分類説は、前章で説明した日本法上の理解とほぼ一致している。すなわち、実体法規をそ

の論理関係に基づき 4つの内容（権利根拠規定、権利障害規定、権利消滅規定、権利阻止

規定）に分類し、それぞれを当事者に分配するものとされる。ただし、日本法と比べると、

中国では、実体法規の整備が遅れているため、学説上、主に抽象的な概念を説明した。 

 

（六） 検討 

 

 以上では、証明責任に対する中国の立法、実務、学説の現状を説明した。上記の内容か

らわかるように、近年、中国では、実務と学説の場合、結果責任と法律要件分類説（規範

説）を重視する傾向がある。その原因について、主に３つがあると考える。 

 

1 外国学説の紹介と翻訳 

 まず、改革開放以降、中国の民訴法研究は海外との交流が活発になり、海外の文献が翻

訳され、中国に紹介された。特に、ドイツと日本の民事訴訟法文献が翻訳され、中国の学

界と実務に影響を与えた180。これらの文献は、結果責任が証明責任の本質であるという認

識に基づく理論を展開した内容である。その影響で、中国の学者や実務家は結果責任に対

する認識がますます深化するようになるといえる。 

 

2 実体法の整備 

 そして、実体法の整備も非常に重要な要素である。中華人民共和国成立後、法律の制定

が遅れ、中国の法整備が進み続けたのは改革開放後である。民法を例にとれば、民法総則、

物権法、侵権責任法などが次々と公布され、すでに実体法制構築の準備は十分に整ってい

た。そして、2020 年民法典の公布により、民法の体系化まで可能になった。このように、

実体法が継続的に整備されていく過程において、実体法規の適用が不可避なこととなる。

 

179 王亜新＝陳杭平＝劉君博『中国民事訴訟法重点講義』（高等教育出版社、2017年）105頁

〔王亜新〕参照。 

180 例えば、高橋宏志の『重点講義民事訴訟法』（訳者は張衛平、許可である）、新堂幸司の

『新民事訴訟法』（訳者は林剣鋒である）、ドイツのローゼンベルクの『証明責任論』（訳者は

荘敬華である）などの書籍は中国語に翻訳されている。 
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前述からわかるように、中国では、行為責任は当事者の証拠提出責任を強調するものであ

るが、実体法規の整備と強い関連性があるとはいえない。しかし、結果責任と法律要件分

類説（規範説）は実体法規の適用に密接な関係があるため、当然ながら結果責任の追及に

つながっていくと思う。 

 

3 実務の需要 

 さらに、前述したように、司法解釈上、一定の時期において裁判所に証明責任の分配権

限を与えたが、厳しい制限がないため、裁判所の裁量の恣意性と判決の不統一という問題

が深刻となっている。こうした実務上の問題を解決するために、学者も実務家も、結果責

任と法律要件分類説（規範説）に一定の期待を持っている。 

しかし、今後結果責任を重視しながら、証明責任の分配は法律要件分類説（規範説）に

依らなければならない場合、もし完全にローゼンベルクの規範説に従う場合、裁判官の実

質的考慮が除外され、法律条文の形式にこだわる必要がある。中国では、近年実体法の整

備が実現したとはいえ、実体法法規の立法者は証明責任の分配を意識して法文を書き分け

ているかどうかというような疑問が起こる。また、中国の実体法規は証明責任の裁判規範

として、公正適切かについて、検討すべきであると考える。したがって、以下では、具体

的な訴訟類型である交通事故損害賠償請求訴訟からこれらの問題を検討したい。 

 

第四節 交通事故損害賠償請求訴訟と証明責任 

 

中国の実体法規において、証明責任を最も明確に定めているのは、不法行為法181に関連

する規定である。その理由は、証明責任の分配を意識しながら立法がされたからと言われ

ている182。また、交通事故損害賠償請求訴訟は不法行為法において、最も重要な訴訟類型

であると言っても過言ではない。以下では、交通事故損害賠償請求訴訟を切口として、中

国では具体的な訴訟類型において、現在の証明責任に対する理解や、それによりどのよう

な問題が起こるかについて論じたい。すなわち本節では、それぞれの要件の詳細な内容を

 

181 中国では、2009年に『侵権責任法』（日本法上の「不法行為法」に相当するもの）が公

布された。そして、民法典の公布により、『侵権責任法』の内容は「侵権責任編」となり、そ

の内容は基本的に一致している。 

182 李浩「『民事訴訟法』修訂中的挙証責任問題」清華法学第 3期（2011年）13頁参照。 
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検討することではなく、当事者の証明責任とその分配を中心に、日本法と比較しながら、

中国における交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任の問題点を指摘したい。なお、

人的損害に対する賠償訴訟を検討対象とし、物的損害と共同不法行為、また不法行為上共

通の当事者間の証明責任については対象としない。 

 

（一） 日本における交通事故損害賠償請求訴訟と証明責任 

 

1 法律規定 

 交通事故が発生した後、日本法上、従前から民法 709 条の一般的不法行為規定や同法

715 条の使用者責任の規定によって交通事故損害賠償紛争を解決してきたが、その後「自

動車損害賠償保障法」（以下「自賠法」という）が制定され、交通事故による人的損害に

関しては、自賠法 3条の運行供用者責任を理由とする損害賠償が多くなされ、純粋に民法

の規定に基づいて請求する場面はそれだけ減少している183。そのため、下記では、自賠法

3条の規定に絞り、説明したい。 

 

2 自賠法 3条による証明責任の所在 

自賠法 3条は「自己のために自動車を運行の用に供する者は、その運行によつて他人の

生命又は身体を害したときは、これによつて生じた損害を賠償する責に任ずる。ただし、

自己および運転者が自動車の運行に関し注意を怠らなかつたこと、被害者又は運転者以外

の第三者に故意又は過失があつたこと並びに自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなか

つたことを証明したときは、この限りでない」と規定している。本条の但書は、被害者保

護を目的に、証明責任の転換により、加害者に重い証明責任を負担させる条文である。 

まず、本条の文言から、①「自己のために自動車を運行の用に供する者」（運行供用者）、

②「その運行によつて」、③「他人の生命又は身体を害したとき」という要件に分けるこ

とができる。これらの要件は権利根拠規定であり、原告（被害者）がその該当する具体的

事実に対して証明責任を負う。また、具体的な事件において、その要件事実は下記のよう

に分類することができる184。すなわち、①「被告は、自己のために本件自動車を運行の用

 

183 藤原弘道＝松山恒昭編『民事要件事実講座（第 4巻）』（青林書院、2007年）321頁参

照。 

184 大江忠『第 4版要件事実民法（6）法定債権』（第一法規、2015年）433以下参照。 
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に供するものであること」、②「本件自動車は運行の用に供されたこと」、③「原告（他人）

の生命または身体が害されたことおよびその損害額」、④ 「②の運行と③の損害発生との

間に因果関係があること」である。 

ここでは、最も問題になるのは「運行供用者」の証明責任である。自賠法には、「運行

供用者」という概念が導入されたが、この「運行供用者」に対して、条文上定義がなく、

解釈によるべきであると考えられる。学説と実務上、一般的に「運行支配」と「運行利益」

という二元的な見解から把握するが、この「運行支配」と「運行利益」に対する理解は、

判例の累積と学説の検討により、その中身と両者の関係が変化してきた185。また、「運行

供用者」は規範的な要件として発展する傾向があるという指摘がある186。一方、この「運

行供用者」の証明責任は誰が負うべきか、どうのように立証すべきかについて、考え方に

より異なる。基本的に、請求原因説、抗弁説、間接反証説がある。これらの説は「運行供

用者」の理解とも繋がるが、主に「運行供用者」は具体的な事実概念であるか、抽象的な

法的地位であるかについて議論されている。請求原因説は「運行供用者」を事実的概念と

解され、原告が証明責任を負うべきであると解される。しかし、本説に対して、被害者が

加害者側の内部事情を窺い知れないのが普通であるが、被害者に加害者側の内部事情まで

証明責任を負わすのは酷であるというような批判がある187。また、抗弁説は、実務上の経

験により形成された考え方と言われている188が、「運行供用者」を法的地位のように把握

して、原告としてはそういう地位を被告が取得したことに該当する具体的事実に対して証

明責任を負う。そして、被告側は当該事故に際して所有者などが運行支配を喪失しいてい

たことに該当する具体的事実に証明責任を負う。さらに、間接反証説は、以下のような見

解である。すなわち、原告が自動車の所有者であることを立証すれば、運行供用者である

 

185 運行供用者の概念について、さまざまな学説がある。詳細については、藤村和夫＝山野

嘉朗『概説交通事故損害賠償法〔第 3版〕』（日本評論社、2014年）116頁以下〔藤村和夫〕を

参照。 

186 加藤新太郎「運行供用者責任論の現代的課題」塩崎勤編『現代民事裁判の課題⑧』（新日

本法規出版、2000年）97頁以下。 

187 宮原守男「運行供用者責任の要件事実」鈴木忠一＝三ケ月章監修『実務民事訴訟講座 3

巻』（日本評論社、1965年）91頁。 

188 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木＝三ケ月・前掲注（187）22頁。また、加藤新太郎

は、抗弁説の運用に支持しているが、解釈上証明責任の構造について、運行供用者を規範的

要件と理解し、その評価根拠事実、評価障害事実がそれぞれ主要事実になり、評価障害事実

について被告に証明責任があると主張した。加藤・前掲注（186）103頁以下。 
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という事実上推定が行われ、証明度に達する一応の推定として功を奏した後、被告の方で

所有者ではあるがなお事故当時に運転供用者でなかったと裁判所を説得しうるような「特

段の事情」を主張立証すべきことになる189。 

したがって、請求原因説によれば、原告は、被告が運行供用者に該当する事実に対して

証明責任を負うべきである。また、抗弁説をとれば、原告は被告が運行供用者の地位を取

得したことに該当する具体的事実に対して証明責任を負う。さらに、間接反証説の場合、

原告は被告が自動車の所有者であることに該当する具体的事実に対して証明責任を負う。 

一方、被告（加害者側）は、損害賠償責任を免れるためには、自賠法 3条の但書きに規

定されている３つの内容に該当する具体的事実に対して証明責任を負う。すなわち、①自

己および運転者が自動車の運行に関して注意を怠らなかったこと、②被害者または運転者

以外の第三者に故意または過失があったこと、③自動車に構造上の欠陥または機能の障害

がなかったこと190。また、抗弁説による場合、当該事故に際して所有者などが運行支配を

喪失しいていたことに該当する具体的事実に証明責任を負う。間接反証説による場合、上

述した運行供用者でなかった「特段の事情」に該当する具体的事実に対して証明責任を負

う。 

 

（二） 中国における交通事故損害賠償請求訴訟と証明責任  

 

1 交通事故に関連する立法と司法解釈 

中国の民法典には、不法行為に関する一般的規定は 1165 条 1 項であり、交通事故に関

連する法規の規定は 1208条から 1217条までである。一方、その特別立法として「道路交

通安全法」（以下「道交法」という）がある。当事者が交通事故損害賠償請求訴訟を提起

 

189 倉田卓次「いわゆる抗弁説と間接反証説」加藤一郎ほか編『交通事故判例百選〔第 2

版〕』（有斐閣、1975年）13頁参照。 

190 ３要件を全て主張立証すべきかについて、判例は「自己のため自動車を運行の用に供す

る者が、その運行によつて他人の生命または身体を害し、よつて損害を生じた場合でも、右

運行供用者において、法 3条但書所定の免責要件事実を主張立証したときは、損害賠償の責

を免れるのであるが、しかし、右要件事実のうちある要件事実の存否が、当該事故発生と関

係のない場合においても、なおかつ、該要件事実を主張立証しなければ免責されないとまで

解する必要はなく、このような場合、運行供用者は、右要件事実の存否は当該事故と問題が

ない旨を主張立証すれば足り、つねに右但書所定の要件事実のすべてを主張立証する必要は

ないと解するのが相当である。」と判示した。最判昭和 45・1・22民集 24巻１号 40頁。 
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した場合、民法典 1208 条の規定により、帰責原則の適用などについて「道交法」の規定

が優先的に適用する。さらに、交通事故損害賠償請求訴訟の裁判を指導するため、2012

年には、「道路交通事故損害賠償事件の審理にあたって適用される法律に関する若干の問

題の解釈」191（以下、「交通事故損害賠償司法解釈」という）が施行された。同司法解釈

においては、責任主体の範囲および損害賠償の範囲に関する実体法上の問題と、訴訟手続

に関する訴訟法上の問題の両方について、明確な判断基準が設けられた。 

 

2 証明責任の所在 

（1） 道交法 76条について 

道交法 76条192は以下のように規定している。 

 

「自動車交通事故によって、人身傷害、死亡または財産的損害が生じた場合、保険会社

は、自動車第三者責任強制保険の限度額の範囲内において損害を賠償する。不足する部分

は、以下のような方法で、責任を分配する。 

（一） 2 台以上の自動車間で発生した交通事故については、過失（原語：過錯）を有

する一方の自動車側が、それを賠償する責任を負う。双方に過失がある場合には、各々の

過失の割合に応じて責任を負う。 

（二） 自動車と非自動車運転手または歩行者との間に生じた交通事故については、非

自動車運転手または歩行者に過失がない場合、一方の自動車側が賠償責任を負う。ただし、

証拠によって、非自動車運転手または歩行者に過失があることが証明された場合には、そ

の過失割合により、一方の自動車側の賠償責任を軽減する。一方の自動車側に過失がない

場合、自動車の運転者が負うべき損害賠償の限度額は、最大 10％とする。 

交通事故による損害が、非自動車運転手または歩行者が故意に自動車にぶつかったこと

によって生じたものであるときは、一方の自動車側は、その賠償責任を負わない。」 

 

本条は、交通事故の類型が①自動車同士による交通事故と②自動車と非自動車による交

通事故に分けられており、その帰責原則が異なるとされている。前者は過失責任とされて

 

191 公布、改正の詳細については、前掲注（16）を参照。 

192 条文の翻訳は、趙銀仁・前掲注（10）233頁参照。 
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おり、後者は無過失責任と定められている。また、一般的な不法行為の要件について、学

説と実務上、一般的に 4 つあると解されている193。それぞれは①損害の発生、②違法行為

（日本法上の「権利・利益侵害行為」に相当する）、③因果関係、④故意・過失である。

交通事故損害賠償の場合、これらの要件も適用する194。さらに、本条には両類型の交通事

故にも過失相殺の内容を特別に規定されている。したがって、単純に条文からみると、道

交法 76条による証明責任の分配は下記のとおりである。 

自動車同士の場合、原告（被害者）は主に①損害の発生、②違法行為（日本法上の「権

利・利益侵害行為」に相当する）、③因果関係、④故意・過失の要件に相当する具体的事

実に対して証明責任を負う。被告（加害者）は過失相殺に該当する具体的事実に対して証

明責任を負う。 

自動車と非自動車の場合、原告（被害者）は①損害の発生、②違法行為（日本法上の

「権利・利益侵害行為」に相当する）、③因果関係の要件に該当する具体的事実に対して

証明責任を負う。そして、被告（加害者）は免責事由として①「非自動車運転手または歩

行者が故意に自動車にぶつかったこと」、②過失相殺に該当する具体的事実に対して証明

責任を負う。 

日本法上、①自動車同士による交通事故と②自動車と非自動車による交通事故というよ

うな分類がないが、全ての被害者が自賠法 3条の規定により損害賠償を提起することがで

きる。したがって、交通事故の被害者が手厚い保護を受けている。しかし、中国では、自

動車同士の場合に、過失原則が適用しているため、被害者は相手側の過失を主張立証しな

ければならない。被害者の保護には公正適切ではないといえる。実務上、公安機関は、交

通事故の責任について事前的な判断（過失割合を含め）を行い、交通事故認定書を作成す

ることが一般的である。そのため、被害者は交通事故認定書を証拠として提出し、裁判所

はそれに記載されている過失割合と事実に基づいて交通事故損害賠償責任の判断すること

ができる195。こうして、ある程度被害者の立証負担を軽減することができる。しかし、公

安機関は交通事故の責任、過失割合などが判断できない事件において、問題が生じる。も

し、厳密に実体法上の条文に従えば、被害者にとって非常に酷な状況に陥ることになる。 

 

193 関昇英・前掲注（79）280頁参照。 

194 関昇英・前掲注（79）280頁参照。 

195 中村肇＝工藤祐巌「中国における交通事故責任について-自動車責任保険 実務の検討を

中心に-」明治大学法科大学院論集第 21号（2018年）212頁以下。 
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（2） 責任主体について 

道交法 76 条の規定には、責任主体について「一方の自動車側」という用語が使用され

ているが、その具体的な内容について言及されていない。現在では、責任主体について、

「運行支配」と「運行利益」を含める二元説の理論196に従い、民法典と交通事故損害賠償

司法解釈には、羅列式で責任主体が具体的に規定されている。したがって、原告（被害者）

にとって条文上特定された責任主体が一方の自動車側であることに該当する具体的事実に

対して証明責任を負担する。これは、原告にとって事前に予測できるため、有意義な規定

であると評価できる。しかし、現代社会では、社会関係がますます複雑になっていくため、

羅列式で全ての事件を網羅することができないのは当然である。この場合、特に自動車の

運転者と所有者などが分離する場合において、責任主体は誰であるかが重要な問題となっ

ている。中国では、民法典 1209 条197と 1212 条198において運転者と所有者などが分離した

場合における責任主体の認定方法は条文上規定されている。民法典により、所有者と管理

者が運転者でない場合、所有者と管理者は過失がある場合にのみ責任主体と認められる。

一方、1209 条の過失について、「交通事故損害賠償司法解釈」の 1 条はその判断基準を具

体的に規定されているが、1212 条の過失について、その判断基準が明確にされていない。 

法律要件分類説（規範説）の考え方に従えば、民法典の文言に即して、これらの規定は

権利根拠規定と見なされ、原告（被害者）は所有者などに過失があることに該当する具体

的事実に対して証明責任を負うべきである。司法解釈の立案者も、原告に負担すべきであ

ると明言した199。実務上、自動車の所有者と管理者の過失責任について証明責任の分配が

一致していない。原告（被害者）に証明責任を負担させることもあるし、加害者である被

 

196 劉暁紅「機動車交通事故損害賠償責任主体的認定基準研究」当代法学第 1期（2003年）

45頁。 

197 1209条 賃貸借、使用貸借等の事由により自動車の所有者、管理者と使用者とが同一人

でない場合に、自動車で交通事故が発生し損害が生じ、当該自動車側の責任に属すとき、使

用者が賠償責任を負う。自動車の所有者、管理者に損害の発生について過失があるときは、

相応の損害賠償を負う。 

198 1212条 許可を経ずに他人の自動車を運転し、交通事故が発生して損害が生じ、それが

当該自動車側の責任である場合には、自動車の使用者が損害賠償を負う。自動車の所有者ま

たは管理者は、損害の発生について過失がある場合には、相応の損害賠償を負う。ただし、

本章に別段の定めがある場合を除く。 

199 最高人民法院民事審判第一廷編著『最高人民法院関于道路交通損害賠償司法解釈理解與

適用』（人民法院出版社、2015年）29頁以下。 
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告に証明責任を負わせることもあった200。しかし、証拠規定の改正により、裁判所による

証明責任の分配ができなくなるため、実体法上の文言に従えば、今後、実務上原告に証明

責任を負担させるケースが多くなることが推測できる。 

（3） 具体例 

以下では、判例にあらわれた具体例に則して、簡単に見ておくことにしよう。 

① 自動車同士の交通事故による損害賠償訴訟 

（貴州省黄平県人民法院第一審判決、2021年 12月 23日）201 

【事案概要】 

2019 年 8 月 13 日に被告 Y1 の運転した自動車は原告 X1 の運転した 2 輪車と衝突し、そ

れにより原告 X1と 2輪車に乗っている X2、X3に傷害を負わせた。黄平県公安局交通機関

は 2019 年 12 月 16 日に「道路交通事故証明」を作成し、それに「現有の証拠により、当

該事故の責任が認定できない」と記載した。原告 X1、X2、X3は運転者である Y１と保険会

社である Y2 を被告として交通事故損害賠償請求訴訟を提起した。本件の主な争点は交通

事故責任の認定である。 

【判旨】 

本件の人民法院は、以下のような判旨を示した。「自動車同士の間に起こした交通事故

の帰責原則は過失原則である。過失原則について、不法行為者は主観的な過失があるとい

う要件が必要である。もし、行為者に主観的な過失がない場合、不法行為責任を負わない

こととする。……不法行為事件（原語：侵権責任案件）において、不法行為の具体的要件

とその抗弁事由を確認する必要がある。過失責任における不法行為の場合、その要件は 4

つある。すなわち、①不法行為者が不法行為を行ったこと、②その不法行為に過失のある

こと、③被害者の損害、④①と②の間に因果関係があることである。これらの要件に該当

する要件事実は原告による証明責任を負うべきである。本件において原告側は提出した証

拠から被告 Y1 の過失を証明できないため、それにより生じる不利益は原告側に負担すべ

きであるとする。したがって、被告 Y1 が事故の責任を負うべきであるとする原告の主張

は、本人民法院は認めない。過失原則を適用する事件において、原告は相手方の過失を立

証できない場合、過失推定原則と公平原則は適用できない。原告側は、被告 Y1 が事故の

 

200 関昇英・前掲注（79）280頁参照。 

201 （2021)2622民初 1221号 
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責任を負うべきであることを証明することはできない場合、法律により、被告 Y2 は強制

保険の範囲内に原告らに賠償する。」 

【検討】 

本件は、自動車同士の交通事故により提起した損害賠償訴訟である。 公安機関が交通

事故の責任・過失割合について判断できないため、被害者は「交通事故認定書」を入手し

かねない。そして、判決から、挙証証明責任の分担が道交法 76 条の規定に厳格に従って

ものであることが窺われる。この場合、原告は相手の過失を立証しなければならないが、

それは極めて難しいことである。結局、被害者は強制保険からしか補償を受けられず、他

の補償を受けられない状況に陥ってしまった。 

 

② 自動車所有者に関する裁判例 

（甘粛省天水市麦積区人民法院第一審判決、2021年 4月 29日）202 

【事案概要】 

2019 年 8 月 27 日に被告 Y1 の運転した自動車は原告 X の乗っている電気自転車と衝突

し、それにより原告 X に傷害を負わせた。天水市公安局麦積支局の交通機関は 2019 年 9

月 1 日に「道路交通事故認定書」を作成し、原告 X と被告 Y1 がこの事件に対して同等責

任（過失割合：5：5）を負うと記載した。原告 Xは運転者である Y1、自動車の所有者であ

る Y2と保険会社である Y3を被告として交通事故損害賠償請求訴訟を提起した。本件の争

点の一つは Y2に交通事故損害賠償責任を負うべきかどうかである。 

【判旨】 

Y2の損害賠償責任について、人民法院は以下のように判断した。「原告 Xは、Y2は事故

車両の所有者であり、事故車両の運転者、すなわち被告 Y1 と連帯責任を負うべきである

と主張した。しかし、原告 Xは被告 Y2が事故車両の所有者として、「交通事故損害賠償司

法解釈」に規定されている自動車所有者の過失があることを証明するために関連する証拠

が提出されなかった。民事訴訟法司法解釈 90 条（挙証証明責任に関連する規定、条文略）

の規定により、原告は自ら提出した主張に対して関連する証拠資料がないため、被告 Y2

が賠償責任を負うことに該当する事実が立証できず、被告 Y2 が賠償責任を負うという原

告の主張を認めない。」 

 

202 (2020)甘 0503民初 2942号 
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【検討】 

本件は、所有者と使用者が分離された場合に、所有者が損害賠償責任を負うかどうかに

関する事件である。判決からみると、裁判官は、原告（被害者）が所有者に過失があると

いう要件に該当する具体的な事実に対して証明責任を負うべきであると判断した。もし、

原告は所有者の過失を立証することができなかった場合、所有者は損害賠償責任を負わな

いこととする。  

本件のように、原告に所有者の過失の立証を求めるのは不公平とみえる。なぜなら、所

有者の過失に該当する具体的事実は、使用者と所有者の内部事情であるが、原告にとって

窺い知れないものである。原告の証明責任は過重であると思われる。この場合、被害者は

有効な損害賠償を適時に得ることができないはずである。 

 

4 小結 

 このように、日中両国における交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任を説明した。

立法上、日本法は証明責任の転換という法技術を利用して、加害者に証明責任の負担を重

くさせる。また、責任主体の場合において、証明責任の分配は、考え方により異なるが、

抗弁説、間接反証説などの法解釈の手段により、被害者の証明負担を軽減させることがで

きる。それと対比して、中国の立法は、①自動車同士による交通事故と②自動車と非自動

車による交通事故というように分類して、それぞれの帰責原則が違う。もし、法律要件分

類説（規範説）に従えば、前者の被害者は相手方が過失あることまで立証しなければなら

ない。それは被害者の保護には不利であると考えられる。また、責任主体について、自動

車の使用者と所有者などが分離する場合、法律の文言に厳格に従えば、被害者は所有者な

どの過失に該当する事実に対して証明責任を負うべきである。 

 

第五節 私見  

 

以上では、中国における証明責任の現状を分析して、中国の実務と学界は現在、結果責

任と法律要件分類説における規範説に重視するようになるという傾向を明らかにした。し

かし、このような理解は、具体的な訴訟類型である交通事故損害賠償請求訴訟には問題が

生じる。下記では、私の見解を述べたいと考える。 

まず、証明責任については、行為責任と結果責任の二重的意義という理解より、結果責
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任は証明責任の本質であるという見解に賛成する。結果責任の場合、当事者にとって証明

責任の所在が事前に定まっているので、事前に予測することができる。特に、中国では法

整備がある程度完成できているので、結果責任のこの機能は今後より大きな役割を果たす

ことができると期待できよう。さらに、証明責任の分配について、日本法における法律要

件分類説の見解は中国にとってより適切なものであると考える。交通事故損害賠償に関連

する立法の分析からわかるように、中国の立法者はある程度証明責任の分配を念頭にして

立法してきたが、それらの実体法規は裁判規範としては公正・適切であるとは言えない。

日本の法律要件分類説は、規範説を受け継ぎながら、実質的な考慮を排除されていないの

で、実体法規の解釈によって立法上の不都合が是正されることができる。中国では、民法

典の公布などにより、ある程度法整備が実現したので、今後立法より、法解釈の展開がま

すます激しくなると予測できる。この点からみると、日本法上の法律要件分類説は中国に

とっては重要な参考価値があるといえる。 

そして、交通事故損害賠償請求訴訟について、日本では、自賠法は被害者の保護に非常

に手厚い。その背後に、保険制度の健全とは関連性があると否定できない。ただし、単純

に証明責任の論点から見ても、日本法上、被害者の証明責任の負担が公正と被害者保護の

観点から、被害者の証明責任を軽減し、合理的に分配したと評価できる。 

それと比べると、中国では、証明責任の観点から見るだけで、被害者の保護が不十分で

ある点がある。まず、自動車同士と自動車と非自動車の場合に分けられる根拠は、不明確

である。被害者の損害填補という目的からみると、相手は自動車か非自動車かにより、証

明責任の負担が異なるというのは決して公平とは言えない。自動車同士の場合、被害者は

加害者の過失などを立証しなければならないが、被害者にとって証明責任の負担は重いと

思われる。しかし、中国では、このような問題はそれほど重視されていない。 

また、責任主体の問題について、所有者と管理者の過失は、ほとんど運転者と所有者ま

たは管理者との間の内部事情であるが、被害者にとって知り得ることが難しい。しかし、

被害者に証明責任を負担させるのは、被害者保護の見地からみると、適切ではない。 

中国も日本と同様、道交法に強制保険制度が設定されているが、強制保険制度は被害者

の保護を最低限しか保証していない。強制保険の賠償範囲を超えるケースでは、被害者が

いかに十分な救済を受けることは特に重要である。しかし、上述のように、証明責任の観

点から見ると、現在の中国における証明責任の理解は、被害者の救済と損害の填補にそれ

ほど寄与しているとは言えない。被害者が立証できない場合、適切な賠償を受けられない
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恐れがある。今後、この問題について、日本法と比較しながら、より精密な検討をすべき

である。 

 

第六節 本章の総括 

 

 本章では、中国における証明責任の現状を説明した上で、その傾向を分析した。実務で

も、学界でも、証明責任について、結果責任と法律要件分類説（規範説）を重視するよう

になるが、現在の立法はこの証明責任の理解に合致していないという問題が生じる。特に、

交通事故損害賠償請求訴訟において、上記の理解に従えば、実体法上被害者の保護には非

常に不十分である。今後、被害者保護の視点から、日本の法制度を参考にして、現有の制

度のもとで、証明責任の再検討により、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の改

革に適切な方策を論じていくことが急務であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 65 

第四章 中国における交通事故損害賠償の責任主体について 

 

第一節 はじめに 

 

現代社会では、社会構造の複雑化と多様化が進んでいるため、交通事故発生後、誰が交

通事故の責任を取るべきか、容易に判断できない。被害者損害填補の見地からすると、責

任主体の振幅範囲が被害者救済の有効性や適切性と深く関連しているため、責任主体の判

断は、交通事故紛争の解決において極めて重要である。また、本論文の第三章の証明責任

の内容からわかるように、中国では、証明責任の分配について、法律要件分類説は通説と

なっている。そのため、責任主体の規定とその背後にある判断基準は、証明責任の分配と

の間にかなり密接な関係があると言える。そこで、本章では、中国の交通事故責任主体問

題について、立法、学説、判例の側面から検討したい。また、この部分の研究を通じて、

第三章で述べた問題をよりよく理解するのに役立つことを期待している。 

 

第二節 中国における立法と司法解釈 

 

（一） 現行法以前の立法と司法解釈等 

 

中国では、イデオロギー、経済制度、社会制度の変化等が原因となり、責任主体に関す

る明文規定は時代とともに変化してきた。さらに、実務上も、責任主体の理解に変化がみ

られる。こうした変化は、「二元説」の採用という視点からみたとき、大きく二つの時期

に分けることができる。一つは、二元説を採用する以前であり、もう一つは、二元説を採

用した以後である。本章では、まず現行法以前の立法と司法解釈等について、この二つの

時期に分けながらその内容を概観し、検討する。 

1 二元説を採用する以前 

第二章ですでに述べたように、中国では、道路交通事故による損害賠償は、長い間、行

政手段により解決されていた。1951年に公布された暫行規則では、83条および 84条にお

いて、交通事故の責任主体に関する明文規定が置かれていた203。しかし、暫行規則が公布

 

203 83条 自動車（原語：車両）が交通規則に違反して事故を起こしたこと（原語：違章肇

事）により、他人に損害を与えた場合、運転者は損害賠償責任を負うものとし、あるいは当
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されて間もなく、３つの行政法規（すなわち「都市交通規則」、「公路交通規則」、「都市と

公路交通管理規則（試行）」）204が順次公布され、暫行規則は 1955 年に廃止された。これ

ら３つの行政法規では、暫行規則に置かれていた損害賠償責任に関する内容は、全て削除

されたため205、責任主体に関する規定も当然に抹消された。こうして、交通事故紛争の処

理は、法律の規定よりも、実務の慣習と政策に頼って行われるようになった206。 

 

該自動車の所有者（原語：車主）あるいは関連する乗車人員は一部または全部の損害賠償責

任を負うものとする。 

84条 第三者の侵害あるいは違法行為により、交通事故の発生がやむを得ない場合、運転

者、所有者あるいは関連する乗車人員の責任を軽減または免除することができ、当該第三者

が一部または全部の責任を負うものとする。 

 条文の文言からみると、交通事故損害賠償の責任主体は運転者、自動車の所有者或いは関

連乗車人員であり、第三者により交通事故が発生した場合、第三者も責任主体となることが

分かった。しかし、暫行規則に関連する資料が極めて少ないため、管見に及ぶ範囲では、責

任主体の判断基準が明白ではない。そのため、自動車の所有者或いは関連する乗車人員がど

のような場面において損害賠償責任を負うべきか、関連する乗車人員と第三者の範囲がどこ

まで及ぶか等、様々な疑問が残されている。ただし、83条の文言からみると、自動車の所有

者は一部または全部の損害賠償責任を負うという内容から、その後の自動車所有者が運転者

の代わりに、立替で損害賠償責任を負うという実務上の判断に影響を与えたと推測すること

が可能であろう。 

204 「都市交通規則」の公布などについて、前掲注 30）を参照。「公路交通規則」の公布な

どについて、前掲注 36）を参照。「都市と公路交通管理規則（試行）」の公布などについて、

前掲注 35）を参照。 

205 本論文第二章第二節(二)参照。 

206 この時期に、最高人民法院より責任主体の判断が明示された司法解釈は存在した。「自動

車運転手の過失による損害賠償責任問題に関する回答（原語：関于汽車司机因過失引起的損

害賠償責任問題的批复」）という司法解釈には、事務履行の場合のみ責任主体の判断基準が示

されたが、この場合において交通事故損害賠償の責任主体は原則上運転者であると明らかに

された。ところが、運転者に資力がない場合、自動車の所有者が立替で賠償責任を負わなけ

ればならないとされた。これは、後の弁法の規定と比べるとわかるように、所有者の立替責

任という判断基準は次第に一般基準となり、それ以後、実務上の責任主体に関する認定に深

い影響を与えた。 

一方、改革開放以降、中国政府は法律の整備に着手し、1987年から施行された中華人民共

和国民法通則 （以下「民法通則」という）はその成果の一つであった。民法通則では、123

条 が交通事故損害賠償の根拠条文となった。自動車が高速運輸工具の一つとして認められ、

高速運輸道具の作業者が責任主体と考えられるようになった 。しかし、「作業者」の定義が

規定されていなかったため、その具体的な範囲が不明瞭であり、理論上明確な判断基準が欠

如するため、責任主体の認定が極めて不明確であった 。そのため、当時の実務は依然とし

て、従来の実務慣習と政策に頼っていた 。関昇英・前掲注（79）133頁、137頁参照。 
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こうした中、1991 年に「道路交通事故処理弁法」（以下「弁法」という）207という行政

法規が公布された。弁法は、従来の実務経験と政策をまとめたものであり、31条208では、

「交通事故責任者」という用語が使用された。弁法の立案者である国務院法制局政法司お

よび公安部交通管理局が作成した注釈書では、この「交通事故責任者」に対する理解は、

一般責任（原語：一般情況）と使用者責任（原語：執行職務）に分けられていた。一般責

任の場合は、運転者が賠償責任を負うものとされたが、運転者に資力がないときは、自動

車の所有者または運転者の所属する単位が立替えで負担するものとされた。これに対し、

使用者責任の場合は、自動車の所有者または運転者の所属する単位が損害賠償責任を負う

ものとされた。しかし、当時の中国は、計画経済から市場経済に転換したばかりであり、

私用車の数が少なかったという点から、一般責任であろうと、使用者責任であろうと、結

論からみると、賠償責任の責任主体は自動車の所有者または運転者の所属する単位となっ

てしまった209。このような判断基準は、当時の最高人民法院の裁判官である楊永清により、

「名義上の所有者」（原語：名義車主）と言われ、「理論上の根拠が不足しており、国際的

に通用する理論とは背離したものである」との強烈な批判がされた210。 

この時期の中国では、改革開放後においても、社会変革がまだ完全に市場経済に転換さ

れておらず、従来の計画経済の影響が依然として強かった。そうしたなか、規定の不明確

や法律の欠如により、交通事故の責任主体は、実務の蓄積によって判断されるのが普通で

あり、一般的な法理は存在しなかった。このような状況の下では、個人資産が限られてい

るため、被害者の被った損害を加害者個人の資力で填補することはできない。したがって、

損害賠償責任主体は原則として運転者であるとされていたが、実務上の工夫により、実際

には自動車の所有者または運転者の所属するする単位が責任主体となった。被害者保護の

観点からみると、自動車の所有者または運転者の所属する単位が個人より資力を有してい

るため、被害者保護に有利であると言える211。そうしたこともあって、責任主体をめぐる

問題は顕在化しなかった。しかし、上記の各法令の立法目的らみると、この時期には、社

 

207 公布等の詳細については、前掲注 56）を参照。 

208 31条の規定について、第二章第二節（四）を参照。 

209 『解読最高人民法院請示與答復』編選組編『解読最高人民法院請示與答復（増訂版）』

（人民法院出版社、2005年）132頁〔楊永清〕を参照。 

210 『解読最高人民法院請示與答復』編選組・前掲注（209）132頁。 

211 呂玉宝「機動車所有人在道路交通事故賠償案件中的民事責任」法律適用 Z1(2003年)105

頁。 
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会の安定性がより一層重視されていた。したがって、上記の判断基準が設けられた趣旨は、

被害者の損害填補に有利なためというより、被害者保護が社会安定性の維持の一つの側面

であったと考える方が妥当であろう。 

 

2 二元説の採用以降 

上述した批判から、当時、責任主体の判断について、中国は立法・実務上、他国に比べ、

極めて遅れていたと言えよう。しかし、21 世紀に入る頃から、中国の急激な経済成長と

市場経済制度の発達に伴い、社会の構造はますます複雑多様なものになりつつある。その

ため、従来は問題視されていなかった交通事故の責任主体が次第に深刻な問題となり、責

任主体の判断基準について、他国の先進的な経験を参考としながら、一般的に通用できる

理論を速やかに確立させる必要性が高まった。そこで、当時の学者、実務家、立法者は、

先進国家の制度を調査するようになった。その過程において、中国国内でその後広く知ら

れるようになる二元説が、中国に採用されるようになった。 

(1) 1999年以降の二つの司法解釈と最高人民法院の復函（質疑応答）212——二元説の採用 

1999 年 6 月 18 日に「盗難車が交通事故を起こした際、誰が損害賠償責任を負うかにつ

いての回答（原語：関于被盗机動車肇事后由誰承担損賠賠償責任的批復）」という司法解

釈により、窃取された自動車により交通事故が発生した場合、窃盗者（原語は「肇事人」

と書いたが、ここでは窃盗者と理解するのが妥当である）が損害賠償責任を負い、窃取さ

れた自動車の所有者は損害賠償責任を負わないものとされた。また、2000年 11月 21日に

「所有権留保付き自動車割賦販売で買主が自己の名義で貨物運送業をして事故を起こした

場合、売主は賠償責任を負わないことについての回答（原語：関于購買人使用分期付款購

買的車輌从事運輸因交通事故造成他人財産損失保留車輌所有権的出売方不應承担民事責任

的批復）」という司法解釈により、所有権留保により自動車が売買された場合、販売者側

は損害賠償責任を負わないものとされた。さらに、2001 年 12 月 31 日に最高人民法院は

「車輌が転々譲渡されたが移転登記がなされていない場合は、もとの自動車所有者は交通

事故について賠償責任を負うかについての質疑応答（原語：関于連環購車未辨理過戸手続

原車主是否対机動車発生交通事故致人損害賠償責任的復函）」を作成した。「自動車（原

語：車両）が転々譲渡されたが移転登記がされていない場合は、自動車はすでに引き渡さ

 

212 最高人民法院の復函の定義は、前掲注（48)を参照。 
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れ、もとの所有者（原語：原車主）には運行上の支配がなく、かつ自動車の運営から利益

を獲得することができないので、もとの所有者は交通事故について損害賠償責任を負わな

いものとする」と定められた。最高人民法院は、この復函においてはじめて「運行支配」

と「運行利益」という用語を使った。  

2001 年の復函を作成した楊永清裁判官は、上記の司法解釈と復函の趣旨について詳し

く説明した。彼の説明には、危険責任と結合する運行支配と報償責任と結合する運行利益

に関して、以下のような理解が示された213。 

  

「運行支配とは、通常自動車の運行に対する事実上の支配、管理の地位を有することであ

る。また、運行利益とは、一般的に自動車の運行により生じた利益である。……学説判例

上、この運行支配と運行利益を自動車の損害賠償責任主体の判断基準とする見解は、二元

説と呼ばれる。」 

 

楊永清裁判官は上記の運行支配と運行利益に対する定義の根拠について、言及されてい

なかったが、その内容からみると、日本法上の影響を受けたものであったと推測すること

ができる。その理由は、下記の通りである。 

まず、当時、中国の学界ではすでに運行支配と運行利益という判断基準を導入すべきと

いう声があった。梁慧星は「論制定道路交通事故賠償法（日本語訳：道路交通事故賠償法

の制定について）」という論文には、運行利益と運行支配の判断基準を採用すべきと提唱

した214。その論文には日本語の文献は多く引用された215。そして、1997 年に中国国内にお

いて、李薇の『日本機動車事故損害賠償法律制度研究（日本語訳：日本における自動車事

故損害賠償の法律制度研究）』という本が出版された。この本は、初めて日本の交通事故

損害賠償制度について紹介した体系書であり、中国の交通事故損害賠償の研究に大きな影

響を与えた216。さらに、楊永清の上記の説明は、李薇の体系書の第 29 頁の内容と完全に

 

213 『解読最高人民法院請示與答復』編選組・前掲注（209）132頁〔楊永清〕。 

214 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究第 2期（1991年）年 45頁。 

215 例えば、加藤一郎の『不法行為法の研究』（有斐閣、1983年）、奥田昌道ほかの『民法 6 

不法行為の重要問題』（有斐閣、1975年）などの文献が引用された。また、梁慧星は運行利益

と運行支配という判断基準を提唱した際に、引用した文献が後者である。 

216 李薇著『日本機動事故損害賠償法律制度研究』（法律出版社、1997年）29頁以下。管見

の入る限りでは、中国では交通事故損害賠償の責任主体に関する論文の多くが、本書の説明
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一致したものであった。以上の分析からわかるように、この二元説の内容は、日本法にお

ける二元説の影響を受けたものであると言える。 

いずれにしても、このように、二元説が中国の実務において採用されるようになった。

ところが、楊永清は、運行支配と運行利益という概念を説明したほか、運行支配と運行利

益の解釈指針について、以下のように論じた217。 

まず、彼は、最高人民法院が司法解釈により徐々に（原語：逐漸）運行支配と運行利益

を取り入れたと論じた。そして、二つの司法解釈は最高人民法院が二元説について判断し

たものであると説明しながら、最高人民法院が弁法の規定を無視（原語：突破）し、窃盗

者と所有権留保の売主を弁法上規定された所有者の範囲から削除することにより、所有者

の範囲を限定的に解釈したものであると明言した218。さらに、2000年の司法解釈に関する

説明において、販売者側は自動車の運転と運行（原語：行駛和運営）を支配できず、さら

に自動車の運行（原語：運営）から何らかの利益も獲得できないため、運行支配と運行利

益をどちらも満たさないと明らかにした。また、2001 年の復函においても、同じような

表現による説明がみられる。このように、楊永清は、運行支配を直接支配ないし現実支配

と把握し、運行利益を運行自体から発生する利益に限ると解釈した。 

この時期において、中国では既に市場経済が導入され、自動車の数が急増し、交通事故

の件数も増加していた。そのため、計画経済の下で蓄積されてきた実務の判断基準に従う

とすれば、所有者または運転者の所属する単位にとって、損害賠償債務が過大な負担とな

り、不公平となる恐れがあった。したがって、中国の当時の実務家は、こうした社会情勢

の変化に応じ、所有者または運転者の所属する単位が損害賠償債務を負わずに済むように、

限定的な二元説の論理の利便性を利用したと言えよう219。 

 

が引用されている。 

217 『解読最高人民法院請示與答復』編選組・前掲注（209）132頁。 

218 『解読最高人民法院請示與答復』編選組・前掲注（209）132頁。 

219 しかし、このような運行支配と運行利益に対する理解は、決して被害者救済に対して有

利であるとは言えない。なぜならば、当時は保険制度がまだ整備されていなかったからであ

る。日本の自賠法には運行供用者の創作と同時に、自賠責保険制度も導入されたが、中国で

は自賠責保険制度に類似する強制保険制度としては、第一章で述べたように、2004年 5月 1

日から施行の道交法で強制保険制度の設立が謳われ、強制保険として確立したのは、2006年 7

月１日の「自動車交通事故責任強制保険条例（原語：機動車交通事故責任強制保険条例）」施

行時で、これ以降は自動車所有者に強制保険への加入を義務付けている。したがって、二元

説は所有者または運転者の所属する単位の範囲が制限されたため、被害者にとって十分な損
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(2) その後の動き 

これまで述べてきたように、中国では二つの司法解釈と復函において、二元説が採用さ

れたと言えるが、司法解釈と復函の内容からみると、その実態は具体的な事案に対する最

高人民法院の判断であったにすぎない。そのため、採用された二元説は、一般原則といえ

るほどの普遍的適用性を有するものではなかった220。また、上記の司法解釈と復函は、各

裁判所の裁判に拘束力を持たなかったため、各地方の裁判実務においては、二元説は単な

る理論の一つとして理解され、一般的な判断基準として定着するには至らなかった221。 

当時、いくつかの高級法院は、司法解釈と復函を参考しながら、交通事故処理のガイド

ラインを制定した。これらのガイドラインには、二元説をもって責任主体を判断するもの

もあったが、別の判断基準をもって責任主体を認定したものもあった。さらに、ガイドラ

インにおいては、二元説を採用するか否かに関わりなく、できるだけ多くの関係者を損害

賠償責任主体の範囲に含める傾向があった222。その結果、類似の事件であっても、各地の

裁判所の判断基準が不統一となり、実務上審理の混乱がもたらされた。このような背景の

もとで、裁判を統一するため、類型化された一般規定を作ることが当時の立法および実務

の喫緊の課題となった。そこで、二元説が、徐々に一般原則としての価値を認められるよ

うになった。 

 一方、2004 年 5 月 1 日に「道路交通安全法」（以下「道交法」という）が施行された

（現行有効）。道交法の 76条には、交通事故損害賠償における帰責原則と責任主体の内容

も規定された。同条により、自動車同士の事故においては、「過失のある側（原語：有過

錯的一方）」が、自動車と非自動車の事故においては、「一方の自動車側（原語：機動車一

方）」が、それぞれ交通事故の損害賠償責任を負うようになった。一般的に、前記の二つ

の表現をまとめて、「一方の自動車側」が交通事故の責任主体であると解されている223。

しかし、誰が「一方の自動車側」であるかについては、道交法において定義がされなかっ

 

害填補が得られなくなる恐れがある。汪大富「運行支配與運行利益学説的誤読及矯正」中国

法院網（https://www.chinacourt.org/article/detail/2009/06/id/363069.shtml 最終閲覧 2023

年 12月 15日。）参照。 

220 程嘯「機動車損害賠償責任主体研究」法学研究第 4期（2006年）132頁参照。 

221 程嘯・前掲注（220）132頁参照。 

222 程嘯・前掲注（220）132頁参照。 

223 王利民著『侵権責任法』（中国人民大学出版社、2016年）297頁参照。 
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た224。そのため、「一方の自動車側」に対する理解については、解釈の余地があると考え

られる。 

  (3)「侵権責任法」225————二元説の一般原則化とその例外 

2010年 7月 1日から施行された侵権責任法において、特殊の不法行為の内容として、道

路交通事故に関連する内容が規定された。同法の 48 条においては、自動車の交通事故損

害賠償については、道交法を準用すると定められた。したがって、道交法 76 条の規定が

有効であり、「一方の自動車側」が損害賠償の責任主体であると解される。そして、同法

の 49 条から 53 条までにおいて、5 つの事故類型が規定された。以下、二元説に対する理

解という立場から、各条文（53 条は社会救助に関連する内容であるため、その内容につ

いては省略する）の内容とその立法趣旨を中心に説明することとしたい。 

① 条文規定と立法趣旨 

侵権責任法の 49 条では、賃借、借用等の事由により自動車の所有者と使用者が同一人

でない場合は、自動車の使用者が責任主体であると定められた。ただし、自動車の所有者

が損害の発生について過失（原語：過錯）があった場合には、自動車の所有者が責任主体

として認められた。同条の立法趣旨によれば、自動車の所有者は、自動車の賃貸借、使用

貸借等により、直接の支配力（原語：直接控制力）を失ったものとされる。一方、自動車

の使用者は直接の運行支配を有しており、また運行利益を享受するため、使用者が責任主

体として損害賠償責任を負わなければならない。ただし、自動車の所有者に過失があった

場合は、自動車の所有者が責任主体として認められる226。同条は、自動車の所有者と使用

者が分離された場合に関する責任主体判断の原則規定として位置づけられる227。ところが、

 

224 実は、立法草案第 2次審議稿の 71条には、責任主体の具体的な規定が置かれた。しか

し、草案を審議するとき、ある委員が「自動車交通事故を処理するとき、誰が責任を負うか

の判断が複雑であり、実務には、民法の規定と事案の具体的な状況によって判断しなければ

ならない。したがって、本法では定めなくてもいい」と主張したため、条文が草案から削除

された。朗勝・前掲注（111）317頁。 

225 施行などの詳細については、前掲注（95）を参照。同法の目的は、民事主体の適法な権

益を保護し、権利侵害責任を明確にし、権利侵害行為を予防し、かつ制裁し、社会の和諧・

安定を促進することである。同法は、自動車交通事故の損害賠償に関する実体法上の規定を

設けており、責任主体の範囲を具体的に定めている。 

226 王勝明主編『中華人民共和国侵権責任法釈義（第 2版）』（法律出版社、2013年）291頁

参照。 

227 王利民・前掲注（223）298頁参照。 
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自動車所有者の過失の判断基準については、本法には規定がなく、立法趣旨においても明

確な説明はされなかった。 

次に、同法 50 条では、当事者の間ですでに売買などの方法により自動車の譲渡および

引渡しが行われたが、所有権の移転登記を行っていない場合には、譲受人が責任主体であ

ると定められた。立法者は、自動車の元所有者は自動車の真の所有者ではなく、自動車を

占有せず、実質上の所有権がないため、既に運行支配を失っており、事故発生を防止する

ための支配力（原語：防范事故発生的控制力）を有していないと明らかにした228。さらに、

立法者は、所有権留保に関する責任主体の判断方法についても言及した。すなわち、所有

権留保は、買受人の実際上の支配力と使用収益に影響を及ぼさないため、所有権留保の売

主は責任主体にはならないと論じた229。 

同法 51 条では、売買等の方法によって部品を寄せ集めて組み立てた自動車、またはす

でに廃棄基準に達した自動車が譲渡され、交通事故を起こして損害を生じさせた場合には、

譲渡人と譲受人が責任主体であるとされた。立法者の説明によれば、部品を寄せ集めて組

み立てた自動車、又は、既に廃棄基準に達した自動車の譲渡と運転を予防し、かつ、これ

に対して制裁を科すため、本条が制定されたとされる230。したがって、同条は、予防と制

裁という目的で制定されたものであり、二元説に基づいた判断基準が採用されたものでは

ない。 

52 条は、窃盗、強取または強奪された自動車によって交通事故が発生し損害が生じた

場合おいて、窃盗者、強取者又は強奪犯が責任主体であると明確に定めた。これに関し、

立法者は、自動車が窃盗、強取又は強奪された場合には、その後、所有者は当該自動車に

対する運行支配を失うものであると明言した231。 

② 検討 

上記の内容と立法趣旨からみると、49 条、50 条、52 条の規定は、二元説に依拠して立

案されたものと把握することができる。このように、二元説が一般的な判断基準として、

立法において定着したようになったとみえる。そして、運行支配と運行利益の概念につい

ては、前述した司法解釈等における理解を貫き、限定的な二元説を指すものとして理解さ

 

228 王勝明・前掲注（226）295頁参照。 

229 王勝明・前掲注（226）295頁参照。 

230 王勝明・前掲注（226）298頁参照。 

231 王勝明・前掲注（226）299頁参照。 
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れていることもわかる232。なお、各条文の立法趣旨において、用語には若干の違いがみら

れるが、その内容からみる限り、限定的な二元説と解するのが妥当であろう。 

一方、上述した内容からみると、立法者は、運行支配と運行利益のうち、運行支配に重

点を置くことも判明できよう。運行利益については、50 条の立法趣旨において、使用収

益との表現で言及されているが、それ以外のほかの条文の立法趣旨では、付随的な用語と

して使われているにすぎない。もっとも、立法趣旨における 52 条についての説明は、運

行支配のみを論じ、運行利益には一切触れなかった。実は、立法当時、50 条をめぐり、

運行利益は具体的でなければならないか、それとも抽象的なもので良いかとする議論があ

った233が、立法趣旨の説明をみる限り、立法者は、意図的に運行利益の内容に言及するこ

とを回避したと考えられる。 

（4） 小括 

これまで述べてきたことをまとめると、交通事故損害賠償の責任主体における判断基準

について、侵権責任法においては、二元説が維持された。そのうえで、運行支配と運行利

益の概念をめぐっては、中国における従来の解釈指針、すなわち限定的な二元説を指すも

のであることが確認され、そのうち運行支配に重点が置かれた。そして、報償責任を基礎

とする二元説による判断基準以外に、事故予防と制裁という別の判断基準を用いる事案類

型があることも示された。 

 

（二） 現行の交通事故損害賠償司法解釈と民法典 

 

 上記では、従来の立法と司法解釈等の内容を説明し、検討した。以下では、現行の司法

解釈と民法典の内容について説明することとしたい。 

 

1 交通事故損害賠償司法解釈 

最高人民法院は、責任主体およびその範囲の裁判基準を統一する等の目的をもって234、

2012 年 9 月 17 日に「道路交通事故損害賠償事件の審理にあたって適用される法律に関す

 

232 曹険峰＝張龍「『侵権責任法』第 49条の解釈研読——主体分離下的道路交通事故侵権責任

論綱」法律科学（西北政法大学学報）第 1期（2017年）113頁以下参照。 

233 王勝明・前掲注（226）288頁以下参照。 

234 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199）3頁。 
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る若干の問題の解釈」235（以下「交通事故損害賠償司法解釈」という）を制定した。また、

2021年民法典の施行により、最高人民法院は一部の内容を改正した236。以下では、2012年

の内容に基づき、各条文において責任主体の内容がどのように定められていたかについて

論じ、2021 年の改正については、従来の内容と変更点がある場合には、条文ごとにその

内容を明示することとする。 

2012 年の司法解釈においては、責任主体について全 13 条の規定が置かれた。しかし、

9 条（2020年改正には７条となった）以下は道路管理者責任など共同不法行為に関する規

定であり、一般の責任主体の規定より複雑であるため、本稿では検討しないとする。以下

では、1条から 8条までの規定とその趣旨を整理する。 

(1) 1条（現1条）は、侵権責任法49条に規定された所有者側の「過失（原語：過錯）」

についての解釈指針を示したものである。立案趣旨において、侵権責任法 49 条の規定は、

直接支配ないし現実支配と運行自体から発生する利益(いわゆる限定的な二元説)をもって

判断されたものであると確認した上で、所有者側の過失について、具体的な内容が明示さ

れた237。一方、当該条文は、所有者の責任とならびに、侵権責任法 49 条に規定されてい

ない管理者の責任とも追加された。 

(2) 2条（現民法典 1212条）は、無許可運転（日本法上無断運転と類似する）に関する

規定である。他人の自動車を許可なく運転して交通事故を発生させて損害が生じた場合、

運転者が損害賠償責任を負うとされた。一方、自動車の所有者または管理者に過失（原

 

235 公布、改正の詳細については、前掲注（16）を参照。 

236 2020年 12月 23日に最高人民法院の「民事裁判における『中華人民共和国労働組合法』

の適用に関する若干問題の解釈など 217件の民事系司法解釈の改正に関する決定（原語：関于

修改「最高人民法院関于在民事審判工作中適用『中華人民共和国工会法』若干問題的解釈」

等 217件民事类司法解釈的決定』（法釈［2020］17号）により改正され、2021年 1月 1日から

施行される。 

237 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199）27頁以下。ここでは、過失の内容につい

て、1条の規定により、下記の内容が含まれている。①自動車に欠陥が存在し、その欠陥が交

通事故発生の原因の一つであることを知り、または知り得べかりしとき、②運転者が無免許

であること、または無免許と同一の状態であることを知り、または知り得べかりしとき、③

運転者が飲酒、国家が禁止する精神薬品または麻酔薬品の服用、または自動車の安全運転を

妨げる疾病等により自動車を運転できないことを知り、または知り得べかりしとき、④その

他、自動車の所有者または管理者に過失があるとき。条文の翻訳が粟津光世弁護士の翻訳に

参考する。粟津・前掲注（10）590頁参照。 
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語：過錯）があるときは、自動車の所有者または管理者が相応の損害賠償を負うと定めら

れた。ただし、盗難等の場合は、侵権責任法 52 条の適用となるため、本条の範囲から排

除される。 

本条の立案趣旨238においては、運転者の責任が判断された場合、運行支配について、運

転者が事実上運行支配を有すると明示された。しかし、運行利益に関する説明では運転者

が自動車の運転により獲得する利益は、経済利益だけではなく、精神利益も含まれると言

及された。本条は民法典により立法化された。 

(3) 3条（現民法典 1211条）は、名義貸し（原語：挂靠239）に関する規定である。名義

貸しの場合、名義貸主と名義借主が責任主体とされた。立案趣旨240には、名義借主は直接

な運行支配を有し、その運行により利益を得られると明示された。また、名義貸主の判断

について、運行支配が名誉借主の選択、管理、監督により運行支配を有していると理解さ

れ、管理費を含めて経済利益だけではなく、市場シェアの拡大、影響力の増大などの内容

が運行利益に含まれると言及された。本条は民法典により立法化された。 

(4) 4条（現 2条）は転々譲渡と移転登記に関する規定であるが、最終の譲受人が責任

主体であると定められた。立案趣旨241には、本条が上記 2001 年最高人民法院の復函と侵

権責任法 50 条の趣旨の引継ぎであると明示された。したがって、本条が限定的な二元説

により判断されたものと理解するのは妥当であろう。一方、2021 年の修正により、「移転

登記」の文言を「登記」に変更された。 

(5) 5条（現 3条）は、ナンバープレートが偽造された自動車（原語：套牌車）に関す

る規定である。ナンバープレートが偽造された自動車により交通事故が起こした場合、当

該自動車の所有者または管理者が責任主体として定められた。さらに、ナンバープレート

が偽造された自動車の所有者または管理者がナンバープレートの偽造に同意した場合、偽

造ナンバープレートの自動車の所有者または管理者と連帯して責任を負うと規定された。

 

238 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199）44頁以下参照。 

239 挂靠とは、他人の営業名義を借りることを意味する。国営企業、集団企業が経済の中心

を占めた時代は零細企業、個人企業は挂靠によって対外信用と独立採算を維持した。中国で

は現在もタクシー業、運輸業、商業チェーン店等は圧倒的に挂靠の形態をとっている。粟

津・前掲注（10）594頁注 5参照。 

240 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199）54頁以下参照。 

241 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199）62頁以下参照。 
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立案趣旨242からみると、本条文の規定は二元説による判断ではなく、事故予防と制裁をも

って判断された結果である。 

(6) 6条（現 4条）は侵権責任法 51条に規定された他社の部品を寄せ集めて組み立てら

れた自動車（原語：拼装車）が転々と譲渡された場合、全ての譲渡人と譲受人が責任主体

とされる規定である。本条は、侵権責任法 51 条の内容が拡大され、転々と譲渡された場

合においても、全ての譲渡人と譲受人が責任主体として損害賠償責任を負うと明示された

243。上述した通り、侵権責任法 51 条は事故予防と制裁をもって判断されたものであるた

め、本条もその判断基準に準ずる。 

(7) 7条（現 5条）は運転訓練中の事故に関する規定であるが、運転訓練機構（原語：

駕駛培訓単位、日本の教習所と類似する）は責任主体として損害賠償責任が認められる。

立案趣旨244からみると、その理由は、運転訓練機構はその従業員である教員を介して自動

車の運行を支配することができ、またその運行により利益（授業料）が獲得するからであ

る。 

(8) 8条（現 6条）は試乗中の事故により、試乗サービスを提供した者が責任主体とし

て認められた規定である。立案趣旨245からみると、試乗サービスを提供した者はなぜ責任

主体として認められたか、その判断基準は決して明白ではない。立案趣旨には、試乗中の

事故は道路交通安全法等の法律により規制されており、試乗サービスを提供した者は試乗

者に対して侵権責任法上の注意義務があるため、注意義務に違反した場合、侵権責任（不

法行為責任）を負わなければならないと非常に曖昧に説明した。 

上記の内容から、本司法解釈においては、運行支配について、侵権責任法に確立された

直接支配ないし現実の支配である運行支配という判断基準が基本的に順守されているが、

名義貸しの場合、その内容は拡大する傾向が見えた。一方、従来の実務と立法において、

運行利益は運行自体から発生する利益に限ると理解されていたが、本司法解釈においては、

運行利益は精神的利益と間接的利益に拡大されるようになった。さらに、侵権責任法の場

合において、運行支配に重点が置かれ、運行利益はほとんど論じられなかったが、本司法

解釈においては運行利益に対して詳細な説明が多くなり、運行利益に対する理解が拡大解

 

242 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199））69頁以下参照。 

243 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199））81頁以下参照。 

244 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199））96頁以下参照。 

245 最高人民法院民事審判第一廷・前掲注（199））102頁以下参照。 
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釈され、運行利益に偏った傾向がみられる。このように、本司法解釈の内容は、侵権責任

法に確立された限定的な二元説との乖離が生じている。さらに、5 条と 6 条により、最高

人民法院は、これらの事案類型については、侵権責任法が採用した事故予防と制裁の判断

基準を支持している。 

 

2 民法典 

 2021年 1月 1日に中華人民共和国民法典が施行された。同法の第 7編侵権責任は、従来

の侵権責任法に当たる部分である。そして、1208 条から 1217 条までは、自動車交通事故

損害賠償責任に関する規定である。条文の文言からみると、侵権責任法の 49 条、50 条、

51条、52条は民法典の 1209条、1210条、1214条、1213条と対応し、表記が若干違うが、

その内容はほぼ同じであり、その立法趣旨も維持されたとみられる。ただし、1215 条は、

窃盗者、強取者又は強奪者と自動車の使用者が同一人物でない場合、窃盗者、強取者又は

強奪者と使用者が責任主体として損害賠償責任を負うとされた。この立法趣旨は、事故予

防と制裁の判断基準によるものとみられる。 

一方、立法者は 2012 年交通事故損害賠償司法解釈に規定された 2 条と 3 条の内容を立

法化した。前述の検討から分かるように、2 条と 3 条は運行利益が抽象的な利益も含まれ

ると解し、3 条は運行支配を拡大に解釈された。これらからは、民法典の立法者は、従来

の限定的な二元説よりも、運行支配と運行利益の内容を拡張して理解しようとする意図を

有することがうかがえる。 

  

(三) 小括 

 

以上では、中国における交通事故損害賠償の責任主体に関する立法・司法解釈等を説明

した。日本の二元説が中国に導入される以前は、法律規定の欠如と不明確により、責任主

体の判断は実務慣習と政策に頼っており、交通事故損害賠償の責任主体が原則として運転

者とされたが、自動車の所有者または運転者の所属する単位が立替責任を負い、実際上の

責任主体となっていた。その後、理論の不足と制度の遅れが認識され、最高人民法院の司

法解釈等により日本の二元説が中国に導入された。しかし、この時期の二元説に対する理

解は、日本での理解とは異なる、限定的な二元説であった。その後、侵権責任法により、

運行支配に重点を置きながら、限定的な二元説が一般原則として確立されたが、一部の事
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案類型では事故予防と制裁の判断基準も用いられた。さらに、交通事故損害賠償司法解釈

は、事故予防と制裁の判断基準を支持しつつ、限定的な二元説から、運行利益と運行支配

の内容を抽象化したものに拡張された。最後に、民法典においては、この司法解釈の判断

に支持しながら、事故予防と制裁がより重視されるようになった。 

 

第三節 中国における学説の展開 

 

前記に見た通り、中国では二元説が導入される以前、交通事故損害賠償の責任主体につ

いて、殆ど問題視されておらず、学説上も責任主体に関連する論文がほとんど見られなか

った。しかし、今世紀に入るころ、社会の変化とともに、責任主体に関する資料と論文が

いくつか発表されていた。そのうち、もっとも注目され、多く引用された資料は、前述し

た体系書である『日本機動車事故損害賠償法律制度研究』と梁慧星教授の論文であった246。

そして、道路交通安全法が制定された直後、帰責原則にめぐり社会全体から大きな関心が

集まったが、責任主体の判断についての論文は僅かであった。しかし、帰責原則が法律改

正により明確された後は、責任主体に対して研究の興味を示した学者の論文が増えること

となった。以下では、学説を整理した上で、その内容を説明する。 

まず、学説において、二元説を支持する声は極めて多く、多くの学者は二元説を判断基

準として具体的事案の対処を論じた。しかし、それとは反対に、少数説ではあるが、一部

の学者は二元説を否定した。下記では、肯定説と否定説に分けて学説の状況を説明する。 

 

（一） 二元説肯定説 

 

交通事故責任主体の判断について、二元説を支持する学者は多いが、運行支配と運行利

益に対する理解には見解の相違が生じており、一般的に、広義説と狭義説と分類すること

ができる247。 

まず、狭義説は立法・実務上に確立された限定的な二元説と殆ど同じ理解を示した。狭

義説によれば、運行支配とは、自動車に対する事実上の支配である248。例えば、自動車所

 

246 李薇・前掲注（216）、梁慧星・前掲注（214）45頁。 

247 このような分類は、楊立新・前掲注（58）177頁以下参照。 

248 楊立新・前掲注（58）177頁、曹険峰＝張龍・前掲注（232）113頁以下参照。また、張
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有者による運転行為や、無許可運転者の運転行為がこれに該当する。特に、所有者と使用

者が異なる場合、使用者が事実上の運行支配と運行利益を有しているため、使用者を責任

主体にすべきと主張している。一方、運行利益は、自動車の運行により得られた直接利益

であると主張している。自動車の運行により得られた経済的な利益が最も典型的な例であ

る。現在、狭義説が通説である。 

一方、広義説は、運行支配には事実上の支配のほか、潜在的、抽象的な支配も含まれる

とし、運行利益には直接利益、間接利益、そして精神上の満足等が含まれると主張してい

る249。潜在的、抽象的な支配は、自動車所有者が自動車を他人に有償または無償で貸して

使用させ場合などの例が挙げられる。そして、運行利益には、運転技術の向上、自動車運

転の体験なども含まれる。 

ここで、自動車の所有者と使用者が同一人物でない場合において、狭義説と広義説の間

に大きな相違が生じた。例えば、賃貸借により自動車の所有者と使用者が分離した場合に

おいて、狭義説は、自動車の所有者は運行支配を喪失し、使用者が運行支配を有すると主

張している。また、所有者が受領する賃料は、自動車の所有権に基づくものであり、自動

車の運行により得られた利益ではないと説明した250。したがって、自動車の所有者は責任

主体として認められない。しかし、広義説の支持者は、被害者保護の立場から、自動車の

所有者は賃借人から賃料を得ているため、運行利益があるうえに、賃貸借により自動車へ

の支配を喪失していないため、運行支配を有していると主張している251。また、窃盗され

た自動車が交通事故を起こして損害を生じさせた場合、狭義説によれば、窃盗者が事実上

の運行支配と運行利益を有しているため、責任主体として認められるとされる。しかし、

広義説は狭義説の判断が被害者救済には不十分であると批判した。窃盗者に資力がない場

合や、犯人が不明な場合などに、被害者は十分な保護が得られなくなる恐れがあるとして、

広義説は、運行支配は自動車の運転だけではなく、自動車の管理なども含まれるべきであ

ると主張している252。 

 

新宝、謝娜娜は、運行利益を「実際支配力」と解し、自動車の実際の占有と支配を判断基準

として主張している。張新宝＝謝娜娜「「機動車一方」：道路交通事故賠償義務人解析」法学

家第 6期（2008年）46頁以下参照。 

249 楊立新・前掲注（58）177頁以下参照。 

250 張新宝＝謝娜娜・前掲注（248）47頁以下参照。 

251 程嘯・前掲注（220）136頁参照。 

252 楊立新・前掲注（58）183頁以下参照。 
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（二） 二元説否定説 

 

さらに、二元説を否定した学説もあった。それは主に以下の 4つの説である。 

① 単純否定説253 

本説は運行支配と運行利益という二元説の適用を否定する。その理由は、中国では保険

制度の不整備、立法上危険責任の欠如などの中国の諸事情により二元説の適用が当時の実

務に相応しくないと主張した。 

② 運転者責任中心説254 

本説は、交通事故の責任主体を基本的に運転者に限定し、運転者の使用者または保有者

（自動車所有者と合法占有者に限定される）は過失がある場合にのみ損害賠償責任を負う

と主張した。 

③ 物的責任と行為責任説255 

 本説は自動車の使用により直接に交通活動に参入する行為責任主体と、自動車に対し単

に管理責任を負う物的責任主体とを区別し、所有者と使用者が分離する場合においては、

所有者が物的責任を負い、使用者が行為責任を負うと主張した。 

④ 使用者責任と交往安全義務説256 

本説は、道交法 76条の規定を使用者責任原則として、「一方の自動車側」は自動車使用

者であり、侵権責任法 49 条の規定された所有者は自動車交往安全義務人であると主張し

た。本説の論者は、ドイツ法上の「交往安全義務（ドイツ語原語：Verkehrspflicht」を

中国法に導入し、責任主体の問題を体系的に整理しようと試みた。ここでは、交往安全義

務とは、危険回避と危険防止の義務である（中国語原語：危険避免和危険防犯的義務、ド

 

253 汪大富・前掲注（219） 

（https://www.chinacourt.org/article/detail/2009/06/id/363069.shtml、最終閲覧 2023年 12

月 15日） 

254 朱世文「従保有人担責主義到来駕駛人担責主義——対自動車交通事故賠償主体的重新解

構」北京交通大学（社会科学版）第 12巻第 2期（2013年）73頁参照。 

255 謝薇＝韓文「対『侵権責任法』上機動車交通事故責任主体的解読——以與『道路交通安全

法』第 76条責任主体的対接為中心」法学評論（双月刊）第 6期（総第 164期）（2010年）139

頁参照。 

256 王琦「機動車交往安全義務人対交通事故的侵権責任——対立法、司法解釈以及比較法資源的

整合性建構」政治與法律第 2期（2017年）102頁以下参照。 

https://www.chinacourt.org/article/detail/2009/06/id/363069.shtml
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イツ語原語：Gefahrvermeidung und  Abwendungsflicht）。また、危険源である自動車に対

して現実の操縦力（中国語原語：現実操縦力、ドイツ語原語：tatsächliche 

Verfügungsgewalt）を有すれば、交往安全義務を負うべきであると言明した。一方、現実

の操縦力を純粋な事実状態であり、法律上の根拠の有無は考慮されないと解した。例えば、

有権占有と無権占有を問わず、自動車を占有する場合、交往安全義務を負わなければなら

ない。したがって、所有者や使用者以外に、自動車を窃盗した者や強奪した者も交通事故

損害賠償の責任主体である。 

 

（三） 検討 

 

 上述した通り、学説上、二元説が基本的に受け入れられているが、その理解に関しては

広義説と狭義説に分かれている。中国の学界では、交通事故損害賠償の責任主体に対する

議論が立法・司法解釈において遅れている面があった。立法・司法解釈が確立された後、

学説が立法・司法解釈に確立された限定的な二元説から影響を受け、直接な支配・現実的

支配と運行により得られる利益を重視する狭義説が通説となっている。狭義説を支持する

研究者は、①社会通念に合致すること、②法律体系の論理関係に適合すること、③被害者

救済の利便性と効率性に有利であることを主たる論拠としている257。 

一方、広義説については、運行支配や運行利益の概念が幅広く、把握しにくいという問

題点があるため、狭義説と比較して判断基準の不明確さが課題である。また、二元説を否

定する説にも、上述したように、判断基準の不明確性や、理論的適合性などの問題点が存

在し、二元説、特に狭義説を超える優れた学説とは言えない。 

さらに、否定説について、①単純否定説の提唱者は別の基準を提示しなかったため、こ

こでは単純否定説とするが、近年中国の法制度が従前より整備されたため、単純否定説の

批判の前提がもはや失われたと言えよう。②運転者責任中心説は、社会関係と社会構造の

複雑化となる現代社会では、運転者を責任主体に限定することは、被害者救済の立場から

不十分であると考えられる。③物的責任と行為責任説に対して、物的責任と行為責任の区

別は、二元説とは単に解釈アプローチが異なるに過ぎず、結果的に殆ど同じ結論に導かれ

るとの批判がある258。④使用者責任と交往安全義務説は、新しい考え方の啓発として非常

 

257 曹険峰＝張龍・前掲注（232）113頁以下参照。 

258 楊立新＝王毅純「機動車代駕交通事故侵権責任研究」法学論壇第 4期（2015年）90頁参
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に有意義であるが、本説は交往安全義務の中身について詳しく説明されていないし、ドイ

ツ法上の概念をなぜ中国法に導入すべきかについての検討が不十分であると指摘すること

ができよう。 

なお、立法・司法解釈において、一部の事案類型について事故予防と制裁という判断基

準が採用されているが、学界においては、この判断基準を採用する見解や、その理論的根

拠を検討する論説は管見の限り見当たらない。 

  

第四節 中国における判例の動き 

 

 以下では、中国における最高人民法院の指導性案例（判例）と地方裁判例の動きについ

て説明したい。 

 

（一） 最高人民法院の指導性案例 

 

 近年中国では、最高人民法院は各地方の法院の裁判を統一するため、指導性案例（裁判

例）を多数公布した。指導性案例は、判例法としての機能は有しない259が、事実上、各地

方の裁判所の判断基準となっている260。これらの指導性案例のうち、2013 年 11 月８日に

公布された第 19 号は交通事故責任主体に関する唯一の指導性案例である。その内容は下

記の通りである。 

【裁判要旨】 

自動車所有者または管理者が、他人に自車のナンバープレートを貸与し偽造に同意した

（原語: 出借他人套牌使用）場合、または他人が自車のナンバープレートを偽造したこと

を知りながら阻止しなかった場合に、偽造ナンバープレートを付した自動車の交通事故に

より他人に損害を与えた場合、自動車所有者または管理者は、ナンバープレートを付した

 

照。 

259 中国では、裁判例が下級法院の事件処理における「指導・参考」と位置付けられる。裁

判例の効力について、法律上先行する裁判例に従うことを求める規定はない。しかし、事実

上の効力として有すると解するのは一般的である。國谷ほか・前掲注（20）1頁〔但見亮〕。 

260 中国指導性案例制度の詳細については、李艶紅「中国指導性案例制度の現状と課題——最

高人民法院『案例指導に関する規定』と指導性案例を中心に」比較法学 47巻 2号（2013年）

27頁以下を参照。 
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自動車の所有者または管理者と連帯責任を負うものとする。 

【事案の概要】 

2008年 11月 25日５時 30分頃、被告 Y1の運転した自動車 A（偽造ナンバープレート自

動車）は、被告 Y2 の運転した自動車 B との間で交通事故を起こし、自動車 B の乗客であ

る Xは死亡した。被害者 Xの夫 X1、息子 X２、父 X3と母 X4は原告として、Y1、Y2、Y3会

社（自動車 C（真のナンバープレート自動車）の名義上の所有者）、Y4（自動車 Cの実質上

の所有者）、Y5（自動車 A の実質上の所有者である）、Y6（自動車 B の名義上の所有者）、

Y7（Y2（自動車 B の実質上の所有者）の雇用主である）、Y8（自動車 C の保険会社）を被

告として、交通事故損害賠償請求訴訟を提起した。事故発生当時、Y2 の運転は業務履行

外の行為であった。また、自動車 Bは Y5から転々と譲渡し、最終的に Y2が所有者となっ

た。 

一審では、上海市宝山区人民法院は「一、被告 Y5、Y１は原告らに対して葬儀費、精神

的損害慰謝料、死亡賠償金、交通費、延滞費、宿泊費、被扶養者の生活費と弁護士費の合

計 396、863元を賠償する。二、被告 Y2は原告らに対して葬儀費用、精神的損害慰謝料、

死亡賠償金、交通費、誤配工費、宿泊費、被扶養者の生活費と弁護士費の合計 17、084 元

を賠償する。三、被告 Y3、Y4 は上記の判決主文の第 1 項の賠償義務に対して連帯責任を

負う。被告 Y5、Y1、Y2は上記の判決主文第 1、2項の賠償義務に対して連帯責任を負う。

四、原告らのその他の請求を却下する。」と判示した。その後、Y4が控訴した。 

控訴審では、上海市第二中級人民法院は、一審の判断を肯定し、Y4 の控訴を棄却した。

控訴審判決は、Y5が自動車 Aの実質上の所有者であり、Y1と Y5には雇用関係が存在して

いるため、Y5と Y1が連帯責任を負うべきである。また、Y2は自動車 Bの実質上の所有者

であり、事故を起こした運転者であるため、損害賠償責任を負うべきとした上で、Y6 が

責任主体として損害賠償責任を負うことを否定した。その理由は、Y6 が自動車Ｂの名義

上の所有者であるが、自動車Ｂが転々と譲渡されたため、Y6 は自動車Ｂに運行支配を有

さず、自動車Ｂの運転により利益を得られないからである。また、Y2 の運転は業務履行

外の行為であったため、Y7 は責任主体として損害賠償責任を負うべきではないと判断し

た。最後に、「Y3、Y4 は、Y5 らが自車のナンバープレートを偽造したことを知りながら、

その行為を阻止せずに便宜を図り、自動車 A を道路に走らせた。Y3 と Y4 のこのような行

為は他人に自車のナンバープレートを貸与し、偽造に同意したとみなされ、中華人民共和

国道路交通安全法などの自動車管理に関連する法令に違反した。他人に自車のナンバープ
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レートを貸与し、偽造に同意した場合、安全技術基準に合わない車を道路に走らせること

は、道路交通の危険性を高め、公共の安全を危うくすることとなる。したがって、ナンバ

ープレートの貸主は過失があり、事故を起こしたナンバープレートの借主が負うべき賠償

責任につき連帯責任を負うべきである」と判示した。 

【検討】 

この裁判例は、2012 年に交通事故損害賠償司法解釈が施行される前に出されたもので

ある。控訴審判決からは、以下の内容が読みとれる。 

 まず、人民法院は自動車の運転者が職務履行外の運転により事故が起こした場合、使用

者側が責任を負わないと判断した。また、自動車を転々と譲渡された場合、最終の譲受人

が責任主体であると判断した。これらの判断は、後に施行された交通事故損害賠償司法解

釈の規定と一致していた。また、人民法院の判断は限定的な二元説に基づくものであるこ

とが分かった。 

 一方、2012年の交通事故損害賠償司法解釈 5条（現 3条、ナンバープレートが偽造され

た自動車に関する規定）においては、ナンバープレートが偽造された自動車の所有者また

は管理者がナンバープレートの偽造に同意した場合、偽造ナンバープレートの自動車の所

有者または管理者と連帯して責任を負うと規定されたが、本裁判例では、他人が自分のナ

ンバープレートを偽造したことを知りながら阻止しなかった場合という内容が加味されて

いる。最高人民法院は 2013 年に本裁判例を指導性案例として公布したが、この指導性案

例を通してナンバープレートが偽造された自動車により引き起こされた交通事故の場合の

判断を更に明確化した。さらに、最高人民法院は当該指導性案例の公布により、事故予防

と制裁という判断基準をさらに明確にしようとする意図がうかがえる。 

 

（二） 下級審裁判例の動き 

 

一方、近年、下級審裁判例において、運行利益に対する判断が更に拡張される傾向が見

られる。 

まず、司法解釈に二元説が明示されなかった試乗中の事故について、二元説に基づいて、

試乗車サービスを提供した者を責任主体として認めた控訴審の裁判例があった。例えば、
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山東省聊城市中級人民法院の控訴審判決261には、「試乗サービスの提供がマーケティング

手段であり、潜在的な顧客を獲得し、商業利益を獲得することができると理解した上で、

試乗車サービスを提供した者は運行利益を有する」と判示した。 

そして、近年、自動車所有者の配偶者について、運行利益により配偶者を責任主体とし

て認められる判例があった。例えば、2019 年 2 月 18 日広東省清遠市中級人民法院の控訴

審判決には、「運行利益の判断については、経済利益を図る以外に、車両の運行が家庭に

もたらす生活の便利さ、ひいては楽しみ（原語：享受）を含むべきである。このような

『便利さ』は日常生活の様々な便利さを含むべきである。例えば、夫婦の通勤や子供の学

校への送迎、家庭の買い物や営利活動など。つまり車両が家庭の正常な社会交流活動を含

む家庭の共同生活に使用されるのであれば、それは家庭生活の一部と見なすべきである。

そのため、車両の運行利益は夫婦共有と見なすべきであり、運行利益を追求する過程で発

生した不法行為責任（原語：侵権之債）は夫婦共同で負担すべきである」と判示した 262。 

 

第五節 検討 

 

（一） 中国における交通事故損害賠償の責任主体の特徴 

 

 本章では、立法と司法解釈、学説、判例という３つの側面から、中国における交通事故

損害賠償責任主体を説明した。以下では、上記の内容を踏まえて、中国における交通事故

損害賠償の責任主体を検討したい。 

まず、立法と司法解釈の面において説明する。二元説が採用される以前は、長い間、実

務経験と政策により責任主体が判断されており、損害賠償責任主体は原則上運転者とされ

たが、実際上、自動車の所有者または運転者の所属するする単位が責任主体となった。そ

の後、社会制度の変化などにより、二元説が中国の司法解釈等により導入された。ところ

が当時、二元説の受容は、従来の司法実務を制限するためであったことから、二元説に対

する理解は直接支配ないし現実支配と運行自体から発生する利益に限るというような限定

的な二元説となった。 

 

261 山東省聊城市中級人民法院（2014）聊民五終字第 142号。 

262 広東省清遠市中級人民法院（2018）粤 18民終 3617号。黑龍江省哈爾浜市中級人民法院

（2020）黑 01民終 458号の判決書には同じような判断が下した。 
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そして中国において、二元説は侵権責任法により一般原則となった。同法の立法趣旨か

らみると、二元説に対する理解は、司法解釈等により確立された限定的な二元説と一致し

ていた。一方、事故予防と制裁という判断基準も侵権責任法の立法により確立された。現

在、現行の交通事故損害賠償司法解釈と民法典は限定的な二元説を守りながら、ある程度

運行支配と運行利益の範囲を拡張し、特に運行利益の範囲については、精神的満足なども

含まれるかなり広いものとした。さらに、事故予防と制裁を志向する傾向も見られる。 

 学説では、二元説をめぐり、肯定説と否定説があるが、肯定説にはさらに狭義説と広義

説に分かれる。狭義説は、限定的な二元説とほぼ同じような理解であり、現在通説となっ

ている。一方、事故予防と制裁という判断基準を採用する見解や、その理論的根拠を検討

する学説は殆ど見られない。 

 また、判例では、最高人民法院の指導性案例から、限定的な二元説を守りながら、事故

予防と制裁の判断基準を強調するようになっている。そして、地方人民法院の裁判例から、

運行利益への理解が拡張する傾向が見られる。 

 上記の整理から、交通事故損害賠償の責任主体について、中国法は以下の特徴がある。 

 第１に、立法・司法解釈および学説では、二元説を、直接支配ないし現実支配と、運行

自体から発生する利益と解する傾向が依然として根強い。しかし近年、運行支配と運行利

益は拡大する傾向が見られる。 

第２に、運行支配と運行利益について、立法、司法解釈により羅列式の手段を通じて類

型化させた。 

第３に、二元説による運行支配と運行利益という判断基準に加え、一部の事案類型では

事故予防と制裁の基準も併用している。 

 

（二） 問題点 

 

しかし、現代社会では、社会構成がますます複雑化、多様化に進んでおり、これらの特

徴は問題として顕在化する恐れがある。 

まず、中国法上の判断基準が被害者の損害填補の立場から考察すると、決して十分では

ないと考えられる。中国では、実務上の需要により確立された二元説は、被害者の損害填

補という目的に基づいた判断基準ではない。二元説採用の以後においても、被害者救済の

度合いは非常に小さい。 
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また、中国法における、事故予防と制裁の判断基準は二元説との関連性について、中国

法上まだ明白にされていない。近年、立法・実務において、事故予防と制裁の判断基準が

ますます重視される傾向があるが、それらは二元説とは独立に判断すべきか、その適用範

囲はどこまで含まれるかについて、明確にされていない。また、学説上、事故予防と制裁

の判断基準については、研究の空白が残されている。中国の交通事故訴訟制度は、社会の

安定性を重視する傾向が強い一方で、被害者保護の見地はないがしろにされている面があ

り263、事故予防と制裁の判断基準は、被害者の損害填補に有利であると言えない。今後、

この判断基準を、被害者の損害填補とどのようにつなげるかが重要な課題である。 

そして、中国では、近年、立法、実務において、運行支配と運行利益に対する理解が拡

張する傾向が見られ、特に運行利益が幅広く認められるおそれがある。現在、運行利益や

運行支配については立法・司法解釈により類型化されているため、裁判所の判断はそれら

によって制限されている。しかし、社会関係の複雑化が今後さらに進展し、立法、司法解

釈に規定されていない事案が問題となる可能性が高い。その場合、裁判所は運行支配と運

行利益について、限定的な二元説を厳守すべきか、広く解釈するかの議論が生じることは

不可避であり、実務上の混乱をもたらすおそれがある。 

 最後に、訴訟法の立場からみると、第三章で述べたように、日本法上、主張立証責任に

ついて、請求原因説、抗弁説、間接反証説があるが、中国ではこのような議論がほとんど

なされていなかった。その原因の一つは、立法・司法解釈により具体的な類型が規定され

たからである。被害者は損害を受けた場合に、誰が責任主体であるか客観的に判断できる

ことは、類型化のメリットである。しかし、このような類型化が決してすべての事案を網

羅できるわけではなく、社会構造の複雑化が進めば、被害者が類型化されない事件に遭遇

する可能性が高くなる。特に、運行支配と運行利益の範囲の拡張を肯定する場合、主張立

証責任の所在等の問題が解決されないと、被害者にとって主張立証の負担が重くなる恐れ

がある。 

 

第六節 本章の総括 

 

本章では、中国における交通事故損害賠償の責任主体について、立法・司法解釈、学説

 

263 第二章第四節を参照。 
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と判例それぞれの観点から説明してきた。中国では、責任主体の規定と判断基準は、被害

者の救済の立場からみると、決して十分ではないと言えよう。今後、日本法上の制度を参

考にしながら、その改革の方向性をさらに検討すべきであると考える。 
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第五章 交通事故 ADRの必要性     

 

第一節 はじめに 

 

多発する交通事故損害賠償紛争264（以下「交通事故紛争」という）の処理は、訴訟手続

のみでは限界があり265、裁判外紛争解決手続（以下「ADR」という）による交通事故紛争

の解決の需要が高まっている。 

近年、中国では、社会の発展に伴い、ADR 制度に対する政府と社会の認識が深まってい

る。特に立法と司法解釈の公布に伴い、中国の伝統的な特色を持つ人民調停制度と仲裁制

度は改善され、手続の運用においても規範化・具体化されている。また、21 世紀に入っ

てから、世界的な ADRムーブメントの影響を受け、中国は外国の経験と理論を吸収すると

同時に、自国の実情に即した ADR制度の構築を模索している。この過程において、交通事

故損害賠償における ADR（以下「交通事故 ADR」という）の変化は、典型的であり代表的

であると考えられる。特に近年、交通事故紛争の増加により、交通事故 ADRはますます多

元化・活性化されている。例えば、中国の各地に交通事故人民調停委員会などが設置され、

オンラインで紛争を処理することができるプラットフォームも構築された。これらはすべ

て交通事故紛争の処理に新たな活力となっている。しかし、理論や立法の欠如などの原因

により、各 ADR制度自体だけでなく、制度間の関係にも様々な課題が残されている。 

日本の「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」（以下「ADR法」という）の 3

条には、「裁判外紛争解決手続は、法による紛争の解決のための手続として、紛争の当事

者の自主的な紛争解決の努力を尊重しつつ、公正かつ適正に実施され、かつ、専門的な知

見を反映して紛争の実情に即した迅速な解決を図るものでなければならない」というよう

 

264 交通事故損害賠償とは、交通事故により被害者への人身と物件の損害への填補である。

したがって、人損と物損が含まれている。また、日本法上、人損と物損の法律根拠が違う。

人身損害の場合、「自賠法」3条は法的根拠となるが、物件損害の場合、民法 709条の一般不

法行為責任が法的根拠となっている。一方、中国では、道路交通安全法 76条が法的に根拠と

なるが、その規定には人身損害と物件損害が含まれている。  

265 訴訟制度の限界について、主に迅速・簡易・低廉でないこと、解決が円満でないこと、

柔軟性が欠如であることなどが挙げられる。小山昇『民事調停法〔新版〕（オンデマンド

版）』（有斐閣、2004年）52頁、山本和彦『ADR法制の現代的課題 民事手続法研究Ⅲ』（有斐

閣、2018年）4頁以下参照。 
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な基本理念を規定しており、このような理念に基づき設立・運営されている日本の交通事

故 ADRは、中国にとっても重要な参考価値がある。本章は、日中両国の交通事故 ADR制度

を比較するための前提として、交通事故 ADRの必要性について考察していく。 

 

第二節 ADR一般について 

 

（一） ADRの定義 

 

ADRは、英語の「Alternative Disputes Resolution」の略である。一般的に、「代替的紛

争解決手続」、「裁判外紛争解決手続」と訳される266。日本では、ADR 法により、裁判外紛

争解決手続は、「訴訟手続によらずに民事上の紛争の解決をしようとする紛争の当事者の

ため、公正な第三者が関与して、その解決を図る手続」（同法 1 条括弧書）と定義づけら

れている。この定義により、斡旋、調停、仲裁などの手続が含まれる。一方、中国では、

ADR に対して明確な定義がなく、訴訟以外の様々な紛争解決手続の総称として理解されて

いるが267、本章、第六章および第七章で扱う中国の ADR は、便宜上、前記 ADR 法の定義に

含まれる手続とする。 

 

（二） ADRの有用性 

 

ADR の有用性は、通常、裁判手続とりわけ訴訟手続との比較において論じられる。この

観点から、第一に、ADR は簡易迅速な紛争解決を可能にする268。訴訟手続は、事実認定や

法の解釈適用を精緻に行うため、法が定める厳格な方式で行われる手続である。日本や中

国は弁護士強制主義を採用していないが、複雑な事案では弁護士への委任が必要となり、

費用は一般に高額となる。また、上訴制度が存在することもあって、解決まで多くの年月

を要することから、当事者にとっては効率的な解決方法ではない。これに対し ADRは、法

的な専門知識を有しない当事者でも追行可能な簡便な方式で行われ、訴訟よりも短期間で

 

266 中国では、日本語の表現とほぼ同じように「替代性糾紛解决方式」、「審判外糾紛解决方

式」と翻訳されるが、「非訴訟手続（原語：非訴訟程序）」という表現も使われている。范愉

『非訴訟程序（ADR）教程〔第 3版〕』（中国人民出版社、2016年）15頁。 

267 范愉・前掲注（266）15頁以下参照。 

268 山本和彦＝山田文『ADR仲裁法〔第２版〕』（日本評論社、2015年）12頁参照。 
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終結するので、低コストで費用対効果が高く、交渉力が劣位する当事者を支援する紛争解

決手続として注目されている。 

第二に、ADR は自主性・柔軟性に富む手続である269。ADR の利用は当事者の意思に基づ

き、手続の進行方法についても当事者の意向が尊重されることから、訴訟以上に当事者の

自主性に委ねられる部分が大きく、紛争解決の過程を当事者の意思で調整できる。特に、

斡旋や調停のように合意による解決を図る手続では、当事者は解決策の形成にも深く関与

することになり、当事者にとって柔軟性に富んだ満足度の高い結果となることが期待され

る。 

第三に、ADR はプライバシーの保護にも寄与する270。訴訟手続は原則として公開され、

訴訟記録も閲覧に供される。これに対し、ADR は非公開手続であり、当事者はプライバシ

ーを確保しつつ紛争を解決することができる。 

総括すれば、ADR 制度は簡易迅速で、当事者の自主性を尊重した柔軟性を有しており、

プライバシー保護にも適した紛争解決手段として、民事訴訟とは対照的な利点を提供する。

紛争解決手続の多様性を確保することは、個別の事案に適した解決策を見つける上で非常

に重要である。また、適切な事案を ADRで扱うことによって、裁判所の負担も軽減され、

より効率的な司法制度の運営が可能となる。 

 

第三節 交通事故損害賠償紛争と ADR 

 

（一） 交通事故損害賠償をめぐる紛争の特徴 

 

交通事故紛争においても、上記のような ADRの有用性はあてはまるのであろうか。その

前提として、以下では、交通事故紛争の特徴を概観する。 

 交通事故紛争の特徴は主に以下の３つにあると考えられる。 

 

 １ 紛争の偶発性 

交通事故紛争は、偶発的な「一回型」271の紛争であるという特徴がある。すなわち、交

 

269 山本＝山田・前掲注（268）12頁参照。 

270 山本＝山田・前掲注（268）12頁参照。 

271 加藤新太郎「ADRとその普及の条件―訴訟上の和解との比較において―」小島武司『ADR
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通事故紛争は、事故以前には接点がない加害者との間で、突発的に生じる事案が多く、客

観的証拠が必ずしも十分に揃っていない事案も多い。また、被害者に傷害や死亡など深刻

な被害が生じた事案では、紛争の処理において双方の当事者、特に被害者とその家族はよ

り多くの感情を投入しやすい272。そのため、民事訴訟のように、公開法廷での審理や、法

律による一刀両断的な解決に適さない事案も存在する273。 

 

２ 加害者側と被害者側の交渉力の格差 

日中両国において、自動車の運行により生じた損害賠償責任について、強制保険と任意

保険制度が確立されている274。交通事故が発生した後、被害者が損害賠償を求める際には、

保険会社との交渉が必要になる。保険会社は多数の交通事故紛争を日常的に扱うことで豊

富な専門知識を有し、交通事故損害賠償を得意分野とする弁護士に交渉や訴訟を委任する

ことも多い。これに対し、被害者側にとって交通事故は非日常的な出来事で、通常は、人

身傷害に関する医学的知識や、損害賠償に関する法的知識が不足しており、保険会社との

交渉では常に弱い立場にある。これは示談屋や事件屋の温床も提供している275。 

 

３ 裁量評価型要件の類型化・標準化された基準の存在 

また、交通事故訴訟において、損害賠償請求権の要件である過失や過失相殺、および損

害賠償額の認定は、裁判所が様々な事実を総合的に考慮した、裁量的評価により行われる

ことから、通常の金銭請求訴訟よりも、当事者の和解への覚悟や期待の度合いが大きいと

される276。もっとも、当事者にとってその裁量の結果は予想できないという側面も有する

 

の実際と理論Ⅱ』（中央大学出版部、2005年）7頁。 

272 杉浦康彦「交通調停の進め方」『民事調停の諸問題』（別冊判例タイムズ 4号）（1977

年）232頁。 

273 杉浦・前掲注（272）232頁。 

274 日中両国の自動車保険の詳細については、野崎・前掲注（18）を参照。 

275 小柳光一郎「（財）交通事故紛争処理センターにおける業務の実態と今後の課題」ジュリ

1207号（2001年）91頁。一方、中国では、示談屋と近い意味の用語は、「訴訟黄牛」、「鑑定

黄牛」である。最高人民法院審判委員会専職委員杜万華の発言「全国部分地区开展道路交通

事故損害賠償糾紛“网上数据体化処理”改革試点工作情况新聞発布会」人民法院新聞伝媒総

社 2017-11-28（https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/70702.html、最終閲覧 2023年 12

月 15日） 

276 倉田卓次『民事交通訴訟の課題』（日本評論社、1970年）224頁。 
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が、交通紛争の増加に伴う事例の蓄積により、最近では、過失や過失相殺、および損害賠

償費目や損害額の認定について、裁判所、ADR 機関や保険会社は類型化・標準化された基

準を用いている277。このことは、当事者の予測可能性や公平性が担保される利点があるが、

前述のように交通事故紛争の専門性が高まり、保険会社と被害者間の交渉力格差が生じる

要因の一つでもある。 

 

（二） 交通事故 ADRの必要性 

 

交通事故紛争の以上の特徴を踏まえると、加害者側の保険会社との直接交渉や、民事訴

訟だけでは、紛争解決のルートとして十分ではなく、他の紛争類型にも増して ADRの必要

性は高いといえる。このことは、特に以下の点からより明確に理解できる。 

まず、交通事故が発生した場合、最も重要なことは、被害者に迅速かつ効果的な損害塡

補を行うことである。前述したように、交通事故紛争は偶発で、加害者側に比べ被害者側

が常に弱い立場にあり、専門的な知識も不足しているため、どのように救済を受けるべき

か途方に暮れることが多い。紛争解決に訴訟手続を利用した場合、裁判所は証拠に基づい

て事実を認定し、法律に従って判決を下さなければならないため、一般に訴訟手続は厳格

で時間がかかり、被害者の負担を増すことになる。これに対し、ADR 制度の簡易迅速性、

手続の自主性・柔軟性などの有用性を十分に発揮して活用することができれば、被害者は、

費用や負担を軽減することで対等な交渉力を得て、最終的には自主性・柔軟性に富んだ効

果的な救済を受けることができる。  

また、交通事故紛争の中には、裁判所での民事訴訟による解決が必要かつ適切な事案が

存在することは否定できない。しかし、社会の発展に伴い、交通事故紛争は複雑化・多様

化しており、審理の長期化が予想される。その結果、裁判所の負担は増大することになる。

もし、交通事故紛争の一部を ADRによって解決すれば、裁判所の負担が軽減されるだけで

なく、裁判所は訴訟での解決に適した、より複雑困難な事案の解決に集中することができ

る。 

また、交通事故紛争における類型化・標準化された基準は、ADR 機関にも一定の判断基

準を提供するものであり、このような資源を適切に利用することにより、ADR の簡易・迅

 

277 倉田・前掲注（276）224頁。 
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速性をより効果的に発揮することができる。さらに、特に複雑な事件（例えば、高次脳機

能障害）については、ADR 機関も訴訟と共通の判断基準を使用し、または参酌することに

より、訴訟と ADRの間に効果的な連係を構築することができる。 

また、交通事故紛争において、被害者がどれだけの補償を受けられるかは、保険会社の

意向に左右される。保険会社との直接交渉が頓挫した場合に、交通事故 ADRを利用するこ

とで、被害者は保険会社に対する交渉力を回復することで、保険会社に対しても訴訟前の

自主的解決を促し、なおかつ ADRでの賠償額などが、裁判所の判断基準と大きく乖離しな

いことが期待できる。 

このことから、交通事故 ADRの存在は、被害者が迅速かつ効果的に補償を受けられるよ

うにするだけでなく、裁判所の負担を軽減し、保険会社に対し訴訟前の自主的解決を促進

することなど、大きな役割を果たすことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 96 

第六章 日本における交通事故 ADRの現状 

 

第一節 交通事故 ADRの現状278 

 

中国の交通事故 ADR制度と比較するため、本章では、日本の交通事故 ADR制度について

説明したい。 

ADR の分類はいくつかの方法があるが、運営者に着目した分類として、民間型 ADR、行

政型 ADR、司法型 ADR に分類することができる279。ただし、日本の交通事故 ADR には行政

型は存在せず、民間型や司法型による ADRが行われる個別事案の解決に行政機関が介入す

ることもない、これは日本の公安機関の民事不介入の原則と関係がある。 

 

（一） 民間型 ADR 

 

日本では、交通事故紛争を扱う主な民間型 ADRとして、①一般財団法人自賠責保険・共

済紛争処理機構、②公益財団法人交通事故紛争処理センター、③財団法人日弁連交通事故

相談センター、④そんぽ ADRセンター、⑤弁護士会紛争解決センターである。これらのう

ち、①は強制保険である自賠責保険の支払いに関する紛争を扱う機関であり、任意保険の

支払いに関する紛争は②③④⑤で扱われる280。以下では、これらの民間型 ADR 機関につい

て詳述する。 

 

１ 自賠責紛争処理機構 

 

278 交通事故 ADR全般についての主要な先行研究は、我妻学「交通事故紛争の ADRおよび裁

判による解決の現状と課題」仲裁と ADR14号（2018年）19頁以下、日本弁護士連合会 ADRセ

ンター『交通事故の損害賠償と ADR』（弘文堂、2010年）80頁以下、古笛恵子「交通事故にお

ける ADRの現状と課題」ジュリ 1403号(2010年)70頁以下、島田一彦「交通事故における ADR

の運用状況について」ひろば 12号（2001年）45頁以下、中山幸二ほか「シンポジウム／交通

事故 ADR の現代的意義」仲裁と ADR15号（2020年）84頁などである。 

279 山本＝山田・前掲注（268）18頁参照。 

280 自賠法では、損害保険会社等による自動車損害賠償責任保険に加え、農業協同組合、消

費生活協同組合、中小企業等協同組合による自動車賠償責任共済も強制保険の要件を充足す

る（自賠法 5条）。以下本章において、任意保険も含め「保険」や「保険金」に言及する場

合、別記がなくとも「共済」や「共済金」も含むものとする。 
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（1） 設立の経緯 

日本では、1955 年に「自動車損害賠償保障法」（以下「自賠法」という）の施行により、

自賠責保険という強制保険制度が導入された。自賠責保険については、制度導入以来、政

府再保険制度を通じた支払適正化措置により、保険金の適正な支払を確保してきたが281、

2001 年に自賠法の改正により、政府再保険制度が廃止され、保険金の支払いの適正化を

担保する制度の一つとして、保険金等の支払に係る紛争につき、公平・中立な判断を行う

第三者機関である指定紛争処理機関（自賠責法 23 条の 5）の制度が創設された。2001 年

に、自賠責事業を営む損害保険会社等の資金拠出により設立された、財団法人自賠責保

険・共済紛争処理機構（以下）「処理機構」という）は、2002 年に国土交通大臣および金

融庁長官により指定紛争処理機関の指定を受けた。処理機構は、2011 年に一般財団法人

に移行した282。 

（2） 業務内容と手続 

「一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構定款」（以下「定款」という）３条により、

処理機構は、「自動車損害賠償責任保険又は自動車損害賠償責任共済からの支払いに係る

紛争の公正かつ適確な解決による被害者の保護を図るための事業を行い、もって公共の福

祉の増進に寄与すること」を目的とする。そして、その業務内容は主に相談等の事業と調

停事業である（定款４条）。 

① 相談等の事業 

 

281 政府再保険制度においては、保険の６割について国による再保険が行われていた。国

は、自賠責の保険金支払いに際し、全事案について支払基準に合致しているか審査し、必要

に応じて追加支払いの指導等を行っていた。西崎哲郎「来年４月から政府再保険廃止―自賠

法改正の経過と課題―」運輸政策研究 4巻 2号（2001年）61頁。 

2001年の法改正は、政府再保険制度の廃止と自賠責紛争処理機構の設立により、政府は処理

機構の指定と所要の監督を行うようになった。自賠法改正の詳細については、岩川勝「自賠

責保険の制度改正について」ひろば 54巻 12号（2001年）12頁、我妻学「人身傷害と裁判外

紛争処理制度(ADR)」判タ 1088号（2002年）13頁以下を参照。 

282 一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構「指定紛争処理機関 一般財団法人 自賠責

保険・共済紛争処理機構について」(https://www.jibai-adr.or.jp/about_01.html、最終閲覧

2023年 12月 15日） 

2001年 11月「自賠責保険・共済紛争処理機構の設立について」金融庁資料

（https://www.fsa.go.jp/singi/singi_zidousya/siryou/f-20011108-3a.pdf、最終閲覧 2023年

12月 15日） 
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相談等の事業は、一般財団法人に移行してから始まった事業である。その対象は、自動

車損害賠償責任保険又は自動車損害賠償責任共済における保険金若しくは共済金又は損害

賠償額に係る相談等（相談等業務規程 2条）であり、原則として電話により行う（同 4条

２項）。 

② 調停事業 

自賠法において、保険金等の支払いに関し当事者の申請により指定紛争解決機関が行う

調停は、「紛争処理」と呼ばれる（同法 23 条の 6 第１項 1 号）。指定紛争処理機関は、紛

争処理業務に関する規程を定め、国土交通大臣および内閣総理大臣の認可を受けなければ

ならない（同法 23条の 11第 1項）。 

指定紛争処理機関は、人格が高潔で識見の高い者のうちから、国土交通省令・内閣府令

で定める数以上の紛争処理委員283を選任し（自賠法 23 条の 7 第 1 項）、紛争処理を行う事

件ごとに、紛争処理委員のうちから指定紛争処理機関の長が指名する者に紛争処理を実施

させなければならない（同条 2 項）。処理機構の紛争処理規程によれば、紛争処理を実施

するため、本機構の理事長は３名以上の紛争処理委員を指名し、紛争処理委員会を開催す

る（紛争処理業務規程（以下「規程」という）12 条１項）。そのうち、理事長が指名した

主任となる紛争処理委員（以下「主任委員」という）が紛争処理を指揮する（同条２項）

284。 

紛争処理は非公開手続である（自賠法 23条の13）。紛争処理規程は、当事者の意見陳述

および証拠資料の提出は原則として文書で、また、機構による紛争処理の結果の通知も文

書で行うと規定しており（規程 12 条 5 項）、「調停」と称するが、後述の民事調停等とは

異なり、書面手続である点に特徴がある。また、指定紛争処理機関は、調停業務の実施に

必要な限度において、保険会社又は組合に対して、本機構は文書若しくは口頭による説明

又は資料の提出を求めることができ、保険会社又は組合は、その求めがあつたときは、正

当な理由がない限り、これを拒んではならない（自賠法 23条の12）。紛争処理の結果につ

 

283 機構の運用では、公正中立で、専門的な知識を有する弁護士、医師、学識経験者から選

任される。一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構「紛争処理制度とは」

（https://www.jibai-adr.or.jp/enterprise_02.html、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

284 規程 17条１項により、規程５条１項各号のいずれかに該当するとき又は紛争処理による

解決の見込みがないと認められるときは、紛争処理を打ち切ることができる。また、同条２

項により、紛争処理を打ち切るときは、本機構は、その旨を紛争の当事者に文書により通知

し、訴訟手続等当該紛争の解決のために適当と思われる方法を教示することができる。 
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いて、片面的拘束力しか持たず、保険会社、共済がそれに拘束されるが、申請者側は拘束

されない（自動車損害賠償責任保険普通保険約款 19 条の 2、JA 共済自動車損害賠償責任

共済約款 19条の 2等） 

なお、2022 年の自賠法改正により、本機構の手続利用を促進するため、時効の完成猶

予（自賠法 23 条の 14）と、訴訟手続の中止（同法 23 条の 14）について明文規定が置か

れた285。紛争処理に係る費用は原則として機構が負担する（規程 19条）。 

（3） 解決実績 

処理機構の 2022 年度（令和 4 年度）の事業報告286によれば、調停業務を開始した 2002

年度以降、受付件数、審査件数は増加していたが、2016 年度に受付件数と審査件数がい

ずれも最高値に到達した後は減少に転じた。2021 年からは再び上昇に転じたが、増加幅

は小さい（具体的な数値について、下記の図 1に参照）。 

 

 

 

 

285 2022年自賠法の法改正に関して、内閣府が参議院に提出した法律案には、「自動車事故

による被害者の保護の増進及び自動車事故の発生の防止を一層図るため、当分の間の措置と

して実施している被害者の保護の増進又は自動車事故の発生の防止の対策に関する事業を恒

久的かつ安定的に実施する措置を講ずるとともに、指定紛争処理機関による紛争処理の手続

の利用を促進するため、調停による時効の完成猶予及び訴訟手続の中止の特例を新設する措

置等を講ずる必要がある」という理由が明示されている。（参議院第 208回国会（常会）「自動

車損害賠償保障法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法律案」

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/208/pdf/t0802080362080.pdf、最終

閲覧 2023年 12月 15日） 

286 一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構「令和 4年度事業報告」

（https://www.jibai-adr.or.jp/pdf/reiwa_5/r5_jigyohokoku.pdf、最終閲覧 2023年 2023年

12月 15日） 
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図 1  紛争処理業務の受付件数 

 
出所）自賠責紛争処理機構の公式サイトに公開された 2022年事業報告により作成した。

（https://www.jibai-adr.or.jp/pdf/reiwa_5/r5_jigyohokoku.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

 

一方、紛争処理日数について、2011 年度に平均処理日数は 106.2 日を要していたが、

2019 年度にては 75.1 日まで短縮した。その後、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響

などにより平均処理日数は 105.6 日と大幅に長期化した。2021 年度および 2022 年度の平

均処理日数はいずれも 103日台であり、依然として長期の傾向が続いている。 

また、相談等受付件数も、紛争処理業務とほぼ同じ傾向を示しており、2016 年度には

過去最高となったが、その後は減少に転じている（図 2）。 
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図 2  相談等受付件数 

 

(注)2010年度までの件数には、本機構に対する苦情等を含む。 

出所）自賠責紛争処理機構の公式サイトに公開された令和 4年（2022年）事業報告により作成し

た。（https://www.jibai-adr.or.jp/pdf/reiwa_5/r5_jigyohokoku.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15

日） 

 

 

２ 公益財団法人交通事故紛争処理センター 

（1） 設立の経緯287 

任意保険の支払いに関する紛争を処理する代表的な ADR機関の一つが、公益財団法人交

通事故紛争処理センター（以下「紛セ」という）である。紛セの前身は、1974 年に発足

した「交通事故裁定委員会」である。同委員会が設立された背景として、当時日本の損保

会社が、アメリカ等ではすでに普及していた、保険会社による示談代行サービス付の自動

車保険を販売しようとした際に、日弁連等から、被害者への不公平をもたらし、弁護士法

 

287 設立の経緯について、竹内淳博「交通事故紛争処理センターの業務」仲裁と ADR15号

（2019年）49頁、浦川道太郎「紛争の現状と ADR機関の展望――交通事故紛争処理センタ

ー」ひろば 67巻 6号（2014年）24頁以下、小柳・前掲注（275）91頁以下、守永宗「（財）

交通事故紛争処理センター」ひろば 53巻 3号（2000年）36頁以下、松代隆「財団法人交通事

故紛争処理センターの現状と課題」交通 23号（1995年）44頁以下、加藤一郎ほか「〔座談

会〕交通事故紛争処理センター20年」ジュリ 1055号（1994年）68頁以下、八島淳一郎

「（財）交通事故紛争処理センターについて」自正 41巻 12号（1990年）50頁以下等参照。 
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72 条の非弁活動に該当する恐れがあるとして議論が生じた。その後、日弁連と損害保険

協会の間で覚書が締結され、被害者救済を確保するため、損害保険協会が、和解あっせん

機能を持つ「交通事故裁定委員会」を設立した。そして、中立公正の立場を強化するため、

1978年には「財団法人交通事故紛争処理センター」に発展・改組し、さらに、2012年4月

1 日には、財団法人から公益財団法人へ移行している。現在（2023 年）、紛セは全国に 11

ヵ所の拠点288を有する。 

（2） 業務内容と手続 

紛セの目的は、「交通事故の関係者の利益の公正な保護を図るため、交通事故に関する

紛争の適正な処理に資する活動を行い、もって公共の福祉の増進に寄与すること」である

（「公益財団法人交通事故紛争処理センター定款」（以下「定款」という）3 条）。また、

その業務は、自動車事故に伴う損害賠償に関する紛争を解決するために、法律相談、和解

あっ旋および審査などを行うことであり（公益財団法人交通事故紛争処理センター利用規

定(以下「利用規定」という)1（１））、その利用は基本的に無料である（定款 4条）。紛セ

は審査会の裁定事案のうち、主要事案を体系的に整理して「交通事故裁定例集」として刊

行している。また、交通事故損害賠償や自動車保険制度に関する調査研究や、普及啓発活

動も行っている。 

一方、手続の対象は、人損と物損による損害賠償に関する紛争であるが、自転車事故の

保険金や共済金の支払いに関する紛争は対象にならない（利用規定１(2)）。また、加害者

が任意自動車保険契約をしていない場合、加害者が契約している任意自動車保険の約款に

被害者の直接請求権の規定がない場合、加害者が契約している任意自動車共済が、指定さ

れた共済289以外である場合、交通事故の加害者、保険会社又は共済組合が同意しなければ、

手続の利用はできない（利用規定の 1(3)）。紛セにおける手続には、時効の完成猶予の効

力はないため、申立人自身で所要の措置を取る必要がある290（利用規定 25（1）参照）。 

 

288 紛争処理センターの本部は東京にあり、高裁所在地と同じ全国 7カ所に支部を設置され

た。それぞれは札幌、仙台、名古屋、大阪、広島、高松、福岡である。また、さいたま市、

金沢市と静岡市に相談室が置かれている。 

289 利用規定 1条３項により、指定された共済は、下記のとおりである。全国共済農業協同

組合連合会(JA 共済連) 、全国労働者共済生活協同組合連合会(全労済) 、全国トラック交通

共済協同組合連合会(交協連)、全国自動車共済協同組合連合会(全自共)全日本火災共済協同組

合連合会(日火連)である。 

290 ADR法による認証紛争解決手続ではないため。 
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次に、相談と和解あっ旋、審査の具体的な手続について、概観したい。 

① 相談と和解あっ旋 

手続の利用は、交通事故の被害者からの利用申込書の提出による（特段の事情がある場

合は、口頭による利用申込みも可能である。利用規定 2(1)）291。また、法律相談業務は和

解あっ旋を前提として行うものとし、一般的に、相談と和解あっ旋を同じ嘱託弁護士が担

当する（以下「相談担当者」という）292。和解あっ旋は、一回に１時間をめどに行い、早

期解決に努めるものとされるが（利用規定７(1)）、和解あっ旋を開始した後に、治療中や、

後遺障害等級認定手続中などの状況が判明した場合、手続を停止することができる（利用

規定 13条、14条）。 

手続の終了事由として、和解成立、不成立や取下げのほか、訴訟の移行に関連する内容

も含まれている（利用規定 15条）。すなわち、保険会社から訴訟移行の要請が出された場

合、手続を中断し訴訟による解決が適当かどうかを紛セで審議する。高度な医学的判断が

必要な場合など、訴訟による解決が適当と紛セが判断した場合、和解あっ旋手続は終了す

る（同条④）。 

② 審査 

相談担当者は、和解成立の見込みがなくあっ旋不調と判断したときは、不調となったこ

とを当事者に通知する（利用規定 16（１））。当事者は、あっ旋不調の通知を受けた日か

ら 14日以内に限り、審査の申立を行うことができる（利用規定 16（2））。審査申立がされ

た場合、紛セは学識経験者および弁護士の中から選任された中立公正な立場の審査員（現

在の運用では３名）から構成する審査会を組織する（利用規定 5条）。 

審査会は、相談担当者から個別事案の説明やそれぞれの主張を聴取し、裁定を行う（利

用規定 19(1)）。ただし、物損の審査において、事案解決のために審査会が必要と認める

一定の条件を満たさない場合など、審査に適さない場合は審査不適の決定をし、審査、裁

定を行わない（利用規定 19(2)）。ちなみに、審査裁定および和解あっ旋は、判例・裁判

 

291 電話予約後の待ち日数は、従前から課題とされているが、2010年に大阪支部は 30日未

満が定着し、人身事件については２週間程度で安定してきたと言われている。新美育文ほか

「〔座談会〕センターが直面する新たな局面と今後の展開――センター創立 40周年を迎えて

――」（公財）交通事故紛争処理センター編集『交通事故紛争処理の法理（公財）交通事故紛

争処理センター創立 40周年記念論文集』（ぎょうせい、2014年）623頁〔浦川道太郎発言〕。 

292 相談担当者との信頼関係を築き、担当弁護士の責任感を高める目的とされている。我妻・

前掲注（278）23頁。 
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例、紛セの裁定例、合同会議の検討結果、日弁連交セが作成した「交通事故損害額算定基

準」（いわゆる「青本」）や、日弁連交セ東京支部が作成した「交通事故訴訟損害賠償額算

定基準」（いわゆる「赤本」）等を参考に行われる293。 

審査および裁定については、以下に述べるように申立人（被害者）に有利な片面拘束型

の仕組みがある。申立人による審査申立の取下げに制限はないが、相手方が取り下げる場

合には、申立人の同意が必要とされる（利用規定 20条）。申立人は、裁定の告知を受けた

日から 14 日以内に、裁定に対する同意又は不同意を紛セに回答しなければならない。期

間内に回答しない場合は不同意が擬制されるが、同意した場合でも、申立人は示談書また

は免責証書の作成に応じないことで同意の撤回が擬制される（利用規定 21）。このように、

申立人は原則として裁定に拘束されないが、紛セとの協定等がある保険会社等は裁定を尊

重しなければならない（利用規定 22条）。このような片面拘束型の審査制度が「ちょうど

伝家の宝刀のように後ろに控えている」ことが、斡旋による和解成立率の高さの原因と指

摘されており294、日本における他の ADR で片面拘束型を採用する呼び水になったと評価さ

れている295。 

（3） 解決実績 

2022 年度の紛セ「事業の概要 2022」296によれば、1974 年の設立から 2022 年度末までの

（新規の）相談・和解あっ旋の受付件数は約 25万 4千件であり、そのうち 17万 6千件が

和解に至っている。そして、全体的な相談件数等の推移（図 3）を見ると、2011年をピー

クに減少傾向にあり、2022年には微増に転じている。過去 5年間の審査件数と和解成立件

数（図 4）を見ると、審査によって和解が成立した割合はいずれも 8割を超える。 

 

 

 

293 八島・前掲注（287)51頁、浦川・前掲注（287)26頁。 

294 松代・前掲注（287)45頁。 

295 山本和彦「片面拘束型 ADRの意義と課題」仲裁と ADR13号（2018年）2頁。 

296 公益財団法人交通事故紛争処理センター「事業の概要 2022」

（https://www.jcstad.or.jp/wp/wp-content/uploads/2022/09/jigyounogaiyou2022.pdf、最終

閲覧 2023年 12月 15日）。 
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出所）「事業の概要 2022」９頁（https://www.jcstad.or.jp/wp/wp-

content/uploads/2022/09/jigyounogaiyou2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

 

 

 

図 4  2017 年から 2021 年まで 5 年間の審査件数(審査件数、和解成立件数) 

出所）「事業の概要 2022」13頁（https://www.jcstad.or.jp/wp/wp-

content/uploads/2022/09/jigyounogaiyou2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

 

図 3  相談件数(新受件数、再来件数)等の推移 
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一方、相談および和解あっ旋手続が行われた日数の統計は公開されていないが、和解成

立事案における和解成立までの来訪回数は、統計（表 1）によれば、2021年度は 3回まで

の来訪により約 65%、約 5回までの来訪により約 89％で和解が成立しており、最近の５年

間の推移を見、和解成立の迅速化の傾向は安定的になっている」とされる297。 

 

表 1  和解成立に至るまでの来訪回数(5 年間) 

出所）「事業の概要 2022」12頁（https://www.jcstad.or.jp/wp/wp-

content/uploads/2022/09/jigyounogaiyou2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

３ 日弁連交通事故相談センター 

（1） 設立の経緯298 

  日弁連交通事故相談センター（以下「日弁連交セ」という）は、当時激増していた交通

事故の被害者の救済を図ることを目的として、日本弁護士連合会が 1967 年に運輸大臣

 

297 「事業の概要 2022」12頁（https://www.jcstad.or.jp/wp/wp-

content/uploads/2022/09/jigyounogaiyou2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日）。 

298 設立経緯について、小林覚「公益財団法人日弁連交通事故相談センターの示談あっ旋」

仲裁と ADR第 13号（2018年）61頁、栗原浩「公益財団法人日弁連交通事故相談センターの紹

介」自正 63巻 10号（2012年）36頁など参照。 
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（当時）の認可を得て設立した財団法人である。設立当初の主な事業は法律相談であった

が、その後示談あっ旋などの事業も開始した。さらに、2012 年には内閣府から公益認定

を受け公益財団法人に移行し、国土交通省の補助金や民間関係団体からの寄付金を受けて

事業を行なっている。現在（2023 年）、日弁連交セは全国の弁護士会に支部(54 支部)を置

き、156 か所の相談所で無料法律相談を、42 か所の本・支部で示談あっ旋・審査を、8か

所で高次脳機能障害面接相談を実施している。 

（2） 業務内容と手続 

 日弁連交セは、「自動車事故に関する損害賠償問題の適正かつ迅速な処理を促進し、も

って公共の福祉の増進に寄与することを」を目的（公益財団法人日弁連交通事故相談セン

ター定款（以下「定款」という）3 条）とされ、現在の主な業務は相談事業（電話相談、

面接相談など）、示談あっ旋・審査事業と調査研究事業である（定款 4条）。これらの手続

の利用は全て無料である。調査研究事業では、青本の出版や、研修を実施している。 

また、日弁連交セの対応できる紛争は、自賠責保険または自賠責共済に加入することを

義務づけられている車両による、国内での自動車・二輪車事故の民事関係の問題に限る。 

 ① 相談事業299 

相談事業について、電話相談、面接相談と高次脳機能障害の相談ができる。電話相談の

時間は 10 分程度である。面接相談は、全国 157 か所の相談所で、弁護士による国内の自

動車事故の損害賠償問題に関する無料相談を受け付けており、一回の相談時間は 30 分程

度、原則 5回まで相談可能である。 

さらに、高次脳機能障害の相談は、電話相談と面接相談の利用ができるが、電話相談は

原則一回のみで 30 分程度である。その後、さらなる相談が必要な場合は面接相談の利用

が可能である。面接相談は、東京、札幌、千葉、関内（横浜）、名古屋、大阪、京都、福

岡の相談所で行われている。 

また、2022 年から❶電話相談のフリーダイヤル、❷毎週水曜日の夜間電話相談、❸面

接相談の Web予約も開始した。 

 ② 示談あっ旋・審査事業 

示談あっ旋と審査は、人損と、人損を伴う物損に係る紛争を対象とするが、物損のみの

 

299 「公益財団法人日弁連交通事故相談センターご案内」8頁以下参照（https://n-

tacc.or.jp/wp-content/uploads/2022/09/panf2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日）。 
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場合、賠償義務者が指定の任意保険会社、任意共済のいずれかに加入していることが条件

となる。また、一部の例外を除き、自転車の事故は示談あっ旋の対象にはならない300。 

示談斡旋の委嘱を受けた弁護士は、裁判例の傾向、社会情勢および前述した青本等を基

準に、原則3回までの示談斡旋を行う301。また、 紛セと異なり、公平性担保の観点から、

面接相談と示談あっ旋を担当する弁護士は別人とされる302。 

さらに、日弁連交セが行った 9 共済303の示談あっ旋が不調（打切り、不成立）となった

ときは、審査手続へ移行することができ、3 名の弁護士によって構成される審査委員会が

審査を行って判断がなされる。審査結果について被害者側が同意するかどうかは自由であ

る一方、被害者側が審査結果に同意した時は、相手方の共済は審査委員会の作成した審査

意見（評決）を尊重することになっている（いわゆる片面拘束型）。その場合はその審査

意見にそった示談成立書が作成される。 

（3） 解決業績 

センターが公開したデータ（図 5）を見ると、相談事業の変動は基本的に交通事故発生

件数の変動と一致しているが、交通事故発生数は 2004 年をピークに、同年以降は減少の

一途をたどっているのに対し、相談事業の件数は 2014 年まで増加傾向を続けていた。そ

の後、面接相談件数は減少傾向にあるが、電話相談件数は年々増加傾向にある。 

 

300 全労済の「マイカー共済」には、平成 18年 8月 1日以降に自転車賠償責任補償特約を付

保している場合、被共済者（保険契約者）が所有、使用、または管理する自転車も共済自動

車に含まれる。そのため、自転車事故に関しても示談あっ旋が行えるようになった。 

301 小林・前掲注（298)63頁。 

302 我妻・前掲注（278)22頁。 

303 日弁連交セの公式サイトによれば、審査手続に移行可能な 9つの共済は、下記の通りで

ある。 

1 全労済（全国労働者共済生活協同組合連合会）の「マイカー共済」 

2 教職員共済生協（教職員共済生活協同組合）の「自動車共済」 

3 JA共済連（全国共済農業協同組合連合会）の「自動車共済」 

4 自治協会（全国自治協会）・町村生協（全国町村職員生活協同組合）の「自動車共済」 

5 都市生協（生活協同組合全国都市職員災害共済会）の「自動車共済」 

6 市有物件共済会（全国市有物件災害共済会）の「自動車共済」 

7 自治労共済生協（全日本自治体労働者共済生活協同組合）の「自動車共済」 

8 交協連（全国トラック交通共済協同組合連合会）の「自動車共済」 

9 全自共（全国自動車共済協同組合連合会）の「自動車共済」、全自共と日火連（全日本火災

共済協同組合連合会）の「自動車総合共済 MAP（共同元受）」 
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また、2017 年から 2022 年までの統計（図 6）を整理する304と、示談あっ旋件数は 2019

年が最多の 1051 件であったが、2022年には 742 件であった。この数値は、2019 年の件数

から 30%近く減少した。審査件数は相対的に少なく、2020 年の件数は 41 件と最多で、他

の年は基本的に 20件台であり、さらに 2022年は 14件に減少した。 

 

図 5  日本における交通事故発生件数と当センターの相談実施件数の年度別推移 

出所）「公益財団法人日弁連交通事故相談センターご案内」5頁 

（https://n-tacc.or.jp/wp-content/uploads/2022/09/panf2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15

日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

304 公益財団法人日弁連交通事故相談センター「公開資料一覧」（https://n-

tacc.or.jp/disclosure、最終閲覧 2023年 12月 15日）。 
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出所）公益財団法人日弁連交通事故相談センターの公式サイトに公開された資料により作成し

た。（https://n-tacc.or.jp/disclosure、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

4 そんぽ ADRセンター 

（1） 設立の経緯 

そんぽ ADRセンター（以下「そんぽセンター」という）の正式名称は「損害保険相談・

紛争解決サポートセンター」であり、日本損害保険協会内の一部門である。そんぽセンタ

ーは、保険業法に基づく指定紛争解決機関（金融 ADR機関）として、2010年 9月に金融庁

の指定を受け、同年 10月に業務を開始した。 

（2） 業務内容と手続 

そんぽセンターはて、損害保険に関する一般的な相談等に応じることのほか、協会と手

続実施基本契約を締結している保険会社に対する苦情の解決の申出について苦情解決手続

を実施すること、および、利用者または保険会社からの紛争解決申立てに基づき紛争解決

手続を実施することを業務とする（「そんぽ ADR センター利用規定」（以下、「利用規定」

という）１(1)）。これらの中には交通事故被害者から加害者の任意保険に関する相談や苦

情等も含まれる。手続の利用はいずれも無料で（利用規定３）非公開である（利用規定

6）。 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

示談あっ旋件数 979 1043 1051 846 860 742

審査件数 23 23 25 41 20 14
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図 6  2017 年から 2022 年まで示談あっ旋、審査件数 
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紛争解決手続は、一般紛争、交通事故紛争、地震紛争の３つに分類される305。交通事故

紛争の解決手続は交通事故等の被害者と加害者側保険会社との間の紛争のみを対象（利用

規定 2条（２）②）とする。紛セと日弁連交セが交通事故紛争の解決に重要な役割を果た

していることを鑑み、同センターは経済的合理性などの観点から、東京の一カ所だけで交

通事故紛争を処理している306。 

そんぽセンターによる紛争解決手続は、中立・公正な第三者である手続実施委員(1 名

の弁護士307)が当事者双方の意見聴取（面談方式で２回308）をし、紛争解決のための和解

案を提示して解決に導くものである。通常の和解案によっては和解が見込めない場合、手

続実施委員から特別調停案が提示されることがある。この特別調停案につき、保険会社は

原則として受諾しなければならず、受諾しない場合は申立事案に関し民事訴訟を提起しな

ければならない。なお、紛争決手続きの申立てには、時効完成猶予の効力がある（保険業

法 308条の 14）。 

（3） 解決実績 

前述したように、交通事故紛争を解決するのは東京一か所だけなので、受付件数はそれ

ほど多くない。統計資料309によれば、2010年のセンター設立以来、交通事故紛争の受付件

数は 2014 年度までは年々増加していたが、同年度の 95 件をピークに 2021 年度まで減少

が続いた。2022年度は前年度より微増し、35件であった(図 7)。 

 

 

305 佐々木修「そんぽ ADRセンターの業務」仲裁と ADR12号（2017年）67頁。 

306 佐々木・前掲注（305)67頁。 

307 佐々木・前掲注（305)67頁。 

308 一般財団法人日本損害保険協会の発行した「損保センター「紛争解決」ご利用の手引き

（交通賠責 202304）」により、意見聴取は面談方式でそんぽ ADRセンター東京で行う。また、

面談は２回あり、１回目は申立ての内容を確認するために実施するもので、2回目は和解のた

めに手続実施委員が和解案を提示するために実施するものである。 

309 そんぽ ADRセンター「そんぽ ADRセンター統計号」

（https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/adr/index.html、最終閲覧 2023年 12月 15

日）。 
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図 7  2010 年から 2022 年まで交通事故紛争の受付件数 

 

出所）そんぽ ADRセンターの公式サイトに公開された資料により作成した。

（https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/adr/index.html、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

５ 弁護士会紛争解決センター 

（1） 業務内容 

2023 年 3 月現在、全国で 36 の単位弁護士会が 39 の紛争解決センターを設置している

310。本センターでは、民事紛争一般について、和解あっ旋手続および仲裁手続を行う。弁

護士会によっては、オンライン期日による手続も可能である。 

仲裁は、当事者が仲裁合意により仲裁申立てをした場合や、あっ旋の申立てがあった事

案につき当事者が仲裁合意をした場合に行われる311。 

紛争解決センターで和解斡旋や仲裁を行うのは、経験 10 年以上等の経験豊かな弁護士

や元裁判官、学識経験者などであり、手続は有料である。 

（2） 事業業績 

本センターは、交通事故紛争を専門的に扱う機関ではなく、交通事故紛争の取扱件数は

少ない。2022 年版「弁護士白書」にれば、交通事故紛争（自転車以外）の受理件数は、

 

310 各センターには統一された名称がなく、「仲裁センター」、「あっせん・仲裁センター」、

「示談あっせんセンター」、「紛争解決センター」、「民事紛争処理センター」、「法律相談セン

ター」、「ADRセンター」などと呼ばれている。 

311 その基本の考え方は、仲裁人の能力、仲裁人への信頼を前面に出して紛争解決を図ろう

としたもので、和解あっ旋をし、後に仲裁合意をして仲裁判断をすることである。 
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2016 年度から 2020 年度は 34 から 25 件台であったが、2021 年年度は 15 件であった。一

方、自転車事件は各年度とも 10件を超えず、2021年度は 0件であった（図 8）。 

 

図 8  2016 年から 2022 年まで交通事故紛争の受理件数 

 

出所）2022年版の「弁護士白書」198頁のデータにより作成した。

（https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/statistics/2022/5-10-1.pdf、最終閲覧

2023年 12月 15日） 

 

（二） 司法型 ADR 

 

1 民事調停 

民事調停法は、「民事に関する紛争につき、当事者の互譲により、条理にかない事情に

則した解決を図ることを目的とする」手続であり（民事調停法（以下「民調」という）1

条）、対象事案には交通事故紛争も含まれる。 

交通事故に関する民事調停の管轄は、相手方の住所、居所、営業所もしくは事務所の所

在地を管轄する簡易裁判所、または当事者が合意で定める地方裁判所若しくは簡易裁判所

が有する（民調 3条 1項）。。また、自動車の運行による人の生命または身体が害された場

合の損害賠償に関する調停は、損害賠償を請求する者の住所、居所の所在地を管轄する簡

易裁判所も管轄を有する（同 33条の２）。民事調停の申立ては、時効の完成猶予の効力を

有する（民法 147 条 1 項 3 号）。民事調停手続を行う機関は、原則として、調停主任 1 人

（裁判官または民事調停官）および民事調停委員 2 人以上で組織する調停委員会である
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（民調 5条、6条、22条の 3の 2項 1号）。 

また、裁判所は、調停が成立する見込みがない場合において相当と認めるとき、調停に

代わる決定をすることができる（民調 17 条。以下「17 条決定」という）。当事者が 17 条

決定の告知を受けた日から２週間以内に異議の申立てをしなかった場合、17 条決定は、

裁判上の和解と同一の効力を有する（民調 18条）。調停が成立した場合、調停調書の記載

は裁判上の和解と同一の効力を有する（民調 16条）。調停委員会が、合意成立の見込みが

ないまたは成立した合意が相当でないと認める場合で、17 条決定をしないときは、調停

不成立として事件を終了させることができる（民調 14条）。 

 

2 解決実績 

最高裁が公開した司法統計を見ると、2000 年から全簡易裁判所の新受件数と既済件数

は年々減少している。2020年の新受件数は 2000年の半分にも満たない（図 9）。また、興

味深いことに、地方裁判所の新受件数と既済件数は波形変動を示しているが、全体的に増

加傾向にあり、2020年の新受件数 215件は 2019年の 35件に比べて 5倍以上増加している

（図 10）。 

 

図 9  2000 年から 2020 年まで全簡易裁判所における交通事故紛争の新受件数と既済件数 
 

 

出所）最高裁の公式サイトに公開した司法統計データにより作成した。

（https://www.courts.go.jp/app/sihotokei_jp/search、最終閲覧 2023年 12月 15日） 
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図 10  2000 年から 2020 年まで全地方裁判所における交通事故紛争の新受件数と既済件数 
 

 

出所）最高裁の公式サイトに公開した司法統計データにより作成した。

（https://www.courts.go.jp/app/sihotokei_jp/search、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

 

 

第二節 交通事故 ADRの特徴と課題 

 

（一） 日本における交通事故 ADRの特徴 

 

日本では、モータリゼーションの進展に伴い、1951 年から 1970 年頃にかけてと、1979

年から 2004 年にかけての時期に交通事故件数が大きく増加したが、2004 年以降は一貫し

て減少を続けている312。これに対し、地方裁判所と簡易裁判所における交通事故損害賠償

請求訴訟の新受件数は、2002年以降一貫して増加傾向にある313。また、センターの相談実

施件数（図 5）を見ると、近年の交通事故件数は 1965年以降では最少であるが、相談件数

は交通事故件数が最多であった時期と大きな差はない。このことは、日本における交通事

故 ADRの必要性を物語るものであり、前記の解決実績を見ても、交通事故 ADRが現に紛争

 

312 内閣府編『交通安全白書』令和 5年版（2023年）47頁、 

（https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/r05kou_haku/pdf/zenbun/1-1-1-1.pdf、最終閲覧

2023年 12月 15日） 

313 国土交通省『平成 30年度行政事業レビュー公開プロセス説明資料』（2018年）1頁

（https://www.mlit.go.jp/common/001238886.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 
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解決に重要な役割を果たしていることが分かる。 

日本の交通事故 ADRの特徴は、以下の点にまとめることができる。 

 

1 手続の多様性 

日本において、交通事故紛争を取り扱う ADR手続は運営者（非営利法人、弁護士会、保

険会社の業界団体、司法機関）や、対象とする紛争（強制保険の支払いに関するものか、

任意保険の支払いに関するものか）が異なるものが複数存在する。紛争解決の手法は、い

ずれも、当事者間の合意形成を支援する調整型手続を基本とするが、所在地、対象とする

紛争（民事紛争一般、交通事故紛争一般、保険金支払に関する紛争）、相談事業の有無、

手続の実施方法（書面、面談）などに違いがある。これらは当事者が多様な ADR手続の中

から自分に適した手続を自主的に選択することを可能にすることで、自主的・自律的な紛

争解決を促進するものである。 

 

2 アクセスの容易性 

民間 ADR では、紛争解決に先立つ相談業務において、電話相談や、Web による相談を受

け付けている。また、ほとんどの民間 ADRは無料でサービスを提供している。このように、

紛争解決を必要とする当事者の ADR に対する抵抗感の軽減が図られている。また、ADR は

訴訟に比べて手続が簡易迅速で、被害者本人による追行も可能である。また、一部の弁護

士会の紛争解決センターはオンライン期日が可能であるなど、当事者の利便性を高める工

夫も行なわれている。 

 

3 業務内容および手続の明確性 

交通事故紛争を扱う ADRには、は、保険業法による指定紛争解決機関のように、紛争解

決手続が対象とする紛争や、手続の運営について法で詳細に規律されているものがある。

また、そのような法の規律がない場合であっても、各 ADR機関は通常、運営規則や業務規

定などにより、手続の具体的な流れや、手続主宰者を選任する方法などの具体的な手続準

則を定めている。このような業務内容や手続の明確性は、ADR 手続に対する当事者の予測

可能性を高め、当事者が適切な ADRを選択することを助けている。 

 

4 片面拘束型 ADRの存在 
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交通事故紛争を扱う民間型 ADRでは、片面拘束型を採用している。片面拘束型 ADRには

いくつかの種類があるが、交通事故 ADR の片面拘束は、「片面的調停案尊重」と呼ばれる

ものである。すなわち、手続実施者の調停案につき、事業者側は尊重を求められるが法的

に拘束されるものではなく、あくまで拒否権は留保されているため、裁判を受ける権利に

ついての憲法上の疑義は生じない314。当事者間に定型的な交渉力の格差がある交通事故紛

争においては、当事者間の実質的平等を確保する有効な方策であると評価されている。 

 

（二） 日本における交通事故 ADRの課題 

 

日本の交通事故 ADRもいくつかの既存の問題と、新たな課題に直面している。前者は、

ADR 一般の問題として、訴訟との連携、和解合意に対する執行力の付与、ADR 専門人材の

育成、ADR 機関の経済的基盤などの問題が指摘されている。加えて、紛セと日弁連交セは

最も重要な二つの ADR機関であるが、いずれも ADR法上の認証をうけておらず、認証取得

には消極的姿勢のようである315。 

一方、後者は、DX（デジタル・トランスフォーメーション）の発展に伴い、ADR におい

ても、オンライン化やデジタル化（すなわち ODRの提供）を通じて、運営者や当事者の利

便性をいかに高めるかが新時代の挑戦となっている316。 

 

 

 

 

 

 

 

314 他の片面拘束型 ADRとして、一方当事者のみを拘束する判断をする「片面仲裁」や、仲

裁合意を一方当事者が合意すれば、他方当事者は当然にそれに応諾することを予め約する形

態である「片面的仲裁合意応諾」がある。これら 3種類の分類やその長所・短所について、

山本・前掲注（295)4頁参照。 

315 認証を得ることに対しては消極姿勢のようである。新美ほか・前掲注（291) 625頁以下

〔浦川、新美、江口徹治発言〕。 

316 民事訴訟については、IT化に関する民事訴訟法改正法（令和 4年法律第 48号）が 2022

年に成立し、公布（2022年 5月 25日）後 4年以内に本格的に施行予定である。 
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第七章 中国における交通事故 ADRの現状 

 

第一節 交通事故 ADR前史――道路交通安全法の施行まで 

 

 中国では、交通事故 ADRは交通事故損害賠償請求訴訟制度の変化と密接な関連性がある。

そして、現在の交通事故 ADR制度の確立は、道路交通安全法（以下「道交法」という）の

施行後である。ここでは交通事故 ADRの前史として、中華人民共和国の成立から 2004年 5

月の道交法の施行までの状況を概観する317。 

1951年 5月に「都市陸上交通管理暫行規則」が制定された。同法令により、交通事故損

害賠償に係る紛争の解決手続として、当事者は公安機関による調停制度と、司法機関によ

る民事訴訟制度の双方を利用できるとされた。しかし、調停制度は、当事者の合意によっ

て開始されるものではなく、公安機関の職権によって開始されるものであった。 

その後、上記法令が 1955 年 5 月に廃止され、交通事故の紛争解決を定める法令がなく

なった。これにより、交通事故紛争の解決手続として、公安機関だけでなく、様々な行政

機関が調停を行うこととなった。しかし、各行政機関の権限が不明確であったため、紛争

解決がされないまま放置される不作為の問題が起こるようになった。そして、この状況は

1992年 1月「道路交通事故処理弁法」（以下「弁法」という）の施行まで続いた。 

弁法が施行された後、交通事故紛争解決について、当事者による民事訴訟の提起が可能

になった。しかし、最高人民法院と公安部が発出した「交通事故事件の処理に関する諸問

題の通知（原語：関于処理道路交通事故案件有関問題的通知）」において、当事者は交通

事故に関する民事訴訟を提起する場合、訴状とは別に、公安機関の作成した調停書・調停

不成立書、または事故がどちらかの当事者の違反によって発生したものではない旨の顛末

書を提出しなければならないと規定され、実質上、公安機関による行政調停前置主義が採

用されていた。しかし、2004年 5月 1日に道交法の施行により調停前置主義は事実上廃止

され、行政調停だけではなく、人民調停、業界調停など様々な ADRにより、交通事故紛争

を解決することが可能になった。 

 

 

317 制度変化の詳細については、本論文第二章第二節参照。 
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第二節 交通事故 ADRの現状 

 

中国では、現在、交通事故紛争を解決する様々な ADR機関が存在している。以下では、

行政型 ADR、民間型 ADR、司法型 ADRの順に、その現状を説明したい。 

 

（一） 行政型 ADR――公安機関による調停 

 

道交法 74 条により、交通事故紛争の当事者は、公安機関に調停を申し立てることがで

きる（以下、公安機関による調停を「公安調停」という）。現在では調停前置主義は採用

されておらず、当事者は調停を経ずに直接訴えを提起することもできる。しかし、公安調

停に関する道交法の規定はこの一箇条のみであり、具体的な手続などについては一切触れ

ていない。2004年に国務院が公布した「道路交通安全法実施条例」318（以下「実施条例」

という）は、94 条から 96 条319において、公安調停につき簡素な規律を設けたが、調停申

立期間や調停期間につき、10 日間という非常に短い期間が設定されていることなど、厳

格で柔軟性に欠けている。 

 中国では、日本の公安機関の「民事不介入」とは異なり、交通事故が発生した場合、公

安機関が道交法により事故現場を処理する権限を有するだけでなく、事故責任について事

実に基づき過失割合などの判断を下すこともできる（道交法 73条）。そのため、交通事故

 

318 施行、改正の詳細については、前掲注（94）を参照。 

319 94条 交通事故による損害賠償について当事者間に争いがあり、当事者の全員一致で公

安機関の交通管理部門に調停を要請する場合、交通事故認定書を受領した日から 10日以内に

調停申請書を提出しなければならない。 

死亡交通事故の場合、調停は葬儀の手配が完了した日から開始する。負傷交通事故の場

合、調停は治療が完了した日または後遺障害が確定した日から開始する。物損交通事故の場

合、調停は損害が確定した日から開始する。 

95条 公安機関の交通管理部門が交通事故の損害賠償紛争を調停する期限は 10日である。調

停が合意に達した場合、公安機関の交通管理部門は調停書を作成し、各当事者に送付し、調

停書は当事者全員の署名後に発効する。調停が合意に達していない場合、公安機関の交通管

理部門は調停終結書を作成し、各当事者に送付する。 

交通事故の損害賠償の項目と基準は、関連法律の規定に基づいて実施する。 

96条 交通事故の損害賠償に関する紛争に対して、当事者が人民法院に民事訴訟を提起した

場合、公安機関交通管理部門は調停申請を受理しない。 

公安機関の交通管理部門による調停期間中に、当事者が人民法院に民事訴訟を提起した場

合、調停は終了する。 
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紛争の専門性の観点からは、発生した交通事故と最も直接的に接する公安機関による公安

調停は、他の ADRより明らかな優位性がある。この点をもって、一部の学者は公安調停の

重要性を強調している320。しかし、残念なことに、次のような問題により、公安調停はあ

まり重視されず、形骸化してしまい、紛争の解決に活かすことができていない。 

まず、実施条例は、調停の申立期間を、交通事故認定書を受領してから 10 日以内と非

常に短く設定しており、当事者が期間内に調停の申立てを行うことを困難にしている。ま

た、公安調停については、その具体的な基準と手続の実施方法についての具体的な定めが

不足しており、公安機関が参照すべき基準がなく、調停の過程における混乱と恣意性を引

き起こす可能性が高い321。加えて、交通事故の多発による警察人員の不足などの問題もあ

り、公安機関は公安調停の対応に消極的である322。 

さらに、法律上、公安機関が行った調停書の効力について、執行力の付与などに関する

明確な規律を欠いている。そのため、道交法施行後、保険会社は公安調停による調停書の

効力を認めず、当事者は再び訴訟を起こさざるを得ないという問題が起こった323。その結

果、交通事故損害賠償請求訴訟の激増を招いただけでなく、公安調停に対する当事者の信

頼の低下にもつながった。 

このような状況を受け、訴訟事件の増加による裁判所の負担を軽減するとともに、公安

当局の資源を本来業務である交通事故の現場処理に集中させるため、民事訴訟や公安機関

における調停以外の手段による交通事故紛争の解決の必要性が高まっていた。中国政府も、

多様な紛争解決メカニズムや大調停システム324を推進するようになり325、交通事故紛争の

 

320 余凌雲「改進道路交通事故糾紛的解決機制」清華法學第 1期（2017年）48頁、左衛民、

馬靜華「交通事故糾紛解決的行政機制研究」四川大学学報（哲學社會科学版）第 4期（2005

年）127頁以下参照。 

321 郭春蓮＝王素婷＝姚遠鋒「公安調解制度研究——以上海市公安局浦東分局為例」上海公安

高等専科学校学報第 28卷第 3期（2018年）32頁参照。 

322 郭春蓮ほか・前掲注（321）32頁参照。 

323 范愉「（専家点評）重構道路交通事故解紛機制的嘗試」中国応用法学第 2期（2017年）

102頁。 

324 大調停システムとは、法院調停、人民調停と行政調停各自の役割を十分に果たさせ、三

者間のお互いの連携を積極的に促し、かっ、新たな裁判外紛争処理方法を大胆に創造し実験

することによって、社会の紛争を全面的に解決し、国の安定と人々問の和睦を確保すること

を目指すという紛争解決システムである。大調停システムの詳細については、韓寧「中国調

停制度の新展開」白鴎 27巻 2号（2013年）187頁以下を参照。 

325 2007年 1月中央社会治安総合治理委員会の第一回会議では、人民調停、行政調停および
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解決においても、公安調停を維持しつつ、民間型 ADRや司法型 ADRがより重要な役割を担

うようになった。 

 

（二） 民間型 ADR――人民調停、業界調停、仲裁 

 

１ 人民調停 

中国の人民調停制度については、日本語による先行研究が複数存在する326。人民調停制

度の歴史全般の詳細な説明についてはそれらの先行研究に譲り、本章は、交通事故紛争に

おける役割と機能をよりよく理解するのに必要な限りで人民調停制度について概観する。 

（1） 人民調停の変容 

人民調停制度は中国の伝統的な特色ある ADR であり、建国直後から重視されてきた。

1954年に政務院（現在の国務院）は「人民調停委員会暫行組織通則」327を公布し、人民調

停委員会の性質、組織原則、職務範囲等の詳細が規定された。その後、1989 年に国務院

による「人民調停委員会組織条例」328の制定と、2002年に司法部による「人民調停工作若

干規定」329のを公布により、人民調停制度が徐々に規範化されてきた。 

1990 年代から、社会変革により市民の法意識が高まり、訴訟重視する考え方への変化

や、調停合意の効力に関する規定の欠如などを背景に、人民調停の利用は一時的に減少し

 

司法調停が相互に連携・協力する大調停システムの建設・健全を提唱した。そして、2014年

中国共産党第 18期中央委員会第 4回全体会議は、「調停、仲裁、行政裁決、行政复議、訴訟な

どの有機的な連携、相互協調の多元化紛争解決メカニズムを完備する」と決定した。そし

て、2015年 12月に中国共産党中央弁公庁、国務院弁公庁は『矛盾紛争の多元化解決メカニズ

ムの整備に関する意見（原語：関於完善矛盾糾紛多元化解机制的意見）』を公布し、多元化紛

争解決の具体的な類型を明確にした。 

326 中国の人民調停制度の先行研究について、韓寧・前掲注（324）185頁以下、徐文海「訴

訟と調停の連携（1):日中比較を通じて」立命 350号（2013年）285頁以下、董海隣「データ

から読み取る中国人民調停の動向に関する一考察 : 1986年～2019年の人民調停統計資料に基

づく分析」広法 45巻 3号（2022年）114以下などがあり、また単行書として、韓寧『中国の

調停制度―日本・米国との比較』（信山社、2008年）がある。 

327 「人民調解委員会暫行組織通則」（原語）は、政務院（現在の国務院）により 1954年 3

月 22日に公布され、1954年 3月 22日から施行された。 

328  「人民調解委員会組織条例」（原語）は、国務院により 1989年 6月 17日に公布・施行

された。 

329 「人民調解工作若干規定」（原語）は、司法部により 2002年 9月 26日に公布され、2002

年 11月 1日から施行された。 
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た330。しかし、2010 年に「人民調停法」331（以下「調停法」という）が公布され、人民調

停に対する国の強力な支持と利用促進が行われ、人民調停の利用が再び増加する傾向にあ

る332。 

人民調停とは、人民調停委員会が説得・指導などの方法によって、当事者が平等な協議

に基づき自ら望んで調停合意に達するよう促し、民間紛争を解決する手続である。ここで

の民間紛争は、公民と公民との間、公民と法人その他の社会組織との間の民事上の権利義

務に関わる紛争を含む各種の紛争、すなわち民事紛争一般を指すものであり（以上につき、

「人民調停工作若干規定」20条）、交通事故紛争がこれに含まれることに疑いはない。 

また、手続上、人民調停は当事者の申立てにより始まる場合と、人民調停委員会の主導

で始まる場合があるが、いずれの場合も当事者の一方が調停を明確に拒絶する場合には調

停を行うことができない（調停法 17条）。人民調停委員会は法に従い設立される、民間紛

争を調停する大衆的組織であり、3 名から 9 名の委員で構成され、主任委員 1 名を置き、

必要があれば副主任を若干名置くことができる。 

具体的な事件を担当する調停員333（1 名から数名まで）は人民調停委員会の指定、ある

いは当事者双方により選定される。調停員は調停手続を行うに際し、紛争の状況により多

種多様な方法を採用し、当事者の陳述を十分に聞き、関連法規と国家政策を説明し、根気

よく指導し、当事者の平等な協議と相互理解と謙譲を基礎として紛争の解決策を提案し、

当事者が自ら望んで調停合意に達するよう努める（調停法 22条）。 

調停合意（行政調停も含む）への執行力の付与について、中国では、2009 年に公布さ

れた司法解釈（「訴訟と訴訟外紛争解決制度の連携により紛争解決メカニズムの確立と健

全に関する若干の意見」334（以下「2009年若干意見」という）と民事訴訟法により、調停

合意の有効性を確保する３つの方法がある。方法の１つ目は司法確認であり、２つ目は公

 

330 蘭栄傑「人民調解：復興還是転型」清華法学第４期（2018年）112頁。 

331 「人民調解法」（原語）は、全人代常務委員会により制定された。そして、2010年 8月

28日に公布され、2011年 1月 1日から施行された。 

332 蘭栄傑・前掲注（330）114頁以下。 

333 調停員は人民調停委員会の委員および人民調停委員会が招聘したものが担当するが、18

歳以上の公明正大で、人民調停業務に熱心で、かつ一定の学歴、政治的水準および法律知識

を有する公民が基準となっているが、その中立性と専門性などについては明確な要求がされ

ていない。 

334 「関於建立健全訴訟与非訴訟相銜接的矛盾糾紛解决机制的若干意見」（原語）は、2009

年 7月 24日に最高人民法院により公布・施行された。 
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証機関による公証であり、３つ目は裁判所へ支払命令の申請である。そして、調停法には、

司法確認の手段を通じて調停協議の執行力を付与することが以下のとおり規定されている。

調停合意に達した当事者双方は、調停合意が発効した日から 30 日以内に共同335で人民法

院に司法確認を申請することができ、司法確認後の調停協議により、一方が履行を拒否し

た場合、他方は裁判所に強制執行を要請することができる（調停法 33条）。 

（2） 道路交通事故人民調停委員会などの設立 

前述したように、道交法の施行以前は、公安機関による調停が訴訟に前置するものとさ

れ、人民調停は交通事故紛争に関与することはほとんどなかった。しかし、道交法施行に

より、行政調停前置が崩れ、交通事故紛争に人民調停が介入する新たな機会が生まれた。 

2006 年 8 月には、寧波鄞州区で、全国で最初に道路交通人民調停委員会が設置された

336。そして、2009 年 5 月 20 日に司法部基層司と公安部交管局の通知により、遼寧省、江

蘇省、湖北省、湖南省、広西省の 6省で、人民調停委員会による交通事故紛争解決の試行

を始めた337。この通知は、当事者自治を強調しつつ、人民調停委員会が交通事故紛争を調

停することができる旨を明示するものであり、当事者は公安機関が交通事故認定書を交付

した後、公安機関に調停を請求することもできるし、人民調停委員会に調停を請求するこ

ともできるとされた。また、人民調停委員会の調停は原則一ヶ月以内に終了する必要があ

ると明示した。その後、2010 年に公安部、司法部、中国保険監督管理委員会は、「人民調

停委員会による交通事故民事損害賠償の調停の推進に関する通知」338を公布し、人民調停

委員会により交通事故紛争を解決することを推進した。2009 年の通知とは異なり、2010

年の通知は、初めて人民調停委員会の機構設置と、調停員の選任につき明確な規定を設け

た。機構については、人民調停委員会は道路交通事故人民調停工作室（「事業所」に近い）

や専門的な道路交通事故人民調停委員会（以下「交調委」という）を設置することができ

 

335 この共同申請について、最高人民法院の「2009年若干意見」の 22条により、一方の当

事者が申立を行い、他方がこれに同意した場合においても「共同申請」と見なすことができ

る。 

336 董瑞云＝陳凱宇「人民調解介入交通事故糾紛処理初探」人民調解第 6期（2007年）29

頁。 

337 2009年５月 20日に司法部と公安部により、公布・施行された「道路交通事故損害賠償

の人民調停の試行に関する通知（原語：関於人民調解道路交通事故損害賠償試点工作的通

知）」参照。 

338 「関於推行人民調解委員会調解道路交通事故民事損害賠償工作的通知」（原語）は、公安

部、司法部、中国保険監督管理委員会により 2010年 6月 23日に公布・施行した。 
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ると明示された。また、調停員の選任については、司法部内部の司法行政部門が責任を負

い、主に弁護士、法律関係者または退職交通警察、裁判官、司法行政関係者の中から招聘

することを明示した上で、調停員の研修と経費についても言及した。さらに、手続につい

ては、2009 年の通知と一致し、当事者の意思自治を尊重した上で調停を行い、調停期間

は一ヶ月とされた。 

この通知により全国では、交調委の設立が相次ぎ、2010 年に公安部、司法部、中国保

険監督管理委員会の指示により、交通事故紛争を処理する専門機関として、1400 ヵ所以

上の地域に交調委などが設立され、2014 年に交調委だけが 3016 ヵ所に増加した339。その

結果、交通事故紛争の当事者が人民調停にアクセスしやすくなってきている。 

交調委など設立の主な理由は、1）第 16回全国人民代表大会（2002年 11月 8日から 14

日まで）以来、国は社会矛盾の激化と裁判所の負担を軽減するため、多元的紛争解決メカ

ニズムおよび大調停システムを提唱していること、2）交通事故紛争の増加と行政調停の

弱体化が相まって、交通事故損害賠償請求訴訟件数が増加し、裁判所の負担が重くなって

いること、3）人民調停制度は人員構成、制度構造、財政保障の面で改善され、2010 年に

調停法が公布されたことにより人民調停制度は法的に保障されるようになったからである。 

 （3） 解決実績 

中国統計年鑑340において、2019年以前は、人民調停による交通事故紛争は損害賠償の部

類に分類されていたが、2019 年以降は交通事故紛争は単独の項目として統計がされてい

る。2019 年以降の統計による(図 11)と、2019 年 78.3 万件、2020 年 63 万件、2021 年が

72.8万件、2022年が 69．9万件であり、2020年の数は 2019年を下回っているが、2020年

には増加している。また、2022年の数は、2020年より、2.9万件を減った。そして、全体

から見ると、交通事故紛争は、すべての民間紛争の 8%前後に相当する割合を占めている

（2019年は 8.4%、2020年は 7.7%、2021年は 8.3%、2022年は 7.8%）。 

このように、交通事故紛争が民間紛争に占める割合が大きいことがわかる。しかし、注

 

339 特別報道「全國設立行業性專業性人民調解委員會 2.1萬余個、一大批矛盾糾紛得到就地

解決」人民調解第 9期（2014）8頁。 

340 中国法律年鑑編集部『中国法律年鑑(2020年)』（中国統計出版社、2020年）781頁、同

『中国法律年鑑(2021年)』（中国統計出版社、2021年）791頁、同『中国法律年鑑(2022年)』

（中国統計出版社、2022年）781 頁、同『中国法律年鑑(2023年)』（中国統計出版社、2023

年）787 頁。 
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意しなければならないのは、後述するように、業界調停や仲裁調停も人民調停の名義の下

に行われているため、統計された数字がすべて人民調停委員会による調停なのかについて

は判然としない。いずれにせよ、統計を見る限り、人民調停が交通事故紛争の解決に重要

な役割を果たしていることは否定できない。 

 
 

 

 

出所）『中国法律年鑑(2020年)』、『中国法律年鑑(2021年)』、『中国法律年鑑(2022年)』、『中国法

律年鑑(2023年)』の公開したデータにより作成した。 

 

 

 （4） 交調委のメリットと問題点 

交通事故紛争処理における人民調停の優位性として、調停員および調停機構が多いため、

柔軟性と利便性があり、紛争処理を迅速に対応することができる。また、調停合意に対し、

当事者は公証機関による強制執行の付与手続、支払命令の申立て手続、裁判所の司法確認

手続により執行力を付与することができるため、調停合意の履行も確保できる。 

他方で、人民調停のデメリットとしては、現代の交通事故紛争は複雑化し、専門性が求

められるにもかかわらず、専門性への対応が十分とはいえないことが挙げられる。人民調

停員は調停員の資格に専門性に関する要件はないため、一般人が選任されることが多く、

その専門性と法律に基づく判断に疑問がある。確かに調停員の適格に一定の要件が示され

ているが、選ばれた調停員が交通事故紛争処理の経験があるか、豊富な法律知識者である

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

全民間紛争の件数 931.5 819.6 874.4 892.3

交通事故紛争の件数 78.3 63 72.8 69.9
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図 11  2019 年から 2022 年まで調停した全民間紛争の件数と交通事故紛争の件 
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ことを保証していないため、調停員の専門性がいまだに確保されていない。そして、2010

年の通知は、具体的な調停手続、調停員の指定・選任、調停方法については明記しておら

ず、地方が独自に規則を策定するよう定めている341。各地の交調委などは自らの基準を制

定したが、その基準は統一されておらず、それぞれの手続規則が異なっているため、全国

範囲において交調委の運営を規範化・標準化することは難しい。 

 

2 業界調停 

近年、中国の保険業界も独自の ADR機関を設立し、交通事故紛争の処理を開始している。

特に、最高人民法院と中国保険監督管理委員会は 2012 年の「一部地域における保険紛争

の訴訟と調停の連携を試行することに関する通知」342と 2016 年の「保険紛争における訴

訟と調停の連携の全面的な推進に関する意見」343を施行したことにより、保険業界は保険

紛争調停室などを設立し始めた。保険業界は損害賠償額の算定などについて、専門的な知

見を活用ができるため、業界による ADRの役割が大いに期待されている。実際に、杭州余

杭区人民法院が保険業界調停の前置を試みたことがあり、現在でも維持している344。 

しかし、中国では業界 ADRに関する法律や制度の整備が遅れているため、業界調停法的

規律が不明確である。人民調停に関連する法令は、業界調停を人民調停の下に位置付けて

いる345。保険業界の調停機関も、当事者の信頼を得るため、人民調停委員会の名義を借り

て、調停法の規定を適用する傾向にある346。このように、業界調停と人民調停の関係性は

非常に曖昧であるため、業界調停の立場が確立されておらず、自身の発展性が阻害されて

いる。 

 

3 仲裁 

 

341 「関於推行人民調解委員会調解道路交通事故民事損害賠償工作的通知」（原語）2条。 

342 「關於在全國部分地區開展保險糾紛訴訟與調解對接機制試點工作的通知」（原語）は、最

高人民法院と中国保険監督管理委員会により 2012年 12月 18日に公布・施行された。 

343 「關於全面推進保險糾紛訴訟與調解對接機制建設的意見」（原語）は、最高人民法院と中

国保険監督管理委員会により 2016年 11月 18日に公布・施行された。 

344 杭州余杭区人民法院課題組「保険行業調解機制的実証探析――以余杭法院道路交通事故

糾紛“網上数拠一体化処理”綜合改革為例」中国応用法学第 2期（2017年）89頁以下参照。 

345 雷経文「論保険業非訴調解及其効力」中国保険 7月号（2012年）24頁。 

346 龍飛「論多元化糾紛解決機制的銜接問題」中国応用法学第６期（2019年）134頁。 



 127 

中国の仲裁法において、当事者は仲裁合意により仲裁手続を申立てることができる（仲

裁法 4 条）。交通事故紛争の解決についても、仲裁合意があれば仲裁手続を利用すること

ができる。また、仲裁法 51 条１項は、仲裁機関は、仲裁判断を下す前に調停を行うこと

ができる旨が規定されている。当事者が調停合意に至った場合、仲裁機関は調停合意書を

作成することができ、この調停合意は仲裁判断と同様の効力を有する（仲裁法 51条２項）。

また、近年、仲裁機関が別途調停機関を設立し、仲裁機関の専門性と権威性を利用して紛

争の調停を試みる例もある347。 

しかし、仲裁手続は他の ADRと比べて相対的に複雑であり、双方の当事者の仲裁合意に

至ることは難しく、また手続の利用は無料ではないため、中国では仲裁手続による交通事

故紛争の解決は、それほど多くは利用されていない。また、仲裁機関が設立する調停機関

について、法律上の規定がないため、業界調停と同じような問題に直面せざるを得ない。 

 

（三） 司法型 ADR 

 

1 中国における司法型 ADRの全体像 

中国では、日本のような民事調停制度はない。民事訴訟法（以下「民訴法」という）96

条に規定された裁判所の調停は、民事訴訟の進行中に、受訴裁判所の裁判官の主宰の下に

行われる調停であり、日本民事訴訟法上の訴訟上の和解に近い制度である348。 

一方、2012年の民訴法改正により、先行調停（民訴法 125条）の内容が導入されたこと

で、裁判所は当事者が訴えを提起する前後において、調停の権限を持つようになった。こ

の制度の位置付けについては、後述するように様々な議論があるが、ここでは司法型 ADR

の一種として考察する。 

先行調停に関する民訴法 125条の規定が簡素であるため、先行調停制度の適用範囲は不

明確である。また、手続についても具体的な準則がなく、司法解釈にも適切な説明がない

ため、各裁判所が運用しながら、自らの手続基準を検討している状況である。このように、

 

347 例えば、2011年 8月 1日に北京市仲裁委員会の下に、北京仲裁委員会調停センターが設

立された。 

348 日本の民事訴訟における付調停（民事調停法 20条）とは異なり、受訴裁判官の裁判官が

調停を主宰するが、必要があれば調停員やその他の機関の協力を求めることができる（民訴

法 96条）。 



 128 

適用範囲の不明確さ、手続準則の欠如など様々な問題が指摘されている。また、先行調停

において、裁判所は指導と監督の役割を果たしているだけで、実際には調停を他の調停機

関に委託する傾向にある。 

学界では、先行調停の立法趣旨が不明確であり、十分な理論検討が尽くされていないと

して、制度や運用に対して批判的であり、先行調停を廃止すべきであると主張する学者さ

えいる349。また、先行調停の性質について、学説上は様々な議論がある。李浩は、先行調

停を訴前調停と理解すべきであると主張している350。ここでの訴前調停とは、当事者が訴

えを提起する前に、裁判所あるいは裁判所が委託した調停機関が行う調停である。また、

譚秋桂は、民訴法 96 条が規定する裁判所の調停と同様に扱うべきであると理解している

351。私見は先行調停について、訴え提起前のものに限定し、裁判所の調停と区別するのが

適切であることから、訴前調停と理解すべきと考える。また、訴前調停は、司法型 ADR制

度であり、訴訟手続ではないと考えるべきである。 

 

2 交通事故紛争に関連する司法型 ADR 

現在、交通事故紛争に関連する先行調停として主要なものは、交通巡回法廷と、全国法

院道路交通事故紛争訴前調停プラットフォームである。 

（1） 交通巡回法廷 

巡回法廷制度は民訟法 138条に規定されており、裁判所が裁判官を紛争の所在地に派遣

し、巡回法廷として紛争を解決する制度である。巡回法廷制度の趣旨は、裁判所から遠隔

地に居住する当事者が訴訟制度を利用する負担を軽減することである。1990 年代から、

各地に交通巡回法廷が設置されたのも、前記の趣旨による。すなわち、交通事故が発生し

た場合、被害者は十分な証拠を得られない一方で、過失責任の最初の認定は公安機関が行

うため、被害者は証拠を得るために裁判所と公安機関、鑑定（認定）機関の間を奔走する

ことを強いられ、このような被害者の負担を少しでも軽減することを目的とする。交通巡

回法廷は、当初は臨時法廷であったが、その後は各地域の司法実務に応じて常設法廷とな

り、公安機関の所在地に設置されることが多くなった352。交通巡回法廷の数は現在も増加

 

349 趙剛「關於『先行調解』的幾個問題」法學評論第 3期（2013年）30頁。 

350 李浩「先行調解制度研究」江海学刊 03期（2013年）143頁。 

351 譚秋桂「民事訴訟法修改評析」中國司法第 11期（2012年）48頁。 

352 2011年には、四川省で 125の交通事故巡回裁判所が設置された。人民法院報「四川法院
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する傾向にある。 

当事者が交通巡回法廷に訴えを提起しようとする場合、法廷はまず当事者を調停に誘導

し、交通巡回法廷またはその委託した調停機関による調停を行い、不調の場合や当事者が

調停に同意しない場合には、訴訟手続に移行する運用が一部の交通法廷で行われている。

この制度は紛争解決の迅速性を高めるものとして、高く評価されている353。しかし、調停

を前置するかどうかは、あくまで巡回裁判官を派遣する裁判所に委ねられている。 

 

（2）全国法院道路交通事故紛争訴前調停プラットフォーム 

① 設立の経緯 

中国政府が提唱した多元化紛争解決メカニズムの内容には、統一されたデータ管理プラ

ットフォームおよび紛争処理プラットフォームを構築することも含まれている。そのよう

なプラットフォームの代表的な例として、全国法院道路交通事故紛争訴前調停プラットフ

ォーム（原語：全国法院道路交通事故糾紛訴前調解平台）がある。 

交通事故紛争を対象とするネットワークプラットフォームの創設は、最初に余杭区人民

法院で行われた354。その後、2017年に最高人民法院、公安部、司法部、中国保険監督管理

委員会は「一部地域における交通事故損害賠償紛争の『オンラインデータ一元化処理』改

革の試行に関する通知」355（以下「2017年通知」という）を公布し、北京、河北、吉林、

上海、江蘇、浙江、安徽、山東、河南、湖北、広東、海南、四川、重慶など 14 の省・市

で試行を行った。最終的に、2020 年に最高人民法院、公安部、司法部、中国銀行保険監

督管理委員会により、「交通事故損害賠償紛争の『オンラインデータ一元化処理』を全国

推進する改革に関する通知」356（以下「2020年通知」という）が公布され、全ての交通事

 

設立 125個交通事故巡回法廷有効便民」（2011年 1月 7日、https://www.court.gov.cn/zixun-

xiangqing-9997.html、最終閲覧 2023年 12月 15日）。 

353 費文彬＝盧建宁＝韋偉强「交通巡回法廷成為広西司法調解亮点」法治与経済（上旬刊）9

期（2013年）35頁以下参照。 

354 杭州余杭区人民法院課題組・前掲注（344）89頁。 

355 「関於在全国部分地区開展道路交通事故損害賠償糾紛“網上数拠一体化処理”改革試点

工作的通知」（原語）は、2017年 10月 27日に最高人民法院、公安部、司法部、中国保険監督

管理委員会により公布・施行された。 

356 「関於在全国推広道路交通事故損害賠償糾紛“網上数拠一体化処理”改革工作的通知」

（原語）は、2020年 05月 06日に最高人民法院、公安部、司法部、中国銀行保険監督管理委

員会により公布・施行された。 
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故紛争処理のデータを一元管理するため、全国法院道路交通事故紛争訴前調停プラットフ

ォーム（以下「道交訴前調停 PF」という）が供用されるようになった。 

② 機能と具体的な手続 

道交訴前調停 PF の主な機能としては、①データ収集・管理機能、②損害賠償額の試算

機能、③オンライン調停、④オンライン訴訟、⑤オンライン鑑定（認定）機能、⑥ワンク

リックで保険会社への損害賠償請求機能がある。 

プラットフォームへのアクセス方法は、Webサイト

（https://jttj.court.gov.cn/#/home_page/home）のほか、WeChat（中国で最も利用され

ている SNSアプリ）のミニプログラムもあり、QRコードをスキャンして直接アクセスで

きる。Webサイトのデザインとミニプログラムのデザインが若干異なるが、その機能はほ

ぼ同一である。下記では、Webサイトを中心に説明したい。 

また、道交訴前調停 PFにログインできるのは、弁護士、当事者（代理人を含む）、調停

員、裁判所、鑑定機関である。調停員は、その所属する機構により、人民調停、保険業界

調停、公安調停（行政調停）のいずれかの場合に選択し、ログインすることができる。本

プラットフォームの具体的な運用について、主に当事者と調停員の立場から説明する。な

お、このプラットフォームには、調停不成立後の訴訟手続も含まれるが、本章では、この

部分を割愛する。 

ア 当事者は、道交訴前調停 PF にログインすることなく、損害賠償額の試算機能（原

語：賠付試算）を利用することができる。当事者は、「賠付試算」ボタンをクリックし、

関連情報を記入した後、賠償可能額を事前に計算することができる。 これはあくまで概

算であり、当事者に結果の見通しを提供するためのものである。 
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（注：下記の全ての図は、道交訴前調停 PFに掲載されているガイドラインによる。） 

 

イ 当事者は、右上にあるログイン（原語：登録）をクリックしてログインすることが

できる。アカウントを持っていない場合は、事前にアカウントの作成を申請する必要があ

る。 

 

ウ ログインすると、ページ上部に 5 つの項目が表示される。それぞれは、「調停の申

込（原語：我要調解）」、「訴えの提起（原語：我要起訴）」、「応訴（原語：我要応訴）」「事

件照会（原語：案件査詢）」「民事保全（原語：訴訟保全）」である。 
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エ 調停を申し込むには、「調停の申込（原語：我要調解）」をクリックする必要がある。

クリックすると、下記の図のような「調停について（原語：調解須知）」の説明ページが

表示される。（この「調停について」は、6つの内容がある。詳細は付録の２を参照） 

 

 

オ 説明を読み終えたら、右下にある「調停する（原語：確認調停）」をクリックする

と、情報入力画面が表示される。申請者情報から始まり、被申請者情報、事実と理由、証

拠の追加、調停情報まで、全部で 5つのプロセスがある。 
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まず、申請者の入力について、公民、法人、その他の団体を選択し、申請者の氏名、証

明書の類型、身分証明書の番号、性別、生年月日、電話番号、死亡の有無、民族、本籍地

などを記入し、さらに身分証明書の表面と裏面の写真を提出する必要がある。複数の申請

者がいる場合は申請者追加ボタン（右上）を、代理人がいる場合は代理人追加ボタン（中

央下部）を選択する。一人の申請者あたりの代理人は最大 2名までとされている。 
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そして、申請者情報を入力したら、「次へ（原語：下一歩）」をクリックし、被申請者の

情報を入力するページになる。強制保険と任意保険の情報を追加する必要がある場合、保

険会社の情報を検索することができる。 

 

被申請者の情報を入力したら、「次へ（原語：下一歩）」をクリックし、「事実と理由」

ページに入る。 事実と理由のページでは、事故の詳細を記入することができる。 

また、記入後、「次へ（原語：下一歩）」をクリックし、証拠の提出画面に入る。証拠は

写真または PDFの形で提出することができる。 
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最後に、証拠を追加したら、「次へ（原語：下一歩）」をクリックして調停情報ページに

入る。このページでは、「基本情報」、「被害者情報」、「賠償責任と保険契約情報」、「調停

における賠償金額の詳細」、「調停委員会所在地の選択」などの情報を入力する必要がある。

全ての情報を記入した後、右下の「提出（原語：提交）」をクリックすると、調停の申込

みが完了する。 

 

 

 



 136 

 

 

当事者が提出した申請は、プラットフォームのバックグラウンドに保存され、管理者は、

受理した調停事件を各調停員に割り当てる（当事者指定の場合は、指定された調停員に配

る）。調停員は事件の情報を受け取った後、受け入れるか、拒否するか、他の調停員に転

送するかを選択することができる。もし調停員が事件を受け入れることを選択すれば、そ

の後調停員は当事者との連絡、ビデオ調停、調停文書の作成などを、すべて道交訴前調停

PF 上で行うことができる。調停において合意が成立した場合、調停員はオンラインで調

停書を作成し、当事者はそれをもってオンラインで司法確認を申請することができる。不

調の場合は、当事者はプラットフォーム上で訴えを提起することができる。 

 

③ プラットフォームの問題点 

道交訴前調停 PF の構築により、主に３つのメリットが期待されている。それぞれは、

当事者が ADRと訴訟にアクセスしやすくなること、調停手続の簡素化と統一、損害賠償基

準および認定基準の明確化である。 

しかし、このプラットフォームはそのシステムの運用に問題がある。 

まず、大きな問題として、訴前調停の利用についての、当事者の自己決定権の侵害があ

る。「2017 年通知」には、当事者が任意でオンラインプラットフォームを使用して紛争を

処理することができることを明確に規定していたが、「2020 年通知」は積極的なオンライ

ン調停を推進することだけを強調している。実際の道交訴前調停 PF 上の調停機能を見る
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と、一方の当事者が調停を申請した後、事件の割り当てを受けた調停員は、事件を受け入

れるか否かを選択することができる。しかし、被申請者（相手方）には、訴前調停を行う

か否かの意思を表明する機会が与えられていない。このように、調停合意がない場合には、

調停員が一方的に調停を行うか否かを決定することになり、被申請者は受動的な立場に置

かれている。加えて、道交訴前調停 PF は訴えの提起も可能なシステムであるが、実際に

は、訴前調停の手続で発行された番号を入力しないと訴えを提起できない仕様となってお

り、訴前調停の前置が事実上強制されている。 

加えて、訴前調停についての具体的な手続が、利用者に明示されていないという問題が

ある。「2020 年通知」は、プラットフォームの運用で重視されるのは交通事故紛争データ

の収集と照合としている。ヘルプセンターに公開されているマニュアルとビデオにも、調

停の方法や進め方に関する詳細な説明はない。この点は当事者にとって、調停を利用する

か否かの意思決定に必要な情報が提供されていないことになるし、調停の利用を決めた当

事者にとっても、手続の進行についての予測可能性を害され、調停員の恣意的、あるいは

不平等な取扱いを許すことにもなりかねない。 

 

（四） 近年の新しい動向 

 

近年、ADR と交通事故損害賠償請求訴訟を統合するため、交通事故一体化処理サービス

センター（地域によって名称は異なる）を設立した地域もある。例えば、南通市は、2022

年 12月 12日に交通事故一体化処理サービスセンターを設立した。巡回裁判所、行政調停、

人民調停、鑑定機構、保険会社などの提供するサービスを一つのサービスセンターに配置

し、オンラインとオフラインの結合により、当事者の紛争をより迅速かつ効率的に解決し、

被害者への適時の補償を実現可能であるとされる。  

このような交通事故一体化処理サービスセンターはまだ全国的に展開されておらず、多

くの場所ではまだ試行段階であるため、どの程度の効果があるかは未知数である。被害者

の立場からすれば、サービスセンターの設置は、当事者の紛争解決を容易にし、利便性を

高めるものではあるが、ADR の中立性の観点からすれば、一つのサービスセンターに複数

の機関を併設することは、その中立性に一定の影響を与えることが否定できない。また、

裁判所とともにあっせん機関を併設することは、裁判所の公正性にも若干の疑念を抱かせ

るものである。 したがって、このような新しい傾向については、さらなる観察と分析が
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必要である。 

 

第三節 交通事故 ADRの特徴と課題 

 

（一） 中国における交通事故 ADRの特徴 

 

日本の交通事故 ADRの特徴については、前記第二節（一）において既に述べたが、それ

らの点と対比しながら、中国の交通事故 ADRの特徴を見ることとする。 

 

1 手続の多様性 

中国においても、交通事故紛争を取り扱う ADR手続は、運営者が異なるものが複数存在

しており、多様な ADRが提供されている。その背景は、近年、中国政府と司法機関が多元

化紛争解決メカニズムの構築を提唱していることにある。日本の状況と同様に、このこと

は、当事者が自分に適した ADR手続を自主的に選択することで自主的・自律的な紛争解決

を促進するものといえる。 

日本と異なる特徴としては、公安機関による行政型 ADRが存在する点がある。現在では、

交通事故民事紛争の解決における公安調停の役割は低下しているが、公安機関が事故の過

失や過失割合につき最初の認定を行う権限を有するため、公安機関の民事紛争への影響力

は依然として存在する。また、特徴的な民間型 ADRとして人民調停がある。とりわけ一部

の地域では、道路交通事故人民調停委員会（交調委）により、交通事故紛争を専門的に扱

う人民調停が行われており、現在では、交調委が交通事故紛争の裁判外での可決に果たす

役割は大きい。 

 

2 アクセスの容易性 

広大な国土を有する中国では、紛争解決手続への物理的なアクセス障壁を除去する重要

性は日本にも増して高い。その意味で、交通巡回法定における訴訟手続前の調停や、全国

法院道路交通事故紛争訴前調停プラットフォーム（道交訴前調停 PF）は、特徴ある試み

である。 

日本において ODRはまだ議論が緒についたばかりである。交通事故の分野では、まだ本

格的な ODRは開始されておらず、ごく一部の弁護士会 ADRがオンライン期日を行なうにと
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どまっている。中国が民事訴訟手続のみならず、ADRにおいても DXを急速に進め、実績を

重ねていることは、大いに注目すべき点である。 

 

3 訴訟および強制執行との連携 

日本の交通事故 ADRには、訴訟手続に対する前置が制度化されているものは存在せず、

受訴裁判所が付調停を行うか否かも、裁判体の裁量に委ねられている。また、日本では司

法型 ADR である民事調停を除き、ADR により成立した合意に執行力は付与されない一方、

中国では、交通事故 ADRは訴訟との連携が強い点に特徴がある。例えば、交通巡回法廷で

は運用により、訴訟手続の前に調停を前置する例がある。また、道交訴前調停 PF では、

訴前調停と訴訟が同一のプラットフォームで提供され、調停が不調の場合にスムーズに訴

訟に移行することが可能である。加えて、司法確認制度などで、調停合意に執行力を付与

することが比較的容易であり、これにより調停合意の履行の確保が図られている。 

 

（二） 中国における交通事故 ADRの課題 

 

一方、中国の ADR制度は以下のような課題を有している。 

 

1 ADRの法的位置付けや手続準則の不明確性 

中国では、公安調停や人民調停に加え、近年、交通事故紛争を扱う様々な新しい ADRが

現れている。しかし、いずれも調停員の選任方法や、調停手続の実施方法など具体的な手

続準則について明確な定めはされていない。また、最近の保険業界による ADR機関の設立

は、専門的知見の活用等の点で望ましい動きではあるが、業界調停の法的位置付けがそも

そも明確でなく、調停法の規定を適用するなど、本来、業界調停と性格が大きく異なる人

民調停との関係が曖昧になっている。このように、交通事故 ADRは表面的には多様化して

いるように見えるが、多様性を確保するための法律の整備や制度上の保障が十分ではない。

そのため中長期的には、人民調停以外の民間型 ADRの発展を妨げ、将来の ADRの多様化が

頭打ちとなるおそれがある。また、調停書に対する執行力の付与について、公証機関によ

る強制執行の付与手続、支払命令の申立て手続、裁判所の司法確認手続があるが、その関

係性が曖昧である。特に司法確認制度の根拠について、理論的な検討が不足しており、そ

の適用範囲が人民調停制度に限定されることが適切かなどの問題について、さらなる検討
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を要する。 

 

2 当事者の自己決定権の侵害 

交通事故紛争は民事紛争の一つであり、その解決にどのような手続を選択するかは、当

事者の自己決定に委ねられるべきものであるが357、中国の交通事故 ADR においては、当事

者の自己決定権が必ずしも十分に尊重されていない。 

例えば、交通事故巡回法廷における調停前置は、訴訟との連携という点では有意義であ

るが、法令の明確な根拠なしに、訴訟前の調停を事実上強制されることは問題がある。ま

た、道交訴前調停 PF においても、申請者の相手方当事者に対し、調停手続を行うことに

ついての意見聴取が行われないまま手続が実施されることや、訴えの提起には同プラット

フォームでの訴前調停を経ることを必要としていることは、同様に法令の根拠なく調停の

利用を事実上強制しているという問題がある。 

 

3 専門性と人材の養成 

 交通事故 ADRを長期的に発展させるためには、その専門性と人材の確保が重要な課題で

ある。交通事故紛争の解決には、前記 のとおり、人身傷害に関する医学的知識や損害賠

償に関する法的知識を要する点で、専門性を有する。今後は、社会関係の複雑化に伴う交

通事故紛争の複雑化や、保険会社等が用いる過失や損害の認定基準の標準化や精緻化によ

り、専門性への要求がますます高まることになる。こうした専門性に対応できる調停員等

の人材の養成は、交通事故紛争の解決に ADRがどれだけの役割を果たすことができるかに

つながるものであり、調停員の適格性に関する準則の整備と併せて、調停員の教育や研修

プログラムの充実も必要になると思われる。 

 

第四節 本章の総括 

 

以上のとおり、日本と中国の交通事故損害賠償における ADR制度を概観した上で、中国

の交通事故 ADRの特徴と課題を指摘した。中国の特徴と課題を日本と比較すると、訴訟や

 

357 当事者の訴訟を提起する権利について、中国の憲法に「裁判を受ける権利」というよう

な規定がないため、憲法上の問題と言うより、訴訟法上の問題となっている。 
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強制執行との連携や DX の面では大胆な先進性を有する一方で、手続準則の不備や当事者

の自己決定権の侵害といった課題を抱える「諸刃の剣」と言える。例えば、ADR と訴訟を

オンラインで有機的に連携させた道交訴前調停 PFはその象徴である。 

中国の交通事故 ADRは、理論と実務運用の両面で多くの課題を抱えているが、理論的検

討を十分に経た明確な手続準則を定めることにより、紛争解決手続に対する当事者の自己

決定を尊重しつつ手続を公正かつ適正に実施し、専門性をより高めてゆくことを期待した

い。 
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第八章 中国の交通事故損害賠償における紛争解決制度の改革に向けて 

 

第一節 交通事故紛争解決制度の現状と問題点 

 

中国の交通事故損害賠償紛争解決制度の改革を論じる前提として、前章までに明らかに

した、紛争解決制度の現状と問題点を総括する。 

（1） 中国における交通事故損害賠償の全体像について 

第一章では、中国の交通事故損害賠償の全体像を概観した。①交通事故責任のうち、民

事責任の主な根拠法は民法典と道交法であり、さらに交通事故損害賠償司法解釈が、責任

主体や賠償範囲等につき定めている。②保険制度として、機動者交通事故責任強制保険条

例による強制保険のほか、損害保険会社が販売する任意保険がある。③交通事故発生後の

手続として、道交法は、人身被害がある場合の公安機関への通報義務や、公安機関である

警察が事故調査と事故処理を行い、交通事故認定書を作成すべき旨を定めている。交通事

故認定書は、民事訴訟においても強力な証明力を有する。 

（2） 中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の変遷について 

第二章では、中国における交通事故損害賠償請求訴訟制度の変遷について、中華人民共

和国の成立から現在までを５つの時期に区分し、訴訟制度の説明に重点を置きつつ、各時

期の関連する法規、政策および実体法上の内容についても詳述した。その結果、以下のよ

うな特徴と問題が存在することを明らかにした。 

まず、各時期の立法の目的に着目すると、中国では、かつては社会の安定性を維持する

ことに重点が置かれていたが、時代が進むにつれて、被害者保護、さらには保護の効率性

を重視するようになっている。 

次に、交通事故訴訟制度の変容に着目すると、従来は行政権への依存傾向が強かったが、

時代が進むにつれ行政権の影響力は低下する一方、司法機関が交通事故損害賠償の処理権

限を有するようになり、さらに裁判官の裁量を拡大する方向へ進んでいることが明らかに

なった。 

さらに、当事者の紛争解決手段という視点に着目すると、従来は行政機関の職権に従わ

なければならなかったが、制度の変容に伴い、今日では、民事訴訟提起の保障、訴訟外和

解権限の付与などの法律の規定の整備が進んだ結果、当事者の私的自治および処分権が、

従来と比べて保障されるようになった。しかし、現行の中国の交通事故損害賠償請求訴訟
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制度には、社会の安定性を重視する旧制度の影響が強く残っており、被害者保護の側面は

日本に比べ未だ不十分な面がある。加えて、理論的研究も不十分であり、交通事故訴訟の

円滑な運営の妨げとなっている。 

したがって、今後は、被害者の救済および紛争解決の効率性という現在の立法理念を基

本的に維持しつつ、日本の諸制度を参考にしながら理論的研究を進め、中国の交通事故訴

訟制度の改革にあたって適切な方策を論じていく必要がある。 

（3） 中国の交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任について 

第三章では、中国の交通事故損害賠償請求訴訟における証明責任について論じた。 

まず、民事訴訟法の中で最も重要な理論の一つである証明責任について、日中両国の異

同を明らかにした上で、中国の現状を説明した。 

日本の民事訴訟法には、証明責任やその分配に関する直接の規定がない。そして、証明

責任の本質は結果責任であり、その所在が事前に定まっているので、当事者にとって事前

に予測可能である。証明責任の分配については、法律要件分類説、利益衡量説、修正法律

要件分類説という３つの学説が対立するが、実務上は法律要件分類説ないし修正法律要件

分類説にほぼ収束している。また、一般的な証明責任の分配に従うと不公平が生じる場合

に、反対事実について相手方に証明責任を負わせる法技術である、証明責任の転換がある。 

これに対し中国法では、証明責任の概念について、立法や司法解釈に基づき明文化され

ている。しかし、証明責任の本質に対する理解について、行為責任か、行為責任かつ結果

責任か（二重意義説）、あるいは結果責任か（危険負担説）、学説および実務において今も

議論が続いている。また、証明責任の分配基準について、日本では学説での活発な議論を

経て、現在の実務では議論がおおむね収束したのとは対照的に、中国では、証明責任の本

質について争いがあることに加え、実体法規の整備が遅れていることもあり、証明責任の

分配基準に関する議論が必ずしも十分に行われていない状況にある。 

ただし、中国における近年の学説は、証明責任につき、結果責任と法律要件分類説（規

範説）を重視する傾向があり、実務もそのような立場が主流となりつつあることから、今

後の証明責任論では、実体法や実体法の論理関係がより重視されると予想される。そこで、

中国の交通事故損害賠償請求訴訟において、実体法に基づく証明責任の分配が公正・適切

であるかを解明するため、以下のとおり、日中両国の証明責任の分配を比較し、中国法上

の問題点を明らかにした。 

まず、日本法は、証明責任の転換という法技術を利用することで、加害者の立証負担を



 144 

重くし被害者の立証負担を軽減しているが、公正と被害者保護の観点から、合理的な証明

責任の分配と評価できる。また、自賠法上の運行供用者責任の主体である「運行供用者」

の証明責任の分配については、学説上争いがあるが、抗弁説や間接反証説を採った場合、

解釈により被害者の立証負担を軽減することができる。 

これに対し、中国法は、自動車同士による交通事故と、自動車と非自動車運転手または

歩行者による交通事故で、帰責原則が異なる（前者は過失責任とされており、後者は無過

失責任と定められている）。法律要件分類説（規範説）を採用した場合、自動車同士の事

故の被害者は、加害者の過失につき証明責任を負うことになる。しかし、被害者の保護と

いう観点からみると、被害者が自動車運転手か否かにより、証明責任の負担が異なるのは

必ずしも公平とは言えない。 

また、責任主体について、自動車の使用者と、所有者や管理者が分離する場合、法律要

件分類説を採用するならば、民法典の規定の文言に従い、被害者は所有者や管理者の過失

に該当する事実につき証明責任を負うことになる。しかし、所有者や管理者の過失を基礎

付ける事実の多くは、運転者と所有者または管理者との間の内部事情であり、被害者が知

ることは、一般に不可能ないし困難である。よって、被害者に証明責任を負担させるのは、

被害者保護の見地からは適切ではない。 

以上のように、現在の中国の交通事故訴訟において証明責任を適用した結果は、被害者

の救済と損害の填補に寄与する帰結を導くものとは必ずしも言えず、日本法と比較しなが

ら、より精密な検討をすべきである。 

(4)  中国における交通事故損害賠償の責任主体について 

第四章は、中国における交通事故損害賠償の責任主体について、立法と司法解釈、学

説、判例という３つの側面から考察した。 

まず、立法と司法解釈において、運行支配と運行利益という二元説が採用される以前

は、損害賠償責任を負う主体は、行政法規では原則として運転者とされていたが、市場

経済への転換直後で私用車が少なかったこともあって、実際には、自動車の所有者また

は運転者の所属するする単位が責任主体となっていた。その後、司法解釈等により採用

された二元説は、日本法の影響を受けたものと見られるが、「運行支配」については直接

支配ないし現実支配に、また「運行利益」については運行自体から発生する利益に限定

する、限定的な二元説であった。侵権責任法は、このような限定的な二元説を一般原則

とした上で、事案類型によっては、事故予防と制裁という別の判断基準によるものとし



 145 

た。 

現行の交通事故損害賠償司法解釈と民法典は、限定的な二元説を維持しつつ、運行支

配と運行利益の範囲を、ある程度拡張しているように窺える。加えて、事案類型によっ

ては、事故予防と制裁の判断基準を用いている。 

学説では、二元説をめぐり、肯定説と否定説があるが、肯定説にはさらに狭義説と広

義説に分かれている。広義説は、運行支配には事実上の支配のほか、潜在的、抽象的な

支配も含まれるとし、運行利益には直接利益、間接利益、そして精神上の満足等が含ま

れるとするが、運行支配や運行利益の概念が幅広く把握が困難であり、判断基準が不明

確であることが問題である。これに対し狭義説は、立法・実務上確立された限定的な二

元説とほぼ同じ内容である。中国の学界では、交通事故損害賠償の責任主体に対する議

論が、立法・司法解釈と比べて遅れている面があったため、立法・司法解釈の影響を受

けて狭義説が通説になった。 

二元説否定説に属する学説として、単純否定説、運転者責任中心説、物的責任と行為

責任説、使用者責任と交往安全義務説があるが、判断基準の不明確性や、理論的適合性

などの問題点が存在し、二元説、特に狭義説を超える優れた学説とは言えない。また、

事故予防と制裁という判断基準について検討した学説は、ほとんど見られない。 

さらに、判例に目を向けると、最高人民法院の指導性案例は、限定的な二元説を基準

としつつ、事故予防と制裁の判断基準を併用する立場を明確にしている。一方、地方人

民法院の裁判例からは、運行利益の範囲が拡張する傾向が見られる。 

このような中国の現状には、以下のような問題点がある。まず、判断基準が被害者の

損害填補の立場から考えると、決して十分ではない。また、事故予防と制裁の判断基準

は、二元説との関係が明確にされておらず、被害者の損害填補とどのように関連づける

かが重要な課題である。また近年、立法・実務において、運行支配と運行利益に対する

理解が拡張される傾向が見られ、その場合、裁判所は運行支配と運行利益について、限

定的な二元説を厳守すべきか、広く解釈するかの議論が生じることは不可避である。最

後に、訴訟法の立場からみると、第三章で述べたように、日本では、運行供用者性の証

明責任について、請求原因説、抗弁説、間接反証説の対立があるが、中国ではこのよう

な議論がほとんどなされていなかった。その原因の一つは、立法・司法解釈により具体

的な類型が規定されたからである。被害者は損害を受けた場合に、誰が責任主体である

かを類型にあてはめて判断できることは、類型化のメリットである。しかし、このよう
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な類型化が決してすべての事案を網羅できるわけではなく、社会構造の複雑化に伴い、

既存の類型で捉えきれない事件に遭遇する可能性が高くなる。特に、運行支配と運行利

益の範囲の拡張を肯定する場合、証明責任の所在等の問題が解決されないと、被害者に

とって立証負担が重くなる恐れがある。 

(5)  交通事故 ADRの必要性について 

第五章は、交通事故 ADR の必要性を論じた。前提として、ADR は簡易迅速な紛争解決を

可能にすること、ADR は自主性・柔軟性に富み、プライバシーの保護にも寄与する手続で

あるという、ADR の一般的な有用性を詳しく論じた。その上で、交通事故損害賠償紛争の

特徴である、紛争の偶発性、加害者側と被害者側の交渉力格差、裁量評価型要件の類型

化・標準化された基準の存在という諸点に照らしても、前記の ADRの一般的な有用性があ

てはまるため、交通事故 ADRは、被害者への迅速かつ効果的な補償の実現や、裁判所の負

担軽減、さらには保険会社に訴訟前の自主的解決を促進する役割を果たすことを明らか

にした。 

(6)  日本における交通事故 ADRの現況、特徴と課題について 

第六章は、日本における交通事故 ADRにつき考察した。交通事故 ADRには民間型と司法

型があるが、民間型である①一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構、②公益財団

法人交通事故紛争処理センター、③財団法人日弁連交通事故相談センター、④そんぽ ADR

センター、⑤弁護士会紛争解決センターについて、ADR 機関の設立経緯、業務内容、解決

実績を説明した上で、交通事故損害賠償紛争の解決に重要な役割を果たしていることを

明らかにした。そして、日本の交通事故 ADRの特徴として、①手続の多様性、②アクセス

の容易性、③業務内容および手続の明確性、④片面拘束型 ADRの存在を抽出して論じた。 

さらに、日本の交通事故 ADRの既存の問題として、いくつかの既存の問題と、新たな課

題に直面していることも指摘した。前者は、①訴訟との連携、②和解合意に対する執行

力の付与、③ADR 専門人材の育成、④ADR 機関の経済的基盤などの問題があることを指摘

した。さらに、新たな課題として、オンライン化やデジタル化（すなわち ODRの提供）を

通じて、運営者や当事者の利便性をいかに高めるかが新時代の挑戦であることを指摘し

た。 

(7)  中国における交通事故 ADRの現状、特徴と課題について 

第七章は、中国の交通事故 ADRについて論じた。まず前史として、道路交通安全法の施

行までの歴史を振り返った上で、中国の交通事故 ADRの現状を詳述した。行政型 ADRとし
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ては、公安機関による調停制度がある。公安調停は、現在では形骸化し紛争の解決に活

用できていないという問題点と、その原因を明らかにした。民間型 ADR として、人民調

停、業界調停、仲裁がある。人民調停については、特に道路交通事故人民調停委員会な

どの設立と解決実績を述べた上で、調停員の専門性の確保や、中国全土で運営を規範

化・標準化することの困難性を問題点として指摘した。そして、業界調停は、保険業界

が運営する ADRであるが、法的規律が不明確であることから、人民調停委員会の名義を借

り調停法の規定を適用する傾向にあり、業界調停の立場が確立されておらず、発展性が

阻害されている問題があることを指摘した。また、仲裁については、他の ADRと比べて相

対的に複雑であること、当事者が仲裁合意に至ることは難しいこと、手続の利用は無料

ではないことから、交通事故紛争の解決にはさほど利用されていない。また、仲裁機関

が設立する調停機関について、法律上の規定がないため、業界調停と同様の問題に直面

することを指摘した。 

さらに、司法型 ADRについては、交通事故紛争に関連する先行調停として、交通巡回法

廷と、全国法院道路交通事故紛争訴前調停プラットフォーム（道交訴前調停 PF）につい

て詳述した。特に、道交訴前調停 PF は、当事者によるアクセスの容易性、調停手続の簡

素化と統一、損害賠償基準および認定基準の明確化といったメリットがある反面、自己

決定権の侵害や、具体的な手続が利用者に明示されていないという問題点を指摘した。

また、近年の新しい動向として、交通事故一体化処理サービスセンターが設立され、巡

回裁判所、行政調停、人民調停、鑑定機構、保険会社などの提供するサービスを１つの

センターに配置し、オンラインとオフラインの結合を行なっていることについても論じ

た。 

前記の状況を、第五章と第六章の内容を踏まえ、日本の交通事故 ADRと比較すると、中

国の交通事故 ADRには①手続の多様性、②アクセスの容易性、③訴訟および強制執行との

連携といった特徴がある反面、①ADR の法的位置付けや手続準則の不明確性、②当事者の

自己決定権の侵害、③専門性と人材の養成という３つの課題があることを示した。 

 

第二節 交通事故紛争解決制度の改革に向けて 

 

以上を前提に、中国の交通事故損害賠償紛争解決制度の改革の方向性について、日本と

の比較法的観点に基づく提言を行う。 
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1 被害者救済および損害填補の理念の強調 

交通事故紛争解決制度全般を貫く理念ないし目的として、中国では今後、被害者の救済、

特に損害の填補を最優先に置くべきである。 

前述のとおり、日本の交通事故損害賠償紛争解決制度の特徴として、実体法が最重要の

理念ないし目的として掲げる、被害者の救済や損害の填補を、訴訟法の解釈論や、ADR の

制度設計や運営にも反映させている点が挙げられる。このことは、被害者の権利の保護な

いし実現を手続面でも支援し、より実効性あるものとしている。 

一方、中国の紛争解決制度を見ると、かつての訴訟制度は社会の安定性維持に重点を置

き、行政権の影響力も強いものであった。時代が進むにつれ、司法機関の権限が強化され、

訴訟当事者の私的自治や処分権が保障されるようになるとともに、交通事故損害賠償請求

訴訟においても、被害者への損害填補や、紛争解決の効率性が重視されるようになった。

そのような変化は、証明責任論や、実体法の責任主体の解釈論に反映されている。また、

交通事故 ADRにおいて、かつては行政型 ADRである公安機関による行政調停の前置主義が

採用されていたが、現在では調停前置主義は廃止され、民間型 ADRの利用も可能である。 

しかし、日本と比べると、被害者の救済や損害の填補の理念は、まだ十分に浸透してい

ない。例えば、責任主体についての実体法が、日本法のように被害者に有利な証明責任の

転換を十分に行っていないことや、責任主体に関する法解釈において、危険責任や報償責

任に基づき被害者救済を重視する判断基準である二元論と、事故予防と制裁の判断基準が

併用されていることに表れている。 

したがって、今後中国は、被害者の救済や損害の填補の理念を、立法や解釈を行う上で

最重要の指針として明確に位置付けるべきであり、日本の法制度や理論を参考にして、現

行の紛争解決制度の改革に適切な方策を講じてゆく必要があると考える。 

 

2 証明責任を意識した実体法の立法および解釈 

前述のように、中国の交通事故損害賠償紛争解決制度は被害者の救済や損害の填補の理

念に基づく改革を必要とする。その中には実体法の立法や解釈に属する事項が含まれるが、

それらを適切に行うには、現実の具体的事案における証明責任の作用を意識しながら行う

ことが不可欠である。しかし中国では、証明責任の本質や分配基準についての議論は、こ

れまで必ずしも十分に行われていない。筆者は、近年の学説や実務の主流となりつつある
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法律要件分類説（規範説）を妥当と考えるが、その立論に際しては、日本における議論を

参照すべき余地がある。 

その上で、損害賠償責任の主体について、実体法の明文規定による証明責任の転換で対

処可能な事案類型は、そのような方法で被害者を立証の困難から救済すべきである。しか

し、既に述べたとおり、社会の発展に伴い、責任主体の問題を立法により完全に網羅する

ことは困難であることから、責任主体を規定する条文の解釈に際しては、例えば、日本の

自賠法における運行供用者性の証明責任に関する抗弁説、間接反証説などを参考に、証明

責任の適切な分配を用いることによっても、被害者の立証負担の軽減が図られるべきであ

る。 

 

3 ADRの法的位置付けや手続準則の明確化 

中国の交通事故 ADRには、①法的位置付けや手続準則の不明確性、②当事者の自己決定

権の侵害、③専門性と人材の養成という課題があることは前述した。 

このうち①については、日本では、行政型 ADR や司法型 ADR については根拠法があり

（例えば民事調停法）、手続の骨格は法の明文で規定されている。また、民間型 ADR につ

いては、ADR 法により法的位置付けが明確にされていることに加え、紛争解決手続の実施

方法については、各 ADR機関が運営規則や業務規定などにより、手続の具体的な流れや、

手続主宰者を選任する方法などの具体的な手続準則を定めている。ADR の法的位置付けや

手続準則を明確にすることは、手続の公正や当事者の予測可能性を高めることになり、②

の問題の解決にもつながる。③についてはこの後に論じる。 

 

4 専門性の強化 

日本における交通事故損害賠償紛争は、事例の蓄積により、裁判所、ADR 機関や保険会

社は類型化・標準化された基準を用いるようになり、専門性が高い側面も有する。中国に

おいても、今後同様に専門化が予想されるところ、交通事故損害賠償紛争の解決手続の円

滑かつ効率的な運営のため、保険会社、公安機関、裁判所、ADR 機関においては、交通事

故紛争に関する専門知識を備えた人材の育成が求められる。 

加えて、当事者の代理人を務める弁護士にも専門化が求められる。日本では、弁護士人

口の増加とともに、特定の得意分野を標榜する法律事務所や弁護士が増加しており、得意

分野に交通事故を掲げる例も、最近は珍しくない。また、前述したとおり、実務家必携の
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書とされる損害額算定基準の「赤い本」や「青い本」の作成は、日弁連交セによって担わ

れている。さらに、交通および交通災害に関連する諸法を研究する学会として、日本交通

法学会があり、研究者だけでなく弁護士も多く所属する。 

これに対し中国の弁護士は、交通事故損害賠償紛争、特に ADRに積極的に関与していな

い現状がある。被害者への賠償を迅速かつ効率的に実現するため、市民の紛争解決へのア

クセスを実質化する意味においても、交通事故紛争に関する法的知識や、周辺知識（医療

や保険等）を充実させ、専門性を高めるための弁護士の自主的な努力が必要となろう。 

 

第三節 今後の課題 

 

中国における交通事故損害賠償には、本論文で検討した問題以外にも、損害賠償額の認

定や、ADR により成立した和解合意への執行力の付与など、残された手続法上の問題があ

る。 

さらに、自動運転技術や AI の発達といった科学技術の進歩が、交通業界の大きな変化

を引き起こすことが予測され、今後、このような新しい技術に起因する交通事故が発生し

た場合、自動運転のレベルに応じて、自動運転技術や AI を開発した自動車製造業者側と、

自動車の利用者や所有者側とで民事責任をどのように分担すべきかといった、複雑な法的

問題が生じる。このような問題では、伝統的な法過失責任主義に基づく不法行為法体系に

よる適切な対処がどこまで可能かが問われる。また、手続法の面でも、紛争解決制度の変

革（例えば ODR 需要の増加、AI 裁判所の設立など）に向けた大きな問題提起をしている

358。これらの残された課題は、筆者の学習と研究を継続する原動力として、今後は一層の

研鑽に励みたい。 

 

 

 

 

358 不法行為体系について、潮見佳男は「自動運転について、現在の自賠法の責任システム

はそのままの形で維持されるのかが問題となります。……人の行為の危険性に立脚した責任

体系から物の危険性（物をコントロールする情報システムの機能不全）に立脚した責任体系

への段階的な変容が求められているように思われます」と主張した。潮見佳男『基本講義債

権各論 II 不法行為法（第 4版）』（新世社、2021年）244頁。 
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付録（主要な法令・司法解釈と資料） 

 

１ 主要な法令・司法解釈一覧（抄訳） 

 

（１） 法令 

都市陸上交通管理暫行規則 

1 条 全国における都市の陸上交通管理を統一し、交通秩序を維持し、安全を保障するた

めに、特別に本規則を制定する。 

80 条 故意または過失の有無にかかわらず、交通事故により他人の人身または財物並び

に公共交通設備（道路、橋梁、標識など）に損害を与えた者は、損害賠償責任を負わなけ

ればならない。また、情状の程度に応じて規則違反、交通事故を起こした者を処分するこ

とができる。 

83 条 自動車（原語：車両）が交通規則に違反して事故を起こしたこと（原語：違章肇

事）により、他人に損害を与えた場合、運転者は損害賠償責任を負うものとし、あるいは

当該自動車の所有者（原語：車主）あるいは関連する乗車人員は一部または全部の損害賠

償責任を負うものとする。 

84 条 第三者の侵害あるいは違法行為により、交通事故の発生がやむを得ない場合、運

転者、所有者あるいは関連する乗車人員の責任を軽減または免除することができ、当該第

三者が一部または全部の責任を負うものとする。 

85 条 公安機関は、交通事故損害賠償事件について、真実を究明し、事故責任および是非

を明らかにした上で、合理的な調停を行わなければならない。ただし、当事者の一方が調

停に合意できない場合には、裁判所に移送しなければならない。 

86 条 交通事故に関する損害賠償事件において、合理的な調停がおこなわれ、当事者が

承認した場合であっても、調停結果に不服（原語：後悔）がある場合には、当事者は、10

日以内に訴訟を提起することができる。 

 

公路交通規則 

1 条 公路交通の管理を強化し、交通運輸の便利を図り、交通安全を維持し、国民経済大

躍進の要求に適応するために、本規則を制定する。 
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都市交通規則 

1 条 都市交通の管理を強化し、交通運輸の便利を図り、交通安全を維持し、国家経済建

設の要求に適応するために、本規則を制定する。 

 

民法通則 

123 条 高所、高圧の状態の下で、または燃焼しやすい物、爆発しやすい物、劇毒、放射

性物質、高速運輸用具などを使用して周囲の環境に高度な危険を与える作業に従事するこ

とにより、他人に損害を与えた場合、民事責任を負わなければならない。ただし、当該損

害が被害者の故意によって引き起こされたことが証明されれば、加害者は民事責任を負わ

ない。 

 

道路交通事故処理弁法 

1 条 交通事故を的確に処理し、当事者の合法的権益を保護し、道路交通事故責任者を教

育・処罰するために、本弁法を制定する。 

30 条 公安機関は交通事故を処理する際、交通事故の原因を究明し、交通事故の責任を

認定し、交通事故による損失状況を確定した後、当事者と関係者を集めて損害賠償を調停

しなければならない。 

31 条 交通事故責任者は、交通事故による損害に対して賠償責任を負わなければならな

い。損害賠償責任を負う自動車運転手に一時的に賠償能力がない場合、その運転手の所属

する単位または自動車の所有者が立て替える責任を負う。ただし、自動車の運転手が執務

中に交通事故を起こした場合は、その運転手の所属単位または自動車の所有者が賠償責任

を負う。運転手の所属単位または自動車の所有者は、損害を賠償した後、運転手に一部ま

たは全部の費用を求償することができる。 

33 条 調停を経て合意に達した場合、公安機関は調停書を作成し、当事者と関係者、調

停者が署名し、公安機関の印鑑を押印してから発効しなければならない。公安機関は調停

書を当事者と関係者それぞれに送付しなければならない。 

調停期間満了時に合意に達していない場合、公安機関は調停終了書を作成し、調停者が

署名し、公安機関の印鑑を押印し、当事者と関係者それぞれに送付しなければならない。 

34 条 調停を経て合意に達していない、または調停書が発効した後、いずれか一方が履
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行していないとき、公安機関は調停を行わず、当事者は人民法院に民事訴訟を提起するこ

とができる。 

35 条 交通事故責任者は、交通事故責任に相応の損害賠償責任を負わなければならない。 

44 条 自動車と非自動車、歩行者の間に交通事故が発生し、死亡または重傷を負った場

合、自動車側は、過失がなくても、10％の経済損失を支払わなければならない。ただし、

10％で計算した賠償額が交通事故発生地の 10 ヶ月の平均生活費用を超えた場合、10 ヶ月

の平均生活費を基準とする。 

 

道路交通安全法 

1 条 道路交通秩序を維持し、交通事故の予防と減少、人身安全の保護、公民、法人およ

びその他の組織の財産安全およびその他の合法的権益の保護、通行効率の向上のために、

本法を制定する。 

76 条1 自動車交通事故によって、人身傷害、死亡または財産的損害が生じた場合、保険

会社は、自動車第三者責任強制保険の限度額の範囲内において、損害を賠償する。不足す

る部分は、以下のような方法で、責任を分配する。 

（一） 2 台以上の自動車間で発生した交通事故については、過失を有する一方の自動

車側が、それを賠償する責任を負う。双方に過失がある場合には、各々の過失の割合に応

じて責任を負う。 

(二) 自動車と非自動車運転手または歩行者との間に生じた交通事故については、非自

動車運転手または歩行者に過失がない場合、一方の自動車側が賠償責任を負う。ただし、

証拠によって、非自動車運転手または歩行者に過失があることが証明された場合には、そ

の過失割合により、一方の自動車側の賠償責任を軽減する。一方の自動車側に過失がない

場合、自動車の運転者が負うべき損害賠償の限度額は、最大 10％とする。 

交通事故による損害が、非自動車運転手または歩行者が故意に自動車にぶつかったこ

とによって生じたものであるときは、一方の自動車側は、その賠償責任を負わない。 

 

 

 

1  条文の翻訳は、趙銀仁「中国における交通事故賠償法の現状と課題」法学研究論集（明治

大学大学院）40号（2013年）233頁参照。 
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侵権責任法2 

1 条 民事[権利]主体の合法的な権利利益を保護するとともに、不法行為責任を明らかに

し、不法行為を予防し、およびそれに制裁を加え、もって社会の平和と安定を促進するた

めに、この法律を制定する。 

16 条 他人を侵害して人身傷害を生じさせた場合には、医療費、看護費、交通費等の治

療およびリハビリのために支出する合理的な費用ならびに休業により減少した収入を賠償

しなければならない。後遺障害が生じた場合は、更に後遺障害生活補助具費用および後遺

障害賠償金を賠償しなければならない。死亡させた場合には、更に葬式費用および死亡賠

償金を賠償しなければならない。 

22 条 他人の人身権益を侵害し、他人に重大な精神的損害を生じさせた場合には、被権

利侵害者は、精神的損害賠償を請求することができる。 

48 条 自動車による交通事故で損害が発生した場合、道路交通安全法の関連規定に基づき、

賠償責任を負う。  

49 条 賃借、借用等の事由により自動車の所有者と使用者が同一人でないときに発生し

た交通事故の責任が当該自動車側に属する場合、保険会社は自動車強制保険の責任限度額

の範囲内においてその賠償を行う。不足部分については自動車の使用者が賠償責任を負う。

自動車の所有者が損害の発生につき過失があるとき、相応の賠償責任を負う。  

50 条 当事者間ですでに売買などの方法によって自動車の譲渡および引渡しを行ったも

のの、所有権移転登記を行っていない際に発生した交通事故の責任が当該自動車側に 属

するとき、保険会社は自動車強制保険の責任限度額の範囲内で賠償を行う。不足部分に 

ついては譲受人が賠償責任を負う。  

51 条 売買等の方法によって部品を寄せ集めて組み立てた自動車、またはすでに廃棄基

準に達した自動車が譲渡され、交通事故を起こして損害を生じさせた場合、譲渡人と譲受

人が連帯責任を負う。  

52 条 窃盗、強取または強奪された自動車によって交通事故が発生し損害が生じた場合、

窃盗者、強取者または強奪者が賠償責任を負う。保険会社は自動車強制保険の責任限度額

 

2  条文の翻訳は、銭衛栄「〔資料〕中華人民共和国不法行為責任法（仮役）」高岡 28号

（2010年）200頁以下参照。 
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の範囲内で緊急費用を立て替えたとき、交通事故の責任者に対して返還を求める権利を有

する。  

53 条 自動車の運転者が交通事故発生後逃亡し、当該自動車が強制保険に加入している

場合、保険会社は自動車強制保険の責任限度額の範囲内で賠償を行う。（加害）自動車が

強制保険に加入しているか不明または加入しておらず、権利侵害者の人身傷害に対する応

急措置、葬儀等の費用を支払う必要があるとき、道路交通事故社会救助基金が立て替えを

行う。道路交通事故社会救助基金による立て替え後、その管理機関は交通事故の責任者に

対して返還を求める権利を有する。  

 

民法典3  

1179 条 他人を侵害して人身損害をもたらした場合は、医療費、看護費、交通費、栄養

費、入院食事補助費等の治療およびリハビリーテションのために支出した合理的な費用な

らびに休業により減少した収入を賠償しなければならない。後遺障害が生じた場合は、更

に補助用具費用および後遺障害賠償金を賠償しなければならない。死亡した場合は、更に

葬祭費および死亡賠償金を賠償しなければならない。 

1183 条１項 自然人の人身的権利利益を侵害して重大な精神的損害をもたらした場合は、

被侵害者は、精神的損害賠償を請求する権利を有する。 

1208 条 自動車が交通事故を発生させて損害が生じた場合、道路交通安全法と本法の関

連規定によって賠償責任を負う。  

1209 条 賃貸借、使用貸借等の事由により自動車の所有者、管理者と使用者とが同一人

でない場合に、自動車で交通事故が発生し損害が生じ、当該自動車側の責任に属すとき、

使用者が賠償責任を負う。自動車の所有者、管理者が損害の発生につき過失があるときは、

相応の損害賠償を負う。 

1210 条 当事者の間ですでに売買などの方法で自動車の譲渡および引渡しを行ったが、

登記をしておらず、交通事故が発生し損害が生じ、当該自動車側の責任に属する場合、譲

受人が賠償責任を負う。 

1211 条 名義貸し（原語：掛靠）の方法により道路運輸経営に従事する自動車で交通事

 

3 条文の翻訳は、長友昭「中華人民共和国民法典権利侵害責任編の試訳 ―2009年制定の中

華人民共和国権利侵害責任法からの改正点・対照資料として」拓殖大学政治行政研究 12巻

（2021年）31頁以下参照。 
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故が発生し損害が生じ、当該自動車側の責任に属すとき、当事者が名義借主と名義貸主に

連帯して責任を負う。 

1212 条 許可を経ずに他人の自動車を運転し、交通事故が発生して損害が生じ、それが

当該自動車側の責任に属すとき、自動車の使用者が損害賠償を負う。自動車の所有者また

は管理者は、損害の発生について過失がある場合には、相応の損害賠償を負う。ただし、

本章に別段の定めがある場合を除く。 

1213 条 自動車が交通事故を発生させて損害が生じた場合、自動車側の責任に属すとき、

まず自動車強制保険に加入している自動車強制保険の責任限度額の範囲内で賠償を行う。

不足部分については、自動車商業保険に加入している保険者は、保険契約の約定に照らし

て賠償する。それでもなお不足な部分があるとき、または自動車商業保険に加入していな

いときは、権利侵害者が賠償する。 

1214 条 売買等の方法によって組み立て（原語：拼装）またはすでに廃棄基準に達した

自動車を譲渡し、交通事故の発生で損害が発生したとき、譲渡人と譲受人が連帯責任を負

う。  

1215 条 窃盗、強取または強奪された自動車によって交通事故が発生し損害が生じた場

合、窃盗者、強取者または強奪者が賠償責任を負う。窃盗者、強取者または強奪者が自動

車の使用者と同一人ではなく、交通事故が発生し損害が生じ、当該自動車側のみの責任に

属したときは、窃盗者、強取者または強奪者と自動車の使用者が連帯責任を負う。 

保険者が自動車強制保険の責任限度額の範囲内で応急費用を立て替えたときは、交通事

故責任者に求償する権利を有する。 

1216 条 自動車の運転者が交通事故発生後に逃走し、当該自動車が強制保険に加入して

いる場合、保険会社は自動車強制保険の責任限度額の範囲内で賠償を行う。自動車が強制

保険に加入しているか不明または加入しておらず、もしくは応急費用が自動車強制保険の

責任限度額を超えて、権利侵害者の人身の傷害に応急措置、葬儀等の費用を支払う必要が

あるときは、道路交通事故社会救助基金が立て替えした後、その管理機関は、交通事故責

任者に求償する権利を有する。 

1217 条 非営業用の自動車で交通事故が発生し、好意同乗者（原語：無償搭乗人）に損

害が生じ、当該自動車側の責任に属したときは、その賠償責任を軽減しなければならない。

ただし、自動車の使用者に故意または重大な過失があるときは、この限りでない。 
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民事訴訟法（試行） 

56条 当事者は自己の主張に対して、証拠を提出する責任を負う。 

人民法院は法定手続に基づき、全面的、客観的に証拠を収集し、調査しなければならな

い。 

 

民事訴訟法（現行） 

67条１項 当事者は自分の主張に対して、証拠を提出する責任を負う。 

96 条 人民法院は民事事件を審理し、当事者の自由意思の原則に基づき、事実を明らか

にした上で、是非を区別し、調停を行う。 

125 条 人民法院は、当事者が提起した民事紛争において、調停に適しているとき、当事

者が調停を拒否しない限り、先に調停をする。 

138 条 人民法院は民事事件を審理し、必要に応じて巡回審理を行い、その場で事件を処

理する。 

 

道路交通安全法実施条例 

94 条 交通事故による損害賠償について当事者間に争いがあり、当事者の全員一致で公

安機関の交通管理部門に調停を要請する場合、交通事故認定書を受領した日から 10 日以

内に調停申請書を提出しなければならない。 

死亡交通事故の場合、調停は葬儀の手配が完了した日から開始する。負傷交通事故の場

合、調停は治療が完了した日または後遺障害が確定した日から開始する。物損交通事故の

場合、調停は損害が確定した日から開始する。 

95 条 公安機関の交通管理部門が交通事故の損害賠償紛争を調停する期限は 10 日である。

調停が合意に達した場合、公安機関の交通管理部門は調停書を作成し、各当事者に送付し、

調停書は当事者全員の署名後に発効する。調停が合意に達していない場合、公安機関の交

通管理部門は調停終結書を作成し、各当事者に送付する。 

交通事故の損害賠償の項目と基準は、関連法律の規定に基づいて実施する。 

96 条 交通事故の損害賠償に関する紛争に対して、当事者が人民法院に民事訴訟を提起

した場合、公安機関交通管理部門は調停申請を受理しない。 

公安機関の交通管理部門による調停期間中に、当事者が人民法院に民事訴訟を提起した

場合、調停は終了する。 
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（2） 司法解釈 

民事訴訟証拠に関する若干規定（2001年） 

2 条 当事者は、自己の主張の根拠となる事実を証明するため、または相手方の主張の根

拠となる事実に反論するために、証拠を提出する責任を負う。 

証拠がない、または証拠が当事者の主張を証明するに足りない時は、挙証責任を負う当

事者が不利な結果を負う。 

3 条 人民法院は当事者に挙証の要求および法的結果を説明し、当事者が合理的な期限内

に積極的、全面的、正確、誠実に挙証を完了するよう促しなければならない。 

当事者が客観的な原因で自ら収集できない証拠は、人民法院に調査収集を申請すること

ができる。 

4条 不法行為訴訟（原語：侵権訴訟）の場合、以下の規定に従って挙証責任を負う： 

（一）新製品製造方法の発明特許による特許侵害訴訟において、同じ製品を製造する

単位又は個人がその製品製造方法が特許方法と異なることに対して挙証責任を負う。 

（二）高度危険作業による損害の損害賠償訴訟において、加害者は被害者が故意に損

害を与えた事実について挙証責任を負う。 

（三）環境汚染による損害賠償訴訟において、加害者が法律で規定された免責事由およ

びその行為と損害結果との間に因果関係が存在しないことについて挙証責任を負う。 

（四）建築物又はその他の施設および建築物上の放置物、懸垂物の倒壊、脱落、墜落に

よる損害賠償訴訟において、所有者又は管理者が過失のないことに対して挙証責任を負う。 

（五）動物を飼育して人に損害を与えた賠償訴訟において、動物飼育人又は管理人が被

害者に過失がある又は第三者に過失があることについて挙証責任を負う。 

（六）欠陥製品による損害賠償訴訟において、製品の生産者が法律で規定された免責事

由について挙証責任を負う。 

（七）共同危険行為による損害を与えた賠償訴訟において、危険行為を実施した人がそ

の行為と損害結果の間に因果関係が存在しないことについて挙証責任を負う。 

（八）医療行為による損害賠償訴訟は、医療機関が医療行為と損害結果の間に因果関係

が存在しないことおよび医療過誤が存在しないことについて挙証責任を負う。 

不法行為損害賠償訴訟の挙証責任に関して法律に特別な規定がある場合は、その規定に

従う。 

5 条 契約紛争事件においては、契約関係の整地つと効力の発生を主張する当事者は、契
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約の締結と効力の発生の事実について挙証責任を負う；契約関係の変更・解除・終了・取

消しを主張する当事者は、契約関係の変動を生じさせた事実について挙証責任を負う。 

 契約の履行について争いが生じたときは、履行義務を負う当事者が挙証責任を負う。 

 代理権について争いが生じたときは、代理権を有すると主張する当事者が挙証責任を負

う。 

6 条 労働紛争において、使用者が免職、除名、解雇、労働契約の解除、労働報酬の減額、

労働者の勤務年限の計算などの決定をしたことにより労働紛争が発生した場合、使用者が

挙証責任を負う。 

7 条 法律に具体的な規定がない場合、司法解釈によっても証明責任の所在を確定できな

い場合、人民法院は公平の原則と信義誠実の原則に基づき、当事者の挙証能力などの要素

を総合して挙証責任を確定することができる。 

 

『中華人民共和国民事訴訟法』の適用に関する解釈 

90 条 当事者は、法律に別段の定めがある場合を除き、自己の主張の根拠となる事実を

証明するため、または相手方の主張の根拠となる事実に反論するために、証拠を提出しな

ければならない。 

判決が下される前に、当事者が証拠を提出せず、事実上の主張を証明するのに十分な証

拠がない場合、挙証証明責任を負う当事者は不利な結果を負わなければならない。 

91 条 人民法院は、法律に別段の定めがある場合を除き、以下の原則に従い挙証証明責任

の負担を確定するものとする。 

(一) 法律関係の存在を主張する当事者は、当該法律関係発生の基本的事実について挙

証証明責任を負わなければならない。 

（二） 法律関係の変更・消滅または権利が妨げられたことを主張する当事者は、法律関

係の変更・消滅または権利の妨げとなる基本的事実について挙証証明責任を負わなければ

ならない。 

 

 

 

 



 160 

道路交通事故損害賠償事件の審理にあたって適用される法律に関する若干の問題の解釈4

（2012年 9月 17日に施行） 

1 条 自動車による交通事故で損害が発生したとき、自動車の所有者または管理者に次の

事由があるときは、人民法院は損害発生について過失（原語：過誤）があると認定し、併

せて不法行為法（原語：侵権責任法）49 条を適用して相応の賠償責任を確定しなければ

ならない。 

 （一） 自動車に欠陥が存在し、その欠陥が交通事故発生の原因の一つであることを知

り、または知り得べかりしとき。 

 （二） 運転者が無免許であること、または無免許と同一の状態であることを知り、ま

たは知り得べかりしとき。 

 （三） 運転者が飲酒、国家が禁止する精神薬品または麻酔薬品の服用、または自動車

の安全運転を妨げる疾病などにより自動車を運転できないことを知り、または知り得べか

りしとき。 

 （四） その他、自動車の所有者または管理者に過失があるとき。 

2 条 他人の自動車を許可なく運転して交通事故を発生させて損害が生じたとき、当事者

が不法行為法 49 条により運転者に賠償請求をしたときは人民法院はこれを認める。自動

車の所有者または管理者に過失があるときは、相応の損害賠償責任を負い、同法 52 条に

規定する事由があるときに除外される。 

3 条 名義貸し（原語：掛靠）の方法により道路運輸経営に従事する自動車で交通事故が

発生し損害が生じ、当該自動車側の責任に属すとき、当事者が名義借主と名義貸主に連帯

して責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。 

4 条 転々と譲渡され移転登記がなされていない自動車により交通事故が発生し損害が生

じ、当該自動車側の責任に属すとき、当事者が最終の譲受人に賠償責任を請求したときは、

人民法院はこれを認める。 

5 条 プレートナンバーが偽造された自動車（原語：套牌車）により交通事故が発生し損

害が生じ、当該自動車側の責任に属すとき、当事者が当該自動車の所有者または管理者に

賠償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。プレートナンバーが偽造された自

 

4  条文の翻訳は、粟津光世「道路交通事故損害賠償事件に適用する法律のいくつかの問題に

関する解釈」国際商事法務 41巻 4号（2013年）590頁以下参照。 
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動車の所有者または管理者がプレートナンバーの偽造に同意したときは、偽造プレートナ

ンバーの自動車の所有者または管理人と連帯して責任を負う。 

6 条 他社の部品を寄せ集めて組み立てられた自動車（原語：拼裝車）、廃車基準に達し

た自動車、または運転が禁止されている自動車が転々と譲渡され、交通事故が発生し損害

が生じたとき、当事者がすべての譲渡人と譲受人に連帯責任を請求したときは、人民法院

はこれを認める。 

7 条 自動車の運転の訓練を受けている者が、その訓練中に自動車を運転して交通事故が

発生し損害が生じ、当該自動車側の責任に属すとき、当事者が運転訓練単位に賠償責任を

請求したときは、人民法院はこれを認める。 

8 条 自動車に試乗中に発生した交通事故で損害が生じ、当事者が試乗サービスを提供し

た者に対して損害賠償を請求したときは、人民法院はこれを認める。試乗車に過失がある

ときは試乗サービスを提供した者の賠償責任を軽減する。 

9 条 道路交通管理上の欠陥により自動車が交通事故を発生させ損害が生じたとき、当事

者が道路管理者に相応の賠償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。だたし道

路管理者が法律、規章、国家標準、業界標準または地方標準により安全防護、警告等の管

理維持義務を尽くしたとことを証明したときは除外される。 

 高速道路に進入することを禁じられた車両、人が高速道路に進入して交通事故を発生さ

せ自分自身が損害を受け、当事者が高速道路管理者に賠償責任を請求したときは、不法行

為法 76条の規定を適用する。 

10 条 道路上に部品等を放置、倒置、遺散した行為により、交通事故が発生させ損害が

生じたとき、当事者が行為者に賠償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。道

路交通管理者が法律、規章、国家標準、業界標準または地方標準により整理整頓、防護、

警告等の義務を尽くしたとことを証明できないときは、相応の賠償責任を負う。 

11 条 法律、規章、国家標準、業界標準または地方標準による強行規定にもとづかない

で設計、施工して道路に欠陥を生じさせ、交通事故を発生させ、当事者が施工業者と注文

者に相応の賠償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。 

12 条 自動車に欠陥が存在し交通事故を発生させ損害が生じたとき、当事者が生産者と

販売者に不法行為法第五章の規定により損害賠償を請求したときは、人民法院はこれを認

める。 

13 条 多数の自動車により交通事故が発生し第三者に損害を与えたとき、当事者が多数
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の不法行為者に賠償責任を請求したときは、人民法院は異なる情況に応じて不法行為法

10条、11条または 12条の規定により、不法行為者に連帯責任または按分責任を確定する。 

14 条 道路交通安全法 76 条が規定する「人身傷亡」とは、自動車により交通事故が発生

し被害者の生命、健康等人身上の利益に生じた損害をいい、不法行為法 16条と 22条が規

定する各種の損害を含む。 

 道路交通安全法 76 条が規定する「財産損失」とは、自動車により自動車により交通事

故が発生し被害者の財産上の利益に生じた損害をいう。 

 

道路交通事故損害賠償事件の審理にあたって適用される法律に関する若干の問題の解釈

（2020年改正） 

1 条 自動車による交通事故で損害が発生したとき、自動車の所有者または管理者に次の

事由があるときは、人民法院は損害発生について過失があると認定し、併せて民法典

1209条を適用して相応の賠償責任を確定しなければならない。 

 （一） 自動車に欠陥が存在し、その欠陥が交通事故発生の原因の一つであることを知

り、または知り得べかりしとき。 

 （二） 運転者が無免許であること、または無免許と同一の状態であることを知り、ま

たは知り得べかりしとき。 

 （三） 運転者が飲酒、国家が禁止する精神薬品または麻酔薬品の服用、または自動車

の安全運転を妨げる疾病などにより自動車を運転できないことを知り、または知り得べか

りしとき。 

 （四） その他、自動車の所有者または管理者に過失があるとき。 

2 条 転々と譲渡され登記がなされていない自動車により交通事故が発生し損害が生じ、

当該自動車側の責任に属すとき、当事者が最終の譲受人に賠償責任を請求したときは、人

民法院はこれを認める。 

3 条 プレートナンバーが偽造された自動車（原語：套牌車）により交通事故が発生し損

害が生じ、当該自動車の責任に属すとき、当事者が当該自動車の所有者または管理者に賠

償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。プレートナンバーが偽造された自動

車の所有者または管理者がプレートナンバーの偽造に同意したときは、偽造プレートナン

バーの自動車の所有者または管理人と連帯して責任を負う。 

4 条 他社の部品を寄せ集めて組み立てられた自動車（原語：拼裝車）、廃車基準に達し
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た自動車、または運転が禁止されている自動車が転々と譲渡され、交通事故が発生し損害

が生じたとき、当事者がすべての譲渡人と譲受人に連帯責任を請求したときは、人民法院

はこれを認める。 

5 条 自動車の運転の訓練を受けている者が、その訓練中に自動車を運転して交通事故が

発生し損害が生じ、当該自動車の責任に属すとき、当事者が運転訓練単位に賠償責任を請

求したときは、人民法院はこれを認める。 

6 条 自動車に試乗中に発生した交通事故で損害が生じ、当事者が試乗サービスを提供し

た者に対して損害賠償を請求したときは、人民法院はこれを認める。試乗車に過失がある

ときは試乗サービスを提供した者の賠償責任を軽減する。 

7 条 道路交通管理上の欠陥により自動車が交通事故を発生させ損害が生じたとき、当事

者が道路管理者に相応の賠償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。だたし道

路管理者が法律、規章、国家標準、業界標準または地方標準により安全防護、警告等の管

理維持義務を尽くしたとことを証明したときは除外される。  

高速道路に進入することを禁じられた車両、人が高速道路に進入して交通事故を発生さ

せ自分自身が損害を受け、当事者が高速道路管理者に賠償責任を請求したときは、民法典

1243条の規定を適用する。 

8 条 法律、規章、国家標準、業界標準または地方標準による強行規定にもとづかないで

設計、施工して道路に欠陥を生じさせ、交通事故を発生させ、当事者が施工業者と注文者

に相応の賠償責任を請求したときは、人民法院はこれを認める。 

9 条 自動車に欠陥が存在し交通事故を発生させ損害が生じたとき、当事者が生産者と販

売者に民法典第七編第四章の規定により損害賠償を請求したときは、人民法院はこれを認

める。 

10 条 多数の自動車により交通事故が発生し第三者に損害を与えたとき、当事者が多数

の不法行為者に賠償責任を請求したときは、人民法院は異なる情況に応じて民法典 1170

条、1171 条または 1172 条の規定により、不法行為者に連帯責任または按分責任を確定す

る。 

11 条 道路交通安全法 76 条が規定する「人身傷亡」とは、自動車により交通事故が発生

し被害者の生命、健康等人身上の利益に生じた損害をいい、民法典 1179条と 1183条が規

定する各種の損害を含む。 

 道路交通安全法 76 条が規定する「財産損失」とは、自動車により自動車により交通事
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故が発生し被害者の財産上の利益に生じた損害をいう。 
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2 資料：調解須知（和訳） 

 

調停について 

 

1 人民調停の性質 

人民調停とは、人民調停委員会が説得、誘導などの方法を通じて、当事者が平等な協議

の上で自発的に調停合意を達成し、民間紛争を解決するよう促す活動を指す。 

 

２ 人民調停の原則 

(1) 当事者の自発的、平等な基礎の上で調停を行うこと。 

(2) 法律、法規と国家政策に違反しないこと。 

(3) 当事者の権利を尊重し、調停によって当事者が法に基づいて仲裁、行政、司法などの

ルートを通じて自分の権利を守ることを阻止してはならないこと。 

 

3 人民調停の範囲、受理方式と受理条件 

人民調停の対象は民間紛争であり、主に公民間、公民と法人およびその他の組織間の人

身、財産権益およびその他の日常生活に発生する紛争である。 

受付方法：当事者は人民調停委員会に調停を申請することができ、人民調停委員会も自

発的に調停することができる。当事者側が調停を明確に拒否した場合、調停してはならな

い。 

受理条件：1. 具体な被申請調停者がいること、2. 具体的な調停要求があること、3. 調

停申請を提出した事実根拠があること、4. 調停を申請する紛争は本調査委員会の受理範

囲に属すること。 

次のいずれかの状況がある場合、人民調停組織は受理しない： 

(1) 法律、法規は関係部門が管轄し、処理することを明確に規定している場合。 

(2) 人民法院が受理または受理している場合。 

(3) 一方の当事者が調停に同意しない場合。 

(4) 犯罪または治安管理違反の処罰行為を構成した場合。 

(5) 基層人民政府の処理または処理を申請した場合、 

(6) その他の人民調停の受理範囲に属さない場合。 
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4 紛争当事者の権利と義務 

紛争当事者は以下の権利を享有する： 

(1) 人民調停員を選択または受け入れる権利。 

(2) 調停を受け入れ、調停を拒否し、又は調停の中止を要求する権利。 

(3) 調停公開の進行または非公開の進行を要求する権利。 

(4) 自発的に意思を表明し、自発的に調停合意を達成する権利。 

紛争当事者は以下の義務を負う： 

(1) 紛争の事実を如実に述べる義務。 

(2) 調停現場の秩序を守り、人民調停員を尊重する義務。 

(3) 相手当事者の権利行使を尊重する義務。 

 

5 調停書の効力 

人民調停委員会の調停によって達成された調停合意は、法的拘束力があり、当事者は合

意に従って履行しなければならない。人民調停委員会は調停協議の履行状況を監督し、当

事者に約束した義務の履行を促す。 

 

6 人民調停委員会は民間紛争を調停して費用を受け取らない。 

調停を申請する際、調停員は上記の注意事項のすべてについて私たちに詳細な説明と解

釈を行い、私たちは上記の注意事項のすべての内容の法律的意味について正確に理解して

います。 
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頁 

・ 中山幸二ほか「シンポジウム／交通事故 ADR の現代的意義」仲裁と ADR15 号（2020



 170 

年）84-108頁 

・ 山本和彦＝山田文『ADR仲裁法〔第２版〕』（日本評論社、2015年）   

・ 西崎哲郎「来年４月から政府再保険廃止―自賠法改正の経過と課題―」運輸政策研

究 4巻 2号（2001年）61-63頁。 

・ 岩川勝「自賠責保険の制度改正について」ひろば 54巻 12号（2001年）12-19頁 

・ 我妻学「人身傷害と裁判外紛争処理制度(ADR)」判タ 1088号（2002年）13-19頁 

・ 竹内淳博「交通事故紛争処理センターの業務」仲裁と ADR15号（2019年）49-53頁 

・ 浦川道太郎「紛争の現状とADR機関の展望――交通事故紛争処理センター」ひろば67

巻 6号（2014年）24-30頁 

・ 守永宗「（財）交通事故紛争処理センター」ひろば 53巻 3号（2000年）36-41頁 

・ 松代隆「財団法人交通事故紛争処理センターの現状と課題」交通 23号（1995年）44-

55頁 

・ 加藤一郎ほか「〔座談会〕交通事故紛争処理センター20年」ジュリ1055号（1994年）

68-91頁 

・ 八島淳一郎「（財）交通事故紛争処理センターについて」自正 41 巻 12 号（1990 年）

50-58頁   

・ 新美育文ほか「〔座談会〕センターが直面する新たな局面と今後の展開――センター

創立 40周年を迎えて――」（公財）交通事故紛争処理センター編集『交通事故紛争処

理の法理（公財）交通事故紛争処理センター創立 40周年記念論文集』（ぎょうせい、

2014年）615-645頁 

・ 山本和彦「片面拘束型 ADRの意義と課題」仲裁と ADR13号（2018年）1-9頁。 

・ 小林覚「公益財団法人日弁連交通事故相談センターの示談あっ旋」仲裁と ADR 第 13

号（2018年）61-63頁 

・ 栗原浩「公益財団法人日弁連交通事故相談センターの紹介」自正 63巻 10号（2012年）

35-38頁 

・ 佐々木修「そんぽ ADRセンターの業務」仲裁と ADR12号（2017年）65-68頁。 

・ 韓寧「中国調停制度の新展開」白鴎 27巻 2号（2013年）185-212頁 

・ 徐文海「訴訟と調停の連携（1):日中比較を通じて」立命350号（2013年）285-370頁 

・ 董海隣「データから読み取る中国人民調停の動向に関する一考察 : 1986年～2019年

の人民調停統計資料に基づく分析」広法 45巻 3号（2022年）114-88頁 
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・ 潮見佳男『基本講義債権各論 II 不法行為法（第 4版）』（新世社、2021年） 

 

・ 2023年の警察白書（https://www.npa.go.jp/hakusyo/r05/data.html、最終閲覧 2023

年 12月 15日） 

・ 一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構「指定紛争処理機関 一般財団法人 自

賠責保険・共済紛争処理機構について」(https://www.jibai-

adr.or.jp/about_01.html、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ 2001年 11月「自賠責保険・共済紛争処理機構の設立について」金融庁資料

（https://www.fsa.go.jp/singi/singi_zidousya/siryou/f-20011108-3a.pdf、最終閲

覧 2023年 12月 15日） 

・ 一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構「紛争処理制度とは」

（https://www.jibai-adr.or.jp/enterprise_02.html、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ 参議院第 208回国会（常会）「自動車損害賠償保障法及び特別会計に関する法律の一

部を改正する法律案」

（https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/208/pdf/t0802080362080.

pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ 一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構「令和 4年度事業報告」

（https://www.jibai-adr.or.jp/pdf/reiwa_5/r5_jigyohokoku.pdf、最終閲覧 2023年

2023年 12月 15日） 

・ 公益財団法人交通事故紛争処理センター「事業の概要 2022」

（https://www.jcstad.or.jp/wp/wp-

content/uploads/2022/09/jigyounogaiyou2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ 「公益財団法人日弁連交通事故相談センターご案内」（https://n-tacc.or.jp/wp-

content/uploads/2022/09/panf2022.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ 公益財団法人日弁連交通事故相談センター「公開資料一覧」（https://n-

tacc.or.jp/disclosure、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ そんぽ ADRセンター「そんぽ ADRセンター統計号」

（https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/adr/index.html、最終閲覧 2023年 12

月 15日） 

・ 内閣府編『交通安全白書』令和 5年版（2023年）47頁、 
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（https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/r05kou_haku/pdf/zenbun/1-1-1-1.pdf、最

終閲覧 2023年 12月 15日） 

・ 国土交通省『平成 30年度行政事業レビュー公開プロセス説明資料』（2018年）1頁

（https://www.mlit.go.jp/common/001238886.pdf、最終閲覧 2023年 12月 15日） 

・  

2 中国語文献 

・ 最高人民法院民事審判第一廷編著『最高人民法院関于道路交通損害害賠償司法解釈

理解与適用』（人民法院出版社、2015年） 

・ 任广業編『交通事故防范』（北京日報出版社、1989年） 

・ 蘇志成主編『道路交通事故処理概論』（河北科学技術出版社、1996年） 

・ 傅以諾主編『遇到糾紛怎麽辨——如何避免和解决公安交通管理中的糾紛』（群衆出版社、

1992年）  

・ 黒龍江省交通局監理処編『交通部交通監理干部培訓講義・交通事故及其予防』（广西

交通局管理所翻刻版、1982年） 

・ 中華人民共和国公安部交通管理局主編『道路交通事故処理教程』（安徽教育出版社、

1988年） 

・ 沈陽軍区軍事法院編著『交通事故処理 100題問答』（遼寧人民出版社、1987年） 

・ 公安部交通管理局編『全国道路交通事故統計資料集』（群衆出版社、1994年） 

・ 傅以諾＝王立輝「此責任任非彼責任」道路交通管理第 3期（2004年）32-34頁。 

・ 高万云「『道路交通安全法』実施后交通事故処理模式評析」江蘇警官学院学報第 19巻

第 3期（2004年 5月）166-169頁。 

・ 楊立新『道路交通事故責任研究』（法律出版社、2009年） 

・ 于敏「論機動車損害賠償責任」私法第 1期（2006年）199-250頁。 

・ 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究 2期（1991年）36−45頁 

・ 李兵＝邵良節編著『交通事故的処理与予防』（寧夏人民出版社、1985年） 

・ 楊立新「我国道路交通事故責任帰責原則研究」法学第 10 期（2008 年）109-118 頁参

照。 

・ 梁慧星「関于中国道路交通事故賠償的法律制度」安徽大学学報（哲学社会科学版）

第 6期（1995年）40-46頁 

・ 国務院法政局政法司＝公安部交通管理局『道路交通事故処理弁法釈義』（中国政法大



 173 

学出版社、1991年） 

・ 楊秀清主編『交通事故損害賠償』（人民法院出版社、2000年） 

・ 関昇英主編『道路交通事故賠償糾紛』（法律出版社、2016年） 

・ 周強「道路交通事件致人身損害賠償案件的審理」法学第 8期（1994年）31-33頁 

・ 呂玉宝「公安机関調解不應作為交通事故賠償訴訟的前置程序」人民司法8期（1998年）

50-51頁 

・ 劉道清＝周振義＝別志勇「『道路交通事故処理弁法』不應作為法院立案的前置条件」

人大建設 6期（1998年）26頁 

・ 全国人大常委会法制工作委員会民法室編「『中華人民共和国侵権責任法』条文説明、

立法理由及相関規定」（北京大学出版社、2010年） 

・ 余凌雲「道路交通事故責任認定研究」法学研究第 6期（2016年）126-139頁 

・ 郎勝主編『中華人民共和国道路交通安全法釈義』（法律出版社、2003年） 

・ 李浩『民事証明責任研究』（法律出版社、2003年） 

・ 陳剛『証明責任法研究』（中国人民大学出版社、2000年） 

・ 法学教材編輯部『民事訴訟法教程』編写組『民事訴訟法教程』（法律出版社、1983 年） 

・ 石宝山＝郭学貢『民事訴訟法』（吉林大学出版社、1985年） 

・ 常怡主編『民事訴訟法学』（中国政法大学出版社、1994年） 

・ 柴発邦ほか『中国民事訴訟法学』（中国人民公安大学出版社、1992年） 

・ 袁中華「証明責任分配的一般原則及其適用――『民事訴訟法』司法解釈第 91 条之述

評」法律適用第 8期（2015年）47-52頁   

・ 王宝発編著『最高人民法院関於民事訴訟証拠的若干規定釈義』（法律出版社、2002 年） 

・ 最高人民法院民事審判第一廷『民事訴訟証拠司法解釈的理解与適用』（中国法制出版

社、2002年） 

・ 王亜新「民事訴訟中的挙証責任」証拠科学第 22巻第 1期（2014年）120-127頁。 

・ 翁曉斌＝鄭雲波「『民法典』編纂背景下的証明責任分配規範配置」浙江社会科学第 11

期（2019年）30-40頁 

・ 最高人民法院修改後民事訴訟法貫徹実施工作領導小組編著『最高人民法院民事訴訟

法司法解釈理解与適用（上）』（人民法院出版社、2015年） 

・ 江必新「『最高人民法院関于修改「関于民事訴訟証拠的若干規定」的決定』新聞発布

稿」、最高人民法院民事審判第一廷編著『最高人民法院新民事訴訟証拠規定理解与適
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用（上）』（人民法院出版社、2020年） 

・ 李浩「民事判決中的挙証責任分配――以『公報』案例為様本的分析」清華法学第 6期

（2008年）25-37頁 

・ 李浩「我国民事訴訟中挙証責任含義新探」西北政法学院学報第 3 期（1986 年）43-45

頁 

・ 梁書文＝回滬明＝楊栄新主編『民事訴訟法及配套規定新釈新解』（人民法院出版社、

1996年） 

・ 王懐安主編『中国「民事訴訟法」講義』（人民法院出版社、1988年） 

・ 張衛平『民事訴訟法（第 5版）』（法律出版社、2019年） 

・ 李浩「証明責任的概念――実務与理論的背離」当代法学第 5期（2017年）3-10頁 

・ 王亜新＝陳杭平＝劉君博『中国民事訴訟法重点講義』（高等教育出版社、2017年） 

・ 李浩「『民事訴訟法』修訂中的挙証責任問題」清華法学第 3期（2011年）7-16頁 

・ 劉暁紅「機動車交通事故損害賠償責任主体的認定基準研究」当代法学第1期（2003年）

42-45、57頁。 

・ 最高人民法院民事審判第一廷編著『最高人民法院関于道路交通損害賠償司法解釈理

解與適用』（人民法院出版社、2015年） 

・ 『解読最高人民法院請示與答復』編選組編『解読最高人民法院請示與答復（増訂版）』

（人民法院出版社、2005年） 

・ 呂玉宝「機動車所有人在道路交通事故賠償案件中的民事責任」法律適用 Z1(2003

年)103-107頁 

・ 李薇著『日本機動事故損害賠償法律制度研究』（法律出版社、1997年） 

・ 程嘯「機動車損害賠償責任主体研究」法学研究第 4期（2006年）127-140頁 

・ 王利民著『侵権責任法』（中国人民大学出版社、2016年） 

・ 王勝明主編『中華人民共和国侵権責任法釈義（第 2版）』（法律出版社、2013年） 

・ 曹険峰＝張龍「『侵権責任法』第 49条の解釈研読——主体分離下的道路交通事故侵権責

任論綱」法律科学（西北政法大学学報）第 1期（2017年）111-124頁 

・ 張新宝、謝娜娜「「機動車一方」：道路交通事故賠償義務人解析」法学家第 6期（2008

年）46-52頁 

・ 朱世文「従保有人担責主義到来駕駛人担責主義——対自動車交通事故賠償主体的重新

解構」北京交通大学（社会科学版）第 12巻第 2期（2013年）68-76頁 
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・ 謝薇＝韓文「対『侵権責任法』上機動車交通事故責任主体的解読——以與『道路交通

安全法』第 76 条責任主体的対接為中心」法学評論（双月刊）第 6 期（総第 164 期）

（2010年）138-147頁 

・ 王琦「機動車交往安全義務人対交通事故的侵権責任——対立法、司法解釈以及比較法

資源的整合性建構」政治與法律第 2期（2017年）102-113頁 

・ 楊立新＝王毅純「機動車代駕交通事故侵権責任研究」法学論壇第 4 期（2015 年）84-

93頁 

・ 李艶紅「中国指導性案例制度の現状と課題——最高人民法院『案例指導に関する規定』

と指導性案例を中心に」比較法学 47巻 2号（2013年）27-60頁。 

・ 范愉『非訴訟程序（ADR）教程〔第 3版〕』（中国人民出版社、2016年） 

・ 余凌雲「改進道路交通事故糾紛的解決機制」清華法學第 1期（2017年）41-53頁 

・ 左衛民、馬靜華「交通事故糾紛解決的行政機制研究」四川大学学報（哲學社會科学

版）第 4期（2005年）127-141頁 

・ 郭春蓮＝王素婷＝姚遠鋒「公安調解制度研究——以上海市公安局浦東分局為例」上海

公安高等専科学校学報第 28卷第 3期（2018年）31-37頁  

・ 范愉「（専家点評）重構道路交通事故解紛機制的嘗試」中国応用法学第 2 期（2017 年）

101-103頁。 

・ 蘭栄傑「人民調解：復興還是転型」清華法学第４期（2018年）111-127頁。 

・ 董瑞云＝陳凱宇「人民調解介入交通事故糾紛処理初探」人民調解第 6 期（2007 年）

29-30頁。 

・ 特別報道「全國設立行業性專業性人民調解委員會 2.1萬余個、一大批矛盾糾紛得到就

地解決」人民調解第 9期（2014）8頁。 

・ 中国法律年鑑編集部『中国法律年鑑(2020年)』（中国統計出版社、2020年） 

・ 中国法律年鑑編集部『中国法律年鑑(2021年)』（中国統計出版社、2021年） 

・ 中国法律年鑑編集部『中国法律年鑑(2022年)』（中国統計出版社、2022年） 

・ 中国法律年鑑編集部『中国法律年鑑(2023年)』（中国統計出版社、2023年） 

・ 杭州余杭区人民法院課題組「保険行業調解機制的実証探析――以余杭法院道路交通

事故糾紛“網上数拠一体化処理”綜合改革為例」中国応用法学第 2 期（2017 年）89-

101頁 

・ 雷経文「論保険業非訴調解及其効力」中国保険 7月号（2012年）22-25頁 
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・ 龍飛「論多元化糾紛解決機制的銜接問題」中国応用法学第６期（2019年）128-149頁 

・ 趙剛「關於『先行調解』的幾個問題」法學評論第 3期（2013年）29-36頁 

・ 李浩「先行調解制度研究」江海学刊 03期（2013年）138-145頁 

・ 譚秋桂「民事訴訟法修改評析」中國司法第 11期（2012年）44-49頁 

・ 費文彬＝盧建宁＝韋偉强「交通巡回法廷成為広西司法調解亮点」法治与経済（上旬

刊）9期（2013年）35-37頁 

 

・ 中華人民共和国公安部公式サイト「全国机動車達 4.3億輛 駕駛人達 5.2億人 新能

源汽車保有量達 1821万輛」

（https://www.mps.gov.cn/n2254098/n4904352/c9244719/content.html、最終閲覧

2023年 12月 15日） 

・ 汪大富「運行支配與運行利益学説的誤読及矯正」中国法院網

（https://www.chinacourt.org/article/detail/2009/06/id/363069.shtml、最終閲覧

2023年 12月 15日） 

・ 最高人民法院審判委員会専職委員杜万華の発言「全国部分地区开展道路交通事故損

害賠償糾紛“网上数据体化処理”改革試点工作情况新聞発布会」人民法院新聞伝媒

総社 2017-11-28（https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/70702.html、最終閲覧

2023年 12月 15日） 

・ 人民法院報「四川法院設立 125個交通事故巡回法廷有効便民」（2011年 1月 7日、

https://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-9997.html、最終閲覧 2023年 12月 15

日） 


